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１ 武蔵野市産業の特性 

⑴ 人口 

ア 人口の推移 

本市の人口は平成７年に一旦減少に転じたがその後、増加傾向が続き、令和２年度の総人口は150,149

人を数える。 

年齢３区分別にみると、生産年齢人口割合は微減してきたが、人口増加傾向が続いているため、実数

は横ばいで推移している。将来的には、実数も減少することが予測されている。 

人口の推移 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
（注）年齢「不詳」を含む。 

年齢３区分別 人口及び老年化指数の推移 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

（注） 年齢（３区分）の「総数」には、年齢「不詳」の者を含む。 
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年齢３区分別 人口比率の推移 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

（注）比率は、分母から不詳を除いて算出している。 

年齢別人口の推移（各年１月１日現在） 

 
出典：住民基本台帳 

  

18.8 16.9 14.0 11.8 10.7 10.2 10.5 11.2 11.5 

73.0 73.6 74.7 74.2 73.3 72.2 69.9 67.2 66.6 

8.2 9.5 11.3 13.9 16.0 17.6 19.7 21.6 21.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

年少人口（0 ～ 14歳） 生産年齢人口（15 ～ 64歳） 老年人口（65歳以上）

（％）

7.5 7.7 7.9 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1 8.0 8.0 
7.3 7.2 7.2 7.3 7.3 7.3 7.4 7.4 7.5 7.6 7.8 

13.3 12.9 12.7 12.5 12.4 12.5 12.5 12.4 12.3 12.1 11.9 

17.2 17.0 16.7 16.3 15.8 15.5 15.1 14.6 14.4 14.2 13.9 

16.0 16.3 16.4 16.3 16.7 16.5 16.4 16.3 16.2 16.0 15.7 

11.7 11.9 12.3 12.6 12.6 13.1 13.4 13.7 14.0 14.4 14.8 

11.5 11.4 11.2 11.2 11.2 10.7 10.3 10.1 10.1 10.1 10.2 

8.7 8.8 8.7 8.5 8.5 8.9 9.3 9.7 9.8 9.8 9.7 

6.7 6.8 7.0 7.2 7.4 7.5 7.5 7.6 7.7 7.9 8.0 

139,535 140,527 142,138 143,262 143,964 144,902 146,399 146,871 147,643 148,025 147,964 

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

０～９歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 総数

（人）（％）



3 

 

イ 将来人口の推計 

将来人口予測も継続して増加することが見込まれており、令和27年には約15万 7千人となることが

予測されている。 

年齢３区分別にみると、老年人口は増加傾向にあり、将来人口において老年人口比率は上昇し、令和

27年には30.8％となることが見込まれている。 

将来人口の推計 

 
出典：令和２年までは総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降の推計人口は武蔵野市「武蔵野市の将来人口推計」 

年齢３区分別 将来人口及び老年化指数の推計 

 

出典：令和２年までは総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降の推計人口は武蔵野市「武蔵野市の将来人口推計」 
（注） 年齢（３区分）の「総数」には、年齢「不詳」の者を含む。 

年齢３区分別 将来人口比率の推計 

 
 

出典：令和２年までは総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降の推計人口は武蔵野市「武蔵野市の将来人口推計」 
（注）比率は、分母から不詳を除いて算出している。 
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ウ 昼夜間人口 

昼間人口が夜間人口を上回っており、他の区市からの通勤・通学者が多い状況となっている。令和２

年の昼夜間人口比率は108.0％で、平成７年以降微減傾向にある。 

本市への流入人口は59,158 人、流出人口は47,086 人を数え、流入人口が流出人口を上回っている。

流入人口を年齢区分別に見ると、15歳から24歳が３割弱を占め、若い世代が多い。その上の世代の25

歳から64歳の流入人口は36,230 人、流入人口が35,965 人で、ほぼ同数程度となっている。 

昼夜間人口及び昼夜間人口比率 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

 流入人口比率                      流出人口比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
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エ 市内の就業動向 

本市に常住する就業者の市内就業率は35.7％であり、近隣自治体と比較すると、立川市、練馬区、三

鷹市よりも低くなっている。本市に常住する15歳以上就業者の従業地比率は、３割強が市内で従業して

おり、都内の他市区町村での従業は約６割を占める。本市で従業する15歳以上就業者の常住地比率は、

３割が市内常住者で、５割半ばを都内の他市区町村の常住者が占める。   

市内就業率（近隣自治体比較） 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 

 

本市に常住する15歳以上就業者の従業地比率 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 

本市で従業する15歳以上就業者の常住地比率 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
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⑵ 産業構造 

ア 事業所数・従業者数の推移 

本市の事業所数及び従業者数は、ともに減少傾向である。 

従業者数規模は、５割半ば近くを従業者数１～４人の事業所が占める。 

事業所数・従業者数の推移 

 

   出典：総務省・経済産業省「平成21年・26年経済センサス‐基礎調査」 
「平成24年・28年・令和３年経済センサス‐活動調査」（令和３年は速報値） 

（注）従業者数は男女別の不詳を含む。 
 

従業者数規模（全国及び東京都比較） 

 

出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 
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イ 市内の産業構造 

業種別にみると、事業所数比率は「卸売業,小売業」が最も高く、次いで「宿泊業,飲食サービス業」、

「不動産業,物品賃貸業」と続き、この３業種が全体の５割強を占める。 

従業者数比率は、事業所数と同様に「卸売業,小売業」が最も多く、次いで「宿泊業,飲食サービス業」

と「医療,福祉」が続く。 

業種別 事業所数比率 

 
出典：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査（速報値）」 

 業種別 従業者数比率 

 
出典：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査（速報値）」 
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事業所数及び従業者数の推移を業種別にみると、最も事業所数が多い「卸売業，小売業」は事業所数

が減少化傾向にある。「生活関連サービス業，娯楽業」と「教育，学習支援業」は事業所数が増加し、従

業者数が減少している。「医療・福祉」は事業所数及び従業者数ともに増加傾向にある。 

業種別 事業所数の推移 

出典：総務省・経済産業省「平成26年経済センサス‐基礎調査」 
「平成24年・28年・令和３年経済センサス‐活動調査」（令和３年は速報値） 

業種別 従業者数の推移 

出典：総務省・経済産業省「平成26年経済センサス‐基礎調査」 
「平成24年・28年・令和３年経済センサス‐活動調査」（令和３年は速報値） 
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売上高（企業単位）を業種別にみると、「宿泊業,飲食サービス業」が最も高く 34.1％を占めており、

次いで「不動産業,物品賃貸業」、「製造業」と続く。一方、全国及び東京都では、「卸売業,小売業」が最

も高く、次いで「製造業」が続いており、武蔵野市と異なる構成となっている。 

 

業種別 売上高（企業単位）の構成比（全国及び東京都比較） 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 

 

 

ウ 創業比率 

創業比率は平成 24～26 年までは、近隣自治体の中でも比較的高い比率で推移していたが、平成 26～

28 年では、立川市、小金井市よりも低くなっている。 

創業比率の推移（近隣自治体比較）

 

出典：RESAS - 地域経済分析システム 
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エ 地域経済循環 

本市の地域経済循環図（2018 年）をみると、所得からの支出が7,696 億であるのに対して、支出によ

る生産への還流及び所得への分配が 9,373 億で、地域の循環率は 121.8％になっている。支出段階で地

域外から流入していることがうかがえる。 

地域経済循環率の推移をみると、本市は2010 年以降 110％を超えている。また、近隣自治体と比較す

ると立川市とならんで高い循環率を維持している。 

地域経済循環図 

 

出典：RESAS - 地域経済分析システム 

地域経済循環率の推移（近隣自治体比較） 

 

出典：RESAS - 地域経済分析システム 
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⑶ 工業 

ア 事業所数・従業者数の推移 

本市の製造業の事業所数は、平成21年以降減少傾向が続いており、平成28年の事業所数は120所で

ある。従業者数も同様に減少しており、平成28年の従業者数は3,497 人となっている。 

中分類別事業所数比率は、「印刷・同関連業」が最も高く、次いで「その他の製造業」、「電気機械器具

製造業」と続く。従業者数比率は、「輸送用機械器具製造業」が68.8％を占める。 

 

事業所数の推移                    従業者数の推移 

 
出典：総務省・経済産業省「平成 21 年・26 年経済センサス‐基礎調査」「平成 24 年・28 年経済センサス‐活動調査」 

 

中分類別 事業所数比率 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 
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 中分類別 従業者数比率 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 
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イ 製造品出荷額等 

製造品出荷額等の推移をみると、令和元年までは継続して減少傾向にあったが、令和２年は93億8,800

万円に増加している。 

事業所あたりの製造品出荷額等は３億9,100 万円で、近隣自治体と比較すると低い。 

従業者一人あたりの製造品出荷額等は1,400 万円で、近隣自治体の中で最も低い。 

製造品出荷額等の推移（従業者４人以上の事業所） 

 
出典：経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2011年・2015 年） 

事業所あたりの製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）（近隣自治体比較） 

 
出典：経済産業省「工業統計調査」（令和２年） 

従業者一人あたりの製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）（近隣自治体比較） 

 
出典：経済産業省「工業統計調査」（令和２年） 
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⑷ 商業 

ア 事業所数・従業者数の推移 

本市の「小売業」における事業所数及び従業者数はともに横ばいで推移している。「卸売業」は、事業

所数は横ばいで推移しているが、従業者数は増加傾向にある。 

事業所数の推移                従業者数の推移 

 

出典：総務省・経済産業省「平成 21 年・26 年経済センサス‐基礎調査」「平成 24 年・28 年経済センサス‐活動調査」 

 

イ 年間商品販売額 

「小売業」の年間商品販売額は、平成24年に一旦減少したが、その後、増加しており、平成28年は、

約2,904 億 3,300 万円である。 

「卸売業」の年間商品販売額は、平成19年に増加した後、減少に転じたが、平成28年は再び増加し

約1,155 億 3,800 万円となっている。 

小売業の年間商品販売額の推移 

 
 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 
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卸売業の年間商品販売額の推移 

 
 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 
 
 

「小売業」の事業所あたりの年間商品販売額は、平成19年から増加傾向にあり、近隣自治体の中では

立川市、三鷹市に次いで高い。 

「卸売業」の事業所あたりの年間商品販売額は、平成19年から平成24年にかけて減少したが、平成

26年から増加傾向である。近隣自治体の中では、立川市、杉並区に次いで高い。 

小売業 事業所あたりの年間商品販売額の推移 

 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 

卸売業 事業所あたり年間商品販売額の推移 

 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 
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事業所あたりの年間商品販売額（近隣自治体比較） 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 

 

「小売業」の従業者一人あたりの年間商品販売額は、平成19年から増加傾向にあり、近隣自治体の中

では立川市、三鷹市に次いで高い。 

「卸売業」の従業者一人あたりの年間商品販売額は、平成19年から平成24年にかけて減少したが、

平成26年から増加傾向である。近隣自治体の中では、立川市、杉並区に次いで高い。 

小売業 従業者一人あたりの年間商品販売額の推移 

 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 

卸売業 従業者一人あたりの年間商品販売額の推移 

 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 

 

 

280 303 285

557

300 247 252

672

932

576

1,349

527
406

701

227
151 189

283 242 212 168

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

武蔵野市 杉並区 練馬区 立川市 三鷹市 小金井市 西東京市

合計 卸売業 小売業

（百万円）

313,684 323,830 307,655 291,481 300,982 281,475 

193,919 
232,429 

290,433 

25.1 
23.3 

21.5 20.5 20.9 19.9 20.3 
22.4 

24.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

年間商品販売額 従業者一人あたりの年間商品販売額

（百万円） （百万円）

148,563 
175,282 171,626 

130,549 
178,992 

278,740 

63,786 60,925 
115,538 

64.0 

82.1 
68.1 

59.3 
73.8 

143.0 

56.1 52.4 
43.3 

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

年間商品販売額 従業者一人あたりの年間商品販売額

（百万円） （百万円）



17 

 

従業者一人あたりの年間商品販売額（近隣自治体比較） 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 

 

市民一人あたりの年間小売販売額は、平成９年から平成24年まで減少傾向で推移したが、その後増加

に転じ、平成28年は 202万７千円となっている。 

小売吸引力指数は、平成６年以降、1.0を超えて推移している。平成６年から平成16年まで横ばいで

推移したが、平成19年に減少に転じた。平成24年まで減少が続いたが、その後増加に転じており、平

成28年の小売吸引力指数は1.42 となっている。 

市民一人あたりの年間小売販売額 

 
 

小売吸引力指数とは、東京都の一人あたりの年間小売販売額に対する市域の一人あたり年間小売販売額の比率で、市域の商

業の誘客力を示す。1.0 以上の場合、買い物客を外部から呼び寄せている。 
 

出典：年間商品販売額は経済産業省「商業統計」、 
総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 
東京都及び武蔵野市の人口は住民基本台帳 
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中央線沿線上の自治体における小売業の年間商品販売額をみると、武蔵野市の年間商品販売額は、新

宿区、八王子市、杉並区、立川市に次いで高い。 

小売業の立地環境特性別集計をみると、市内７つの商業集積地区のうち５つが駅周辺型商業集積地区

となっている。 

小売業 中央線沿線上の自治体における年間商品販売額 

 
出典：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」 

小売業（立地環境特性別集計）商業集積地区年間商品販売額の推移 

 
出典：経済産業省「商業統計」 
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ウ 小売業売場面積の推移 

小売業の売場面積の推移は、平成24年に一旦減少するが、その後増加傾向にある。 

小売業売場面積の推移 

 
 

出典：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年・28年経済センサス‐活動調査」（2012年・2016年） 

市内の主な大型小売店一覧（店舗面積1,000 ㎡以上） 

 

出典：「全国大型小売店総覧2022年」 

  

39,470

245,071 244,004
252,346 250,948

239,065

174,702

202,619
222,995

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

（㎡）

店舗名 住所 開設期 店舗面積 販売品
ヤマダデンキＬＡＢＩ吉祥寺 武蔵野市吉祥寺南町 平成26年10月 4,013㎡ 家電、情報通信機器
ユニクロ吉祥寺店 武蔵野市吉祥寺本町 平成26年10月 2,895㎡ 衣料品、身の回り品
ＴＡＩＲＡＹＡ武蔵境店 武蔵野市境 平成24年12月 1,179㎡ 食料品、家庭用品
武蔵境共同ビル（いなげや武蔵野関前店） 武蔵野市関前 平成21年4月 3,556㎡ 食料品、家庭用品
武蔵野グリーンパークビル（サミットストア武蔵野緑町店） 武蔵野市緑町 平成21年2月 1,974㎡ 食料品、家庭用品
秋本産業ビル（イトーヨーカドー武蔵境店東館） 武蔵野市境南町 平成12年11月 14,850㎡ 総合
メイズ・ワンビル（ＺＡＲＡ吉祥寺店） 武蔵野市吉祥寺本町 平成7年3月 1,326㎡ 衣料品、身の回り品
武蔵野井上ビル（Ｌ.Ｌ.Ｂｅａｎ吉祥寺店） 武蔵野市吉祥寺南町 平成6年9月 1,006㎡ 衣料品、鞄・バック類
井口ビル（いなげや武蔵野西久保店） 武蔵野市西久保 昭和56年7月 1,150㎡ 食料品、家庭用品
ＫＰ共同ビル（吉祥寺パルコ） 武蔵野市吉祥寺本町 昭和55年9月 12,985㎡ 衣料品、身の回り品、靴・履物
レンガ館モール 武蔵野市吉祥寺本町 昭和55年1月 1,782㎡ 衣料品、家庭用品
南口第一ビル（イトーヨーカドー武蔵境店西館） 武蔵野市境南町 昭和54年1月 9,914㎡ 総合、家庭用品、衣料品
清水商事ビル（丸井吉祥寺店） 武蔵野市吉祥寺南町 昭和53年9月 11,951㎡ 総合、家庭用品、衣料品、食料品
高橋ビル（いなげや武蔵野桜堤店） 武蔵野市境 昭和53年4月 1,465㎡ 食料品、家庭用品
ドン・キホーテ吉祥寺駅前店 武蔵野市吉祥寺南町 昭和51年9月 2,186㎡ 食料品、家庭用品、家電
オリンピック吉祥寺ビル（東急百貨店吉祥寺店） 武蔵野市吉祥寺本町 昭和49年6月 29,543㎡ 総合
ヨドバシカメラマルチメディア吉祥寺 武蔵野市吉祥寺本町 昭和49年5月 18,520㎡ 家電、情報通信機器
キラリナ京王吉祥寺 武蔵野市吉祥寺南町 昭和47年10月 10,589㎡ 毛糸・手芸品、生地
武蔵野市開発公社Ｆ＆Ｆビル・コピス吉祥寺 武蔵野市吉祥寺本町 昭和47年3月 21,061㎡ 書籍・雑誌
いなりやビル（吉祥寺ロフト） 武蔵野市吉祥寺本町 昭和46年12月 5,666㎡ 家庭用品、文具・事務用品、身の回り品
アトレ吉祥寺 武蔵野市吉祥寺南町 昭和44年12月 17,425㎡ 書籍・雑誌、衣料品、身の回り品
ＳＥＩＹＵ吉祥寺店 武蔵野市吉祥寺本町 昭和43年11月 11,971㎡ 食料品、家庭用品、衣料品
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⑸ 農業 

ア 農家数・面積等 

本市の農家戸数は継続して減少傾向にあり、令和２年度は65戸となっている。 

農地面積及び生産緑地面積は、減少傾向が続いている。 

農家戸数及び農業従事者数の推移（各年度１月１日時点） 

 
出典：武蔵野市「武蔵野市農業振興基本計画 平成28（2016）年度～令和７（2025）年度＜令和３（2021）年度 改定版＞」 

従事者数の年代別内訳（令和３年１月１日時点） 

 
出典：武蔵野市「武蔵野市農業振興基本計画 平成28（2016）年度～令和７（2025）年度＜令和３（2021）年度 改定版＞」 

     農地面積の推移 （内：生産緑地面積） 

 
出典：武蔵野市「武蔵野市農業振興基本計画 平成28（2016）年度～令和７（2025）年度＜令和３（2021）年度 改定版＞」 
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イ 農業出荷額等 

本市の農業産出額は令和元年産の統計では約２億１千８万円で、その内訳は野菜１億６千３百万円、

果樹４千５百万円、花き１千万円で、構成比で上位を占める品目は、図表29のとおりである。本市の作

付延べ面積は令和元年の統計によると、野菜 3,370ａ、果樹 700ａ、花き60ａ、その他 90ａで、野菜

の延べ作付面積で上位を占める品目は図表30のとおりである。 

庭先等で生産物の直売を行っている農家は、夏期のみ販売している農家も含めて市内 40 か所で、い

ずれの直売所も営業は好調である。 

市内には、８か所 692 区画（12 ㎡ 514 区画、９㎡ 178 区画、総面積 12,461 ㎡）の市民農園があ

る。 

農業産出額順位・構成比（令和元年産） 

 

出典：武蔵野市「武蔵野市農業振興基本計画 平成28（2016）年度～令和７（2025）年度＜令和３（2021）年度 改定版＞」 

野菜の作付延べ面積順位 (令和元年産) 

 

出典：武蔵野市「武蔵野市農業振興基本計画 平成28（2016）年度～令和７（2025）年度＜令和３（2021）年度 改定版＞」 
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⑹ 観光 

ア 観光地点等入込客数 

東京都における観光地点等入込客数は、平成23年から令和元年まで増加傾向にあったが、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響から令和２年は前年比で約半減した。 

東京都における観光地点等入込客数の推移 

 

出典：東京都「東京都観光客数等実態調査」 

 

イ 外国人旅行者数の推移 

訪日外客数は、令和元年まで増加傾向にあったが、令和２年は411万 6,000 人、令和３年は24万 6,000

人まで減少した。令和４年は383万 2,000 人まで回復している。 

東京都を訪れる外国人旅行者数も、平成23年から令和元年まで増加傾向にあったが、令和２年は前年

比で８割強減少した。 

東京都「平成31年・令和元年 国・地域別外国人旅行者行動特性調査」をみると、東京都で外国人旅

行者が訪問した場所では、「吉祥寺・三鷹」が23区外では最も高くなっている。 

訪日外客数の推移 

 

出典：日本政府観光局「訪日外客統計」 
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訪都外国人旅行者数の推移 

 
出典：東京都「東京都観光客数等実態調査」 

 

外国人旅行者が訪問した場所 

 
 出典：東京都「平成31年・令和元年 国・地域別外国人旅行者行動特性調査」 
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⑺ 立地環境 

ア 面積等 

本市の面積は10.98 ㎢である。用途地域の指定は、住居系 84.1％、商業系 12.6％、工業系 3.3％で、

住宅都市としての土地利用構成となっている。 

市内の主要５駅における乗降人員数は、令和元年まで横ばいで推移したが、令和２年度に減少したが

令和３年度は増加に転じている。令和３年度は、「吉祥寺駅（京王電鉄）」が111,397 人で最も多いく、

次いで「吉祥寺（JR）」が107,875 人で続く。 

 

用途地域別面積比率 

 
出典：2019 市勢統計 令和元年版（武蔵野市）から作成 

（注）小数点第二位以下を四捨五入しているため、合計が 100%とならない場合がある。 
 

駅別乗降人員（一日平均）の推移 

 

出典：東日本旅客鉄道株式会社、西武鉄道株式会社、京王電鉄株式会社 資料 

  

住宅系

84.1％

商業系

12.6％

工業系

3.3％

143,313 143,685 141,849 

99,319 

107,875 
97,413 98,707 98,796 

71,399 73,648 68,423 68,985 68,907 

47,597 51,755 

98,614 

111,397 

30,493 30,931 30,854 
21,292 24,123 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（人）

吉祥寺駅（JR） 三鷹駅（JR） 武蔵境駅（JR）

吉祥寺駅（京王電鉄） 武蔵境駅（西武鉄道）
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イ 商店街・大学等 

市内には 47 の商店会（2022 年７月 27 日現在）があり、身近な買い物スポットとしてだけではなく、

『地域のにぎわいの場・コミュニティの核』としての役割を持ち、市や他団体と連携した安心・安全な

まちづくりのための活動も実施している。 

市内には、私立大学４校と専修学校６校が立地している。近接する5自治体には、大学が19校、短期

大学２校、専修学校・各種学校24校が立地している。 

 市内に立地する大学等 

 
 

出典：令和３年度全国大学一覧（文部科学省 高等教育局大学振興課）、 
東京都私立専修学校（東京都生活文化スポーツ局 私学行政課専修各種学校担当） 
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⑻ 市内事業者を取り巻く環境 

ア 東京都の中小企業の景況 

東京都の中小企業の景況は、令和２年春に最も落ち込んだが、その後回復転じてきている。 

京都中小企業の景況 

 
出典：東京都「東京都中小企業の景況」 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う令和４年７月の経営や事業活動への影響をみると、全体

では「影響あり」が56.0％で、前回調査値（49.9%）を上回っている業種別にみると、小売業で「影響あ

り」が最も高く67.6％を占める。 

新型コロナウイルス感染症発生前の令和元年７月と比較した令和４年７月の売上高は、全体で「減少」

が91.0％を占め、業種別では「小売業」で「減少」が85.7％と最も高い。新型コロナウイルス感染症拡

大の影響はまだ終息していないことがうかがえる。 

 新型コロナウイルス感染症による事業活動への影響 

 
出典：東京都「新型コロナウイルス感染症による事業活動等への影響」 
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新型コロナウイルス感染症による売上高への影響 

 
出典：東京都「新型コロナウイルス感染症による事業活動等への影響」 
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「令和４年景気見通しに対する企業の意識調査」によると、令和4年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料

は、「原油・素材価格の上昇」が82.5％と急増している。 

 

2022 年の景気見通しに対する企業の意識調査 

 
出典：㈱帝国データバンク「2022 年の景気見通しに対する企業の意識調査」 
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２ 調査概要 

⑴ 調査目的 

本調査は、市内事業者（事業所）、市民、近隣自治体住民の現状やニーズ等を把握し、課題等の洗い出

しを行うことで、第三期産業振興計画策定の方向性を調査することを目的とする。 

 

⑵ 調査内容 

市内事業者を対象とした「事業者調査」、市民を対象とした「市民調査」、及び近隣市区民を対象とし

た「近隣市区民調査」としてアンケート調査を実施 

 

ア 事業者調査 

調査対象：武蔵野商工会議所会員及び市内商店会連合会に加入している市内事業者 

調査期間：令和４年８月～９月 

調査方法：①武蔵野商工会議所会員に対し、メール及び会報誌への掲載･折込チラシにて、調査協

力依頼・ウェブアンケートを案内 

     ②各商店会の会員事業所に各商店会長を通じて調査票の配布、郵送回収 

回 収 数：601件（有効回答数）（内訳：郵送回答463件、ウェブ回答 138 件） 

イ 市民調査 

調査対象：市内居住者 

600 人以上（年齢区分）ウェブリサーチ会社のモニター 

調査期間：令和４年８月 

調査方法：ウェブアンケート調査 

回 収 数：727件（有効回答数） 

ウ 近隣市区民調査 

調査対象：近隣自治体（練馬区、杉並区、三鷹市、小金井市、西東京市）居住者 

各自治体200人以上（年齢区分）ウェブリサーチ会社のモニター 

調査期間：令和４年８月 

調査方法：ウェブアンケート調査 

回 収 数：1,772 件（有効回答数）（内訳：練馬区：333 件、杉並区：341件、三鷹市： 

     371 件、小金井市：357 件、西東京市：370件） 
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エ 本報告書の表記方法について 

・ 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点以下第２位を四捨五入し、少数点第

１位まで表示している。したがって、合計が100％にならない場合がある。 

・ 複数回答形式の場合、回答比率の合計は通常100％を超える。 

・ 選択肢の語句が長い場合、本文や表・グラフ中では省略した表現を用いている。 

・ 図表中の「ｎ」とは、その設問への回答者数を表す。 

・ 調査結果の数値を考察するにあたり、次の表現を用いている。 

 （例） 

80.1～80.9 

81.0～82.9 

83.0～84.9 

85.0～85.9 

86.0～87.9 

88.0～88.9 

89.0～89.9 

 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

（表現） 

約８割 

８割強 

８割台半ば近く 

８割台半ば 

８割台半ば超え 

９割近く 

９割弱 

・ 各設問の分析における文章表記において、次のようにカッコを用いている。 

「＊＊＊」 設問の選択肢、クロス集計の項目について言及する場合。 

例：「増加」「減少」など 

『＊＊＊』 設問の選択肢をまとめて言及する場合。 

例：「１人」と「２～３人」をまとめて『３人以下』など 

 

  



31 

 

３ アンケート調査結果 

⑴ 事業者調査 

ア 企業概要 

創業年・企業形態・業種 

 創業年は、「昭和 60～平成 15 年」（19.6％）が最も高く、「昭和 40・50 年代」（19.3％）、「平成 16

～25年」（17.6％）と「平成26年以降」（17.6％）の順で続く。 

 企業形態は、「法人」（58.1％）が６割近い。法人における資本金は、「３百万円以下」（33.2％）が

最も高く、「５百万円超１千万円以下」（24.9％）、「３百万円超５百万円以下」（7.7％）の順で続く。 

 業種は、「卸売業,小売業」（31.1％）が最も高く、「宿泊業,飲食サービス業」（17.1％）、「不動産業,

物品賃貸業」（12.3％）の順で続く。 

創業年                     企業形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本金                      業 種 

 

 

 

 

 

 

  

昭和19年以前

7.8%

昭和20・30年代

16.6%

昭和40・50年代

19.3%

昭和60～平成15年

19.6%

平成16～25年

17.6%

平成26年以降

17.6%

無回答

1.3%

n=601

個人事業者

38.6%

法人

58.1%

その他

2.5%

無回答

0.8%

n=601

3百万円以下

33.2%

3百万円超

5百万円以下

7.7%
5百万円超

1千万円以下

24.9%

1千万円超

2千万円以下

4.9%

2千万円超

3千万円以下

4.0%

3千万円超

5千万円以下

3.7%

5千万円超

1億円以下

4.0%

1億円超

5.4%

無回答

12.0%

n=349

3.3

2.5

7.7

31.1

12.3

17.1

9.0

8.8

7.3

0.8

0% 10% 20% 30% 40%

建設業

製造業

専門・技術サービス業

卸売業，小売業

不動産業，物品賃貸業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

医療，福祉

その他

無回答
n=601
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従業者規模 

 従業者規模は、「２～４人」（32.3％）が最も高く、「５～19 人」（29.1％）、「１人」（19.6％）の順

で続く。『４人以下』（51.9％）が５割強である。 

 従業者規模別にみると、「専門・技術サービス業」（32.6％）と「生活関連サービス業，娯楽業」（27.8％）

は「１人」が最も高い。他の従業者規模に比べて「不動産業，物品賃貸業」は「２～４人」（48.6％）

が高い。「専門・技術サービス業」（60.9％）と「不動産業，物品賃貸業」（68.9％）は『４人以下』

が６割以上を占める。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 20年・30 年代」と回答した事業者は『４人以下』

（55.0％）が高い。「平成26年以降」と回答した事業者は「５～19人」（34.9％）が最も高い。 

従業者規模 

 

  

1人

19.6%

2～4人

32.3%

5～19人

29.1%

20～49人

8.7%

50人以上

7.3%

無回答

3.0%

n=601
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従業者規模（業種別、創業年別） 

 
  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

創
業
年
別

1人

19.6

5.0

13.3

32.6

18.7

20.3

16.5

27.8

5.7

31.8

17.0

13.0

13.8

19.5

23.6

28.3

2～4人

32.3

45.0

26.7

28.3

37.4

48.6

25.2

22.2

20.8

27.3

31.9

42.0

31.0

33.1

30.2

25.5

5～19人

29.1

35.0

33.3

23.9

20.9

25.7

39.8

25.9

50.9

22.7

27.7

27.0

27.6

28.0

30.2

34.9

20～49人

8.7

26.7

6.5

11.2

1.4

7.8

11.1

11.3

6.8

4.3

9.0

12.9

6.8

9.4

7.5

50人以上

7.3

10.0

4.3

9.6

2.7

6.8

7.4

11.3

6.8

17.0

7.0

10.3

9.3

3.8

1.9

無回答

3.0

5.0

4.3

2.1

1.4

3.9

5.6

4.5

2.1

2.0

4.3

3.4

2.8

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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従業員の市内居住率 

 従業員の市内居住率は、「25％未満」（47.6％）が最も高く、「75％以上」（26.6％）、「25～50％未満」

（11.0％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」（40.0％）と「不動産業，物品賃貸業」（40.5％）は「75％以上」が最も

高く、４割以上である。 

 従業者規模別にみると、「１人」と回答した事業者は「75％以上」（46.6％）が最も高い。従業者規

模が大きくなるほど「25％未満」が高くなる傾向がみられ、従業者規模が小さくなるほど「75％以

上」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「25％未満」（56.6％）

が高く、５割台半ば越えである。創業年が古くなるほど「75％以上」が高くなる傾向がみられる。 

従業員の市内居住率 

 

  

25％未満

47.6%

25～50％未満

11.0%

50～75％未満

8.3%

75％以上

26.6%

無回答

6.5%

n=601
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従業員の市内居住率（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

25％未満

47.6

30.0

46.7

45.7

53.5

33.8

43.7

42.6

54.7

59.1

33.9

39.2

53.7

69.2

77.3

40.4

39.0

44.8

49.2

51.9

56.6

25～50％未満

11.0

10.0

26.7

4.3

9.6

10.8

12.6

7.4

26.4

2.3

0.8

6.2

21.1

19.2

11.4

2.1

7.0

13.8

12.7

13.2

11.3

50～75％未満

8.3

20.0

6.7

4.3

9.1

5.4

13.6

1.9

11.3

2.3

12.4

10.9

5.8

9.1

12.8

13.0

9.5

4.2

4.7

9.4

75％以上

26.6

40.0

20.0

32.6

22.5

40.5

25.2

37.0

5.7

29.5

46.6

39.2

13.1

3.8

36.2

35.0

25.0

24.6

23.6

20.8

無回答

6.5

13.0

5.3

9.5

4.9

11.1

1.9

6.8

18.6

3.1

1.1

1.9

2.3

8.5

6.0

6.9

9.3

6.6

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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代表者の年齢 

 代表者の年齢は、「50歳代」（25.6％）が最も高く、「60歳代」（22.1％）、「40歳代」（20.0％）の順

で続く。『50歳未満』（28.8％）は３割近くである。 

 業種別にみると、「不動産業，物品賃貸業」（25.7％）と「医療,福祉」（26.4％）は「60歳代」が、

「宿泊業，飲食サービス業」（26.2％）と「生活関連サービス業，娯楽業」（25.9％）は「40歳代」

が最も高い。「宿泊業，飲食サービス業」は『50歳未満』（39.8％）が４割弱である。 

 従業者規模別にみると、「１人」（26.3％）と回答した事業者と「２～４人」（26.3％）と回答した事

業者は「60歳代」が最も高く、『60歳以上』が５割以上を占める。他の業種に比べて「20～49 人」

と回答した事業者は「40歳代」（44.2％）が高く、『50歳未満』（53.8％）が５割台半ば近くである。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 20 年・30 年代」と回答した事業者は「60 歳代」

（39.0％）と「80歳代～」（15.0％）が高く、『60歳以上』（73.0％）が７割台半ば近くを占める。

創業年が新しくなるほど『50歳未満』が高くなる傾向がみられる。 

代表者の年齢 

 

  

～30歳代

8.8%

40歳代

20.0%

50歳代

25.6%

60歳代

22.1%

70歳代

16.6%

80歳代～

6.5%

無回答

0.3%

n=601
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代表者の年齢（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

～30歳代

8.8

10.9

9.6

4.1

13.6

11.1

7.5

6.8

7.6

7.2

12.0

9.6

6.8

4.3

3.0

2.6

6.8

4.7

30.2

40歳代

20.0

20.0

26.7

23.9

16.6

10.8

26.2

25.9

24.5

18.2

17.8

12.4

25.1

44.2

15.9

10.6

7.0

14.7

13.6

35.8

33.0

50歳代

25.6

40.0

33.3

26.1

31.0

18.9

17.5

20.4

24.5

29.5

22.0

25.8

24.6

19.2

47.7

34.0

16.0

23.3

27.1

34.9

21.7

60歳代

22.1

35.0

13.3

17.4

20.3

25.7

23.3

24.1

26.4

15.9

26.3

26.3

20.6

15.4

6.8

14.9

39.0

14.7

35.6

14.2

10.4

70歳代

16.6

5.0

13.3

15.2

15.0

23.0

17.5

14.8

13.2

25.0

16.1

21.1

13.1

7.7

18.2

19.1

19.0

32.8

15.3

10.4

4.7

80歳代～

6.5

13.3

4.3

7.5

16.2

1.9

3.7

3.8

4.5

9.3

7.2

4.0

3.8

4.5

14.9

15.0

12.1

1.7

無回答

0.3

2.2

1.4

0.8

0.6

2.1

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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事業所の機能 

 事業所の機能は、「単独事業所である」（67.1％）が最も高く、「他の場所に本所・本社・本店があ

る」（20.3％）、「当事業所が本所・本社・本店で、市外にも事業所がある」（6.8％）の順で続く。 

 業種別にみると、すべての業種で「単独事業所である」が最も高い。他の業種に比べて「製造業」

は「当事業所が本所・本社・本店で、市外にも事業所がある」（20.0％）が高い。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「単独事業所である」が高くなる傾向がみら

れ、「１人」と回答した事業者は「単独事業所である」（92.4％）が９割強を占める。従業者規模が

大きくなるほど「当事業所が本所・本社・本店で、市外にも事業所がある」と「他の場所に本所・

本社・本店がある」が高くなる傾向がみられる。「20～49人」（44.2％）と回答した事業者と「50人

以上」（63.6％）と回答した事業者は「他の場所に本所・本社・本店がある」が最も高い。 

 創業年別にみると、すべての創業年で「単独事業所である」が最も高い。 

事業所の機能 

 

  

単独事業所である

67.1%
当事業所が本所・本

社・本店で、他に市内

に事業所がある

（市外にはない）

5.2%

当事業所が本所・本

社・本店で、市外にも事

業所がある
6.8%

他の場所に本所・本

社・本店がある

20.3%

無回答

0.7%

n=601
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事業所の機能（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

創
業
年
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

単独事業所である

67.1

75.0

66.7

73.9

59.4

77.0

71.8

66.7

69.8

61.4

92.4

85.1

56.0

25.0

9.1

63.8

71.0

65.5

65.3

67.9

67.0

当事業所が本所・本社・本店

で、他に市内に事業所がある

（市外にはない）

5.2

5.0

6.7

4.3

3.2

6.8

9.7

5.6

3.8

0.8

1.5

9.7

13.5

6.8

8.5

7.0

3.4

3.4

3.8

7.5

当事業所が本所・本社・本店

で、市外にも事業所がある

6.8

10.0

20.0

2.2

7.5

5.4

1.9

13.0

9.4

6.8

1.7

3.1

8.0

17.3

20.5

8.5

8.0

6.9

7.6

9.4

1.9

他の場所に本所・

本社・本店がある

20.3

10.0

6.7

19.6

29.4

9.5

16.5

14.8

17.0

29.5

2.5

10.3

26.3

44.2

63.6

19.1

12.0

23.3

23.7

18.9

23.6

無回答

0.7

0.5

1.4

2.3

2.5

2.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問２ 貴事業所の直近決算の年間売上高は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 直近決算の年間売上高は、「1,000 万円以上５千万円未満」（33.9％）が最も高く、「１億円以上10

億円未満」（16.1％）、「500万円以 1,000 万円未満」（15.6％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」は「１億円以上10億円未満」（46.7％）が最も高く、４割台半ば超え

である。他の業種に比べて「生活関連サービス業，娯楽業」は『500万円未満』（22.2％）が高い。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど『500 万円未満』が高くなる傾向がみられ、

「１人」と回答した事業者は『500 万円未満』（33.9％）が３割台半ば近くである。従業者規模が

大きくなるほど『１億円以上』が高くなる傾向がみられる。「20～49人」（61.5％）と回答した事

業者と「50人以上」（29.5％）と回答した事業者は「1億円以上10億円未満」が最も高い。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和19年以前」と回答した事業者は『500万円未満』

（23.4％）が高い。『昭和59年以前』と回答した事業者は『１億円以上』が２割以上である。 

直近決算の年間売上高 

 

  

300万円未満

7.5%

300万円以上

500万円未満

5.2%

500万円以上

1,000万円未満

15.6%

1,000万円以上

5千万円未満

33.9%

5千万円以上

1億円未満

13.0%

1億円以上

10億円未満

16.1%

10億円以上

50億円未満

1.7%

50億円以上

100億円未満

0.8%

100億円以上

0.5%

事業所別では

分からない

2.7% その他

0.7%

無回答

2.3%

n=601
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直近決算の年間売上高（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

300万円未満

7.5

13.0

7.5

1.4

6.8

14.8

3.8

13.6

21.2

6.7

1.1

14.9

6.0

5.2

7.6

8.5

7.5

300万円以上

500万円未満

5.2

5.0

8.7

4.8

4.1

4.9

7.4

5.7

4.5

12.7

5.7

1.7

1.9

8.5

2.0

6.0

3.4

7.5

5.7

500万円以上

1,000万円未満

15.6

10.0

33.3

19.6

9.6

20.3

21.4

24.1

7.5

11.4

31.4

23.2

5.1

8.5

16.0

14.7

18.6

15.1

16.0

1,000万円以上

5千万円未満

33.9

35.0

6.7

30.4

29.9

45.9

44.7

24.1

34.0

34.1

29.7

46.4

37.1

7.7

13.6

25.5

39.0

25.0

30.5

37.7

42.5

5千万円以上

1億円未満

13.0

5.0

13.3

10.9

19.3

8.1

9.7

9.3

17.0

6.8

1.7

9.8

24.6

17.3

11.4

12.8

9.0

16.4

17.8

12.3

9.4

1億円以上

10億円未満

16.1

30.0

46.7

8.7

18.7

16.2

9.7

9.3

26.4

9.1

5.2

24.0

61.5

29.5

8.5

17.0

21.6

16.9

12.3

16.0

10億円以上

50億円未満

1.7

2.2

2.7

2.7

3.7

0.6

20.5

4.3

1.0

5.2

0.9

50億円以上

100億円未満

0.8

5.0

0.5

3.8

2.3

11.4

6.4

2.0

100億円以上

0.5

5.0

0.5

1.0

6.8

2.1

1.0

0.9

事業所別では

分からない

2.7

2.2

2.7

5.6

1.9

13.6

1.7

1.0

3.4

7.7

2.3

6.4

3.0

0.9

1.7

4.7

1.9

その他

0.7

0.5

1.0

1.9

2.3

0.5

0.6

4.5

1.0

0.9

0.8

0.9

無回答

2.3

5.0

4.3

3.2

1.4

1.0

2.3

1.7

1.5

1.7

3.8

2.1

3.0

3.4

2.5

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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イ 新型コロナウイルス感染症の影響 

問３ 新型コロナウイルス感染症の発生前（令和元（2019）年）と現在を比較して、次の項目はどのよ

うに変化していますか。（各１つに○） 

 

①売上高 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した売上高の変化は、「やや減少（-30％未満）」

（32.6％）が最も高く、「減少（-50％未満）」（21.5％）、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（19.8％）

の順で続く。「やや減少（-30％未満）」、「減少（-50％未満）」、「大幅減少（-50％以上）」を合わせ

た『減少』（65.2％）は６割台半ばである。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「建設業」は「増加（５％以上）」（15.0％）が高い。「建設業」

（35.0％）と「不動産業，物品賃貸業」（40.5％）は「ほぼ横ばい（±５％未満）」が最も高い。

「宿泊業，飲食サービス業」は『減少』（79.6％）が８割弱を占める。 

 従業者規模別にみると、「１人」と回答した事業者は「減少（-50％未満）」（24.6％）が最も高い。

他の従業者規模に比べて「20～49 人」と回答した事業者は「増加（５％以上）」（15.4％）が高い。

『19人以下』と回答した事業者は『減少』が６割以上を占める。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和19年以前」と回答した事業者は「やや減少（-30％

未満）」（38.3％）と「大幅減少（-50％以上）」（17.0％）が高く、「平成26年以降」と回答した事

業者は「増加（５％以上）」（17.0％）が高い。「昭和60年～平成15年」と回答した事業者は『減

少』（83.1％）が８割台半ば近くを占める。 

売上高の変化 

 

  

増加

(5％以上)

9.2%

ほぼ横ばい

(±5％未満)

19.8%

やや減少

(‐30％未満)

32.6%

減少

(‐50％未満)

21.5%

大幅減少

(‐50％以上)

11.1%

無回答

5.8%

n=601
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売上高の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

増加

(5％以上)

9.2

15.0

13.3

8.7

9.1

9.5

6.8

9.3

7.5

11.4

9.3

7.2

9.7

15.4

11.4

4.3

9.0

8.6

6.8

7.5

17.0

ほぼ横ばい

(±5％未満)

19.8

35.0

20.0

26.1

18.2

40.5

8.7

9.3

22.6

13.6

17.8

21.1

19.4

17.3

27.3

21.3

20.0

24.1

10.2

25.5

20.8

やや減少

(‐30％未満)

32.6

25.0

46.7

32.6

32.1

28.4

37.9

42.6

32.1

18.2

20.3

35.6

37.1

36.5

34.1

38.3

31.0

36.2

35.6

31.1

22.6

減少

(‐50％未満)

21.5

10.0

20.0

17.4

22.5

12.2

33.0

18.5

24.5

15.9

24.6

21.1

20.0

15.4

18.2

17.0

19.0

22.4

33.9

20.8

13.2

大幅減少

(‐50％以上)

11.1

10.0

10.9

12.8

4.1

8.7

13.0

9.4

25.0

19.5

12.4

7.4

3.8

2.3

17.0

14.0

5.2

13.6

9.4

11.3

無回答

5.8

5.0

4.3

5.3

5.4

4.9

7.4

3.8

15.9

8.5

2.6

6.3

11.5

6.8

2.1

7.0

3.4

5.7

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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②経常損益 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した経常損益の変化は、「やや減少（-30％未満）」

（30.6％）が最も高く、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（24.1％）、「減少（-50％未満）」（18.1％）

の順で続く。「やや減少（-30％未満）」、「減少（-50％未満）」、「大幅減少（-50％以上）」を合わせ

た『減少』（58.8％）は６割近い。 

 業種別にみると、「建設業」（50.0％）、「製造業」（33.3％）、「不動産業，物品賃貸業」（41.9％）

は「ほぼ横ばい（±５％未満）」が最も高い。他の業種に比べて「建設業」は「増加（５％以上）」

（15.0％）と「ほぼ横ばい（±５％未満）」（50.0％）が高い。「宿泊業，飲食サービス業」は『減

少』（70.9％）が約７割を占める。 

 従業者規模別にみると、「１人」と回答した事業者は「減少（-50％未満）」（22.0％）が最も高い。

「２～４人」と回答した事業者は『減少』（64.4％）が６割台半ば近くを占める。 

 創業年別にみると、「昭和 60 年～平成 15 年」と回答した事業者は『減少』（78.0％）が８割近く

を占める。他の創業年に比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「増加（５％以上）」（12.3％）

と「ほぼ横ばい（±５％未満）」（29.2％）が高い。 

経常損益の変化 

 

  

増加

(5％以上)

9.8%

ほぼ横ばい

(±5％未満)

24.1%

やや減少

(‐30％未満)

30.6%

減少

(‐50％未満)

18.1%

大幅減少

(‐50％以上)

10.1%

無回答

7.2%

n=601
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経常損益の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

増加

(5％以上)

9.8

15.0

13.3

13.0

10.2

12.2

7.8

5.6

5.7

11.4

11.0

5.7

13.7

13.5

9.1

4.3

11.0

11.2

6.8

11.3

12.3

ほぼ横ばい

(±5％未満)

24.1

50.0

33.3

26.1

19.8

41.9

13.6

22.2

28.3

18.2

20.3

27.3

22.9

26.9

27.3

23.4

26.0

26.7

13.6

27.4

29.2

やや減少

(‐30％未満)

30.6

15.0

26.7

32.6

31.0

28.4

37.9

31.5

30.2

22.7

21.2

36.6

30.9

30.8

31.8

29.8

30.0

34.5

35.6

28.3

21.7

減少

(‐50％未満)

18.1

10.0

20.0

10.9

18.7

10.8

27.2

18.5

22.6

11.4

22.0

16.5

17.1

11.5

18.2

21.3

14.0

17.2

27.1

18.9

12.3

大幅減少

(‐50％以上)

10.1

5.0

6.7

13.0

11.8

4.1

5.8

13.0

9.4

20.5

16.1

11.3

6.9

3.8

6.8

14.9

13.0

5.2

15.3

7.5

7.5

無回答

7.2

5.0

4.3

8.6

2.7

7.8

9.3

3.8

15.9

9.3

2.6

8.6

13.5

6.8

6.4

6.0

5.2

1.7

6.6

17.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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③製品・商品・サービス単価 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した製品・商品・サービス単価の変化は、「維持」

（45.6％）が最も高く、「上昇した」（34.6％）、「下落した」（8.3％）の順である。 

 業種別にみると、「製造業」（53.3％）、「卸売業,小売業」（44.4％）、「宿泊業，飲食サービス業」

（44.7％）は「上昇した」が「維持」を上回る。 

 従業者規模別にみると、「20～49人」と回答した事業者は「上昇した」（61.5％）が最も高い。 

 創業年別にみると、「昭和 40 年・50 年代」と回答した事業者は「上昇した」（42.2％）が最も高

い。 

製品・商品・サービス単価の変化 

 

  

上昇した

34.6%

維持

45.6%

下落した

8.3%

無回答

11.5%

n=601
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製品・商品・サービス単価の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

上昇した

34.6

40.0

53.3

21.7

44.4

23.0

44.7

20.4

18.9

31.8

25.4

31.4

36.6

61.5

40.9

29.8

31.0

42.2

32.2

33.0

37.7

維持

45.6

40.0

46.7

63.0

39.0

43.2

40.8

55.6

67.9

34.1

50.0

48.5

44.6

26.9

43.2

51.1

40.0

40.5

50.0

52.8

41.5

下落した

8.3

10.0

8.7

8.6

10.8

8.7

13.0

1.9

6.8

11.9

9.3

8.0

1.9

6.4

13.0

6.9

12.7

3.8

5.7

無回答

11.5

10.0

6.5

8.0

23.0

5.8

11.1

11.3

27.3

12.7

10.8

10.9

9.6

15.9

12.8

16.0

10.3

5.1

10.4

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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④原材料価格 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した原材料価格の変化は、「上昇した」（64.9％）

が６割台半ば近くである。 

 業種別にみると、「宿泊業，飲食サービス業」は「上昇した」（94.2％）が９割台半ば近くを占め

る。 

 従業者規模別にみると、『49人以下』では、従業者規模が大きくなるほど「上昇した」が高くなる

傾向がみられ、従業者規模が小さくなるほど「維持」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和 40 年・50 年代」（73.3％）と回答した事業者と「昭和 60 年～平成 15

年」（70.3％）と回答した事業者は「上昇した」が７割以上を占める。 

原材料価格の変化 

 

  

上昇した

64.9%

維持

20.3%

下落した

2.5%

無回答

12.3%

n=601
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原材料価格の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

上昇した

64.9

85.0

86.7

50.0

69.5

35.1

94.2

48.1

58.5

56.8

54.2

63.4

72.6

75.0

61.4

53.2

59.0

73.3

70.3

63.2

64.2

維持

20.3

5.0

13.3

37.0

16.6

35.1

1.9

37.0

26.4

15.9

27.1

21.6

16.0

13.5

18.2

27.7

17.0

12.9

22.0

25.5

18.9

下落した

2.5

2.2

5.3

1.4

1.9

1.9

2.3

4.2

3.1

1.1

1.9

4.3

8.0

0.9

1.7

0.9

0.9

無回答

12.3

10.0

10.9

8.6

28.4

3.9

13.0

13.2

25.0

14.4

11.9

10.3

9.6

20.5

14.9

16.0

12.9

5.9

10.4

16.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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⑤資金繰り 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した資金繰りの変化は、「横ばい」（49.6％）が

最も高く、「悪化した」（33.9％）、「改善した」（6.0％）の順である。 

 業種別にみると、「卸売業,小売業」は「悪化した」（48.1％）が最も高い。 

 従業者規模別にみると、「20～49人」と回答した事業者は「悪化した」（42.3％）が最も高い。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 60 年～平成 15 年」と回答した事業者は「悪化し

た」（41.5％）が高い。 

資金繰りの変化 

 

  

改善した

6.0%

横ばい

49.6%

悪化した

33.9%

無回答

10.5%

n=601
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資金繰りの変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

改善した

6.0

10.0

6.7

4.3

4.8

5.4

10.7

3.7

5.7

4.5

4.2

4.6

8.0

3.8

6.8

6.4

4.0

6.0

5.9

7.5

6.6

横ばい

49.6

60.0

73.3

60.9

36.4

73.0

48.5

50.0

47.2

47.7

48.3

53.6

52.6

40.4

40.9

51.1

47.0

54.3

48.3

45.3

54.7

悪化した

33.9

20.0

20.0

28.3

48.1

5.4

35.0

31.5

43.4

27.3

33.9

35.6

29.1

42.3

38.6

31.9

33.0

29.3

41.5

39.6

23.6

無回答

10.5

10.0

6.5

10.7

16.2

5.8

14.8

3.8

20.5

13.6

6.2

10.3

13.5

13.6

10.6

16.0

10.3

4.2

7.5

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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⑥設備投資 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した設備投資の変化は、「行っていない」

（51.1％）が最も高く、「増えた」（25.3％）、「減った」（14.6％）の順である。 

 業種別にみると、「建設業」（65.0％）、「製造業」（60.0％）、「卸売業,小売業」（61.0％）は「行っ

ていない」が６割以上を占める。他の業種に比べて「製造業」は「減った」（26.7％）が高い。 

 従業者規模別にみると、『４人以下』と回答した事業者は「行っていない」が６割弱以上を占める。

『49人以下』では、従業者規模が大きくなるほど「減った」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「平成 26 年以降」を除くすべての創業年で「行っていない」が５割以上を占

める。『昭和20年以降』では、創業年が新しくなるほど「増えた」が高くなる傾向がみられる。 

設備投資の変化 

 

  

増えた

25.3%

減った

14.6%行っていない

51.1%

無回答

9.0%

n=601
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設備投資の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 
  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

増えた

25.3

15.0

13.3

28.3

19.3

28.4

37.9

22.2

34.0

15.9

21.2

18.6

34.3

28.8

27.3

19.1

18.0

23.3

25.4

29.2

34.0

減った

14.6

10.0

26.7

15.2

12.3

12.2

15.5

18.5

20.8

13.6

9.3

11.3

15.4

28.8

27.3

17.0

17.0

19.0

17.8

8.5

10.4

行っていない

51.1

65.0

60.0

50.0

61.0

41.9

39.8

50.0

41.5

52.3

59.3

64.4

40.0

34.6

29.5

55.3

53.0

50.0

53.4

54.7

40.6

無回答

9.0

10.0

6.5

7.5

17.6

6.8

9.3

3.8

18.2

10.2

5.7

10.3

7.7

15.9

8.5

12.0

7.8

3.4

7.5

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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⑦雇用人数 

 新型コロナウイルス感染症の発生前と現在を比較した雇用人数の変化は、「横ばい」（63.2％）が

６割台半ば近くである。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「製造業」は「増えた」（20.0％）が、「宿泊業，飲食サービ

ス業」は「減った」（30.1％）が高い。 

 従業者規模別にみると、「２～４人」と回答した事業者は「横ばい」（77.8％）が７割台半ば超え

を占める。 

 創業年別にみると、創業年が新しくなるほど「増えた」が高くなる傾向がみられる。 

雇用人数の変化 

 

  

増えた

7.7%

横ばい

63.2%

減った

19.1%

無回答

10.0%

n=601
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雇用人数の変化（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

増えた

7.7

5.0

20.0

6.5

6.4

2.7

10.7

11.1

9.4

6.8

2.5

4.6

11.4

15.4

11.4

4.3

5.0

5.2

5.9

8.5

16.0

横ばい

63.2

70.0

53.3

69.6

65.8

74.3

52.4

53.7

62.3

63.6

64.4

77.8

58.3

50.0

43.2

61.7

66.0

63.8

66.9

68.9

51.9

減った

19.1

15.0

26.7

15.2

18.2

8.1

30.1

24.1

24.5

9.1

12.7

11.9

24.6

28.8

34.1

23.4

17.0

21.6

22.0

14.2

17.0

無回答

10.0

10.0

8.7

9.6

14.9

6.8

11.1

3.8

20.5

20.3

5.7

5.7

5.8

11.4

10.6

12.0

9.5

5.1

8.5

15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問４ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、現在の経営や事業活動への影響は、次のどれに該当し

ますか 。(当てはまるもの１つに○) 

 新型コロナウイルス感染症の影響は、「マイナスの影響」（71.9％）が最も高く、「影響はない」

（12.0％）、「わからない」（10.0％）の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「建設業」は「影響はない」（30.0％）が高い。「宿泊業，飲食

サービス業」（82.5％）と「生活関連サービス業，娯楽業」（83.3％）は「マイナスの影響」が８割

以上を占める。 

 従業者規模別にみると、「１人」を除くすべての従業者規模で「マイナスの影響」が７割以上を占め

る。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和19年以前」と回答した事業者は「影響はない」（23.4％）

が高い。「昭和60年～平成15年」と回答した事業者は「マイナスの影響」（79.7％）が約８割を占

める。 

新型コロナウイルス感染症の影響 

 

  

マイナスの影響

71.9%

プラスの影響

3.7%

影響はない

12.0%

わからない

10.0%

無回答

2.5%

n=601
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新型コロナウイルス感染症の影響（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

創
業
年
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

マイナスの影響

71.9

55.0

66.7

60.9

79.7

52.7

82.5

83.3

67.9

63.6

63.6

75.8

72.6

73.1

72.7

72.3

74.0

70.7

79.7

73.6

60.4

プラスの影響

3.7

0.0

6.7

8.7

3.2

2.7

2.9

5.7

4.5

5.1

1.0

6.3

3.8

2.3

4.0

3.4

3.4

2.8

6.6

影響はない

12.0

30.0

13.3

15.2

8.6

25.7

4.9

1.9

15.1

15.9

10.2

12.4

12.6

13.5

11.4

23.4

12.0

12.9

5.1

13.2

13.2

わからない

10.0

10.0

13.3

13.0

8.0

13.5

7.8

13.0

5.7

11.4

18.6

9.3

5.7

5.8

11.4

2.1

6.0

9.5

11.0

9.4

17.0

無回答

2.5

5.0

2.2

0.5

5.4

1.9

1.9

5.7

4.5

2.5

1.5

2.9

3.8

2.3

2.1

4.0

3.4

0.8

0.9

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問４で、「マイナスの影響」と回答された方にお聞きします。 

問４－１ その影響は、次のどれに該当しますか。 (当てはまるものすべてに○) 

 

 新型コロナウイルス感染症によるマイナスの影響は、「売上高の減少」（78.5％）が最も高く、「来街

者の減少」（50.9％）、「国内需要の減少」（35.6％）の順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」は「物流の停滞」（45.5％）が。４割台半ばである。他の業種に比べて

「卸売業,小売業」は「仕入の海外調達が困難」（23.5％）と「イベント・展示会の中止」（39.6％）

が、「宿泊業，飲食サービス業」は「売上高の減少」（94.1％）、「代替品調達によるコスト増」（17.6％）、

「来街者の減少」（65.9％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「２～４人」と回答した事業者は「来街者の減少」

（55.8％）が、「５～19人」と回答した事業者は「売上高の減少」（79.5％）と「顧客・販売先の休

業・廃業」（22.0％）が高い。従業者規模が大きくなるほど「採用活動の停滞」が高くなる傾向がみ

られる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「顧客・販売先の

休業・廃業」（35.3％）と「イベント・展示会の中止」（41.2％）が高い。『昭和20年以降』では、

創業年が新しくなるほど「仕入の国内調達が困難」が高くなる傾向がみられる。 

新型コロナウイルス感染症による影響の内容 

 

  

35.6

6.5

78.5

9.5

13.2

16.4

1.2

8.6

19.7

26.6

50.9

7.6

19.4

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国内需要の減少

国外需要の減少

売上高の減少

仕入の国内調達が困難

仕入の海外調達が困難

物流の停滞

輸出が困難

代替品調達によるコスト増

顧客・販売先の休業o廃業

イベント・展示会の中止

来街者の減少

採用活動の停滞

借入金の増加

その他

無回答 n=432
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新型コロナウイルス感染症による影響の内容（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

国
内
需
要
の
減
少

国
外
需
要
の
減
少

売
上
高
の
減
少

仕
入
の
国
内
調
達
が
困
難

仕
入
の
海
外
調
達
が
困
難

物
流
の
停
滞

輸
出
が
困
難

代
替
品
調
達
に
よ
る
コ
ス
ト
増

顧
客
・
販
売
先
の
休
業
・
廃
業

イ
ベ
ン
ト
・
展
示
会
の
中
止

来
街
者
の
減
少

採
用
活
動
の
停
滞

借
入
金
の
増
加

そ
の
他

無
回
答

全体 (432) 35.6 6.5 78.5 9.5 13.2 16.4 1.2 8.6 19.7 26.6 50.9 7.6 19.4 5.3 0.0

建設業 (11) 18.2 0.0 72.7 18.2 9.1 45.5 0.0 9.1 27.3 9.1 0.0 0.0 18.2 9.1 0.0

製造業 (10) 40.0 20.0 80.0 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 10.0 10.0 30.0 20.0 30.0 10.0 0.0

専門・技術サービス業 (28) 35.7 0.0 60.7 3.6 3.6 7.1 0.0 3.6 21.4 32.1 21.4 3.6 14.3 7.1 0.0

卸売業,小売業 (149) 40.9 12.8 85.2 12.1 23.5 23.5 2.7 8.7 25.5 39.6 64.4 6.7 21.5 2.0 0.0

不動産業，物品賃貸業 (39) 35.9 0.0 53.8 2.6 2.6 7.7 0.0 2.6 33.3 12.8 46.2 7.7 5.1 7.7 0.0

宿泊業，飲食サービス業 (85) 28.2 5.9 94.1 9.4 12.9 10.6 0.0 17.6 10.6 17.6 65.9 8.2 20.0 2.4 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (45) 42.2 0.0 66.7 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 8.9 26.7 37.8 2.2 24.4 6.7 0.0

医療,福祉 (36) 22.2 0.0 80.6 19.4 11.1 19.4 0.0 13.9 11.1 13.9 50.0 16.7 22.2 11.1 0.0

その他 (28) 42.9 7.1 64.3 10.7 14.3 25.0 3.6 3.6 25.0 28.6 21.4 10.7 17.9 14.3 0.0

1人 (75) 34.7 2.7 78.7 8.0 8.0 14.7 2.7 8.0 14.7 22.7 46.7 1.3 17.3 6.7 0.0

2～4人 (147) 32.7 6.8 77.6 8.2 17.0 13.6 2.0 6.1 20.4 26.5 55.8 2.7 15.0 4.1 0.0

5～19人 (127) 37.8 6.3 79.5 13.4 11.8 18.9 0.0 11.8 22.0 29.1 49.6 11.8 21.3 3.1 0.0

20～49人 (38) 36.8 2.6 78.9 2.6 7.9 18.4 0.0 5.3 18.4 28.9 50.0 13.2 31.6 10.5 0.0

50人以上 (32) 43.8 21.9 75.0 15.6 18.8 21.9 0.0 15.6 18.8 31.3 46.9 21.9 21.9 12.5 0.0

昭和19年以前 (34) 38.2 5.9 73.5 8.8 5.9 20.6 2.9 0.0 35.3 41.2 44.1 8.8 23.5 2.9 0.0

昭和20年・30年代 (74) 28.4 2.7 82.4 5.4 4.1 13.5 0.0 1.4 16.2 17.6 50.0 5.4 13.5 5.4 0.0

昭和40年・50年代 (82) 31.7 8.5 76.8 7.3 6.1 13.4 0.0 8.5 17.1 24.4 53.7 8.5 14.6 7.3 0.0

昭和60年～平成15年 (94) 30.9 8.5 76.6 8.5 19.1 13.8 1.1 11.7 21.3 27.7 48.9 9.6 20.2 9.6 0.0

平成16年～平成25年 (78) 42.3 9.0 78.2 11.5 15.4 14.1 3.8 6.4 21.8 33.3 53.8 10.3 29.5 1.3 0.0

平成26年以降 (64) 46.9 3.1 81.3 17.2 25.0 29.7 0.0 20.3 15.6 25.0 54.7 3.1 17.2 3.1 0.0

従
業
者
規
模
別

業
種
別

創
業
年
別

0%

20%

40%

60%

80%
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問５ 事業環境の変化に対応するため、事業を見直し・変更した、もしくは今後実施する予定はありま

すか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 事業を見直し・変更した、もしくは今後実施する予定は、「特段考えていない」（35.9％）が最も高

く、「既存の事業を深化」（24.6％）、「販売方法を変更」（12.8％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」は「新事業展開」（40.0％）が最も高く、他の業種に比べて「主要事業

を拡大」（20.0％）、「新事業展開」（40.0％）、「販売方法を変更」（26.7％）、「その他」（6.7％）が高

い。「専門・技術サービス業」は「既存の事業を深化」（26.1％）が最も高く、他の業種に比べて「顧

客・客層を変更」（15.2％）が高い。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「販売方法を変更」が高くなる傾向がみられ

る。 

 創業年別にみると、『平成26年以降』と回答した事業者は「既存の事業を深化」が最も高い。 

 新型コロナウイルス感染症の影響別にみると、他の影響に比べて「プラスの影響」と回答した事業

者は「主要事業を拡大」（22.7％）、「新事業展開」（18.2％）、「その他」（4.5％）、「既存の事業を深

化」（36.4％）が高い。 

事業を見直し・変更した、もしくは今後実施する予定 

 

  

7.8

10.3

6.7

9.2

12.8

7.2

2.2

24.6

35.9

6.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

主要事業を拡大

新事業展開

主要事業の内容を変更

顧客・客層を変更

販売方法を変更

一部事業の終了・廃止

その他

既存の事業を深化

特段考えていない

無回答 n=601
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事業を見直し・変更した、もしくは今後実施する予定 

（業種別、従業者規模別、創業年別、新型コロナウイルス感染症の影響別） 

 

  

(ｎ)

主
要
事
業
を
拡
大

新
事
業
展
開

主
要
事
業
の
内
容
を
変
更

顧
客
・
客
層
を
変
更

販
売
方
法
を
変
更

一
部
事
業
の
終
了
・
廃
止

そ
の
他

既
存
の
事
業
を
深
化

特
段
考
え
て
い
な
い

無
回
答

全体 (601) 7.8 10.3 6.7 9.2 12.8 7.2 2.2 24.6 35.9 6.0

建設業 (20) 10.0 0.0 5.0 10.0 0.0 5.0 0.0 25.0 40.0 10.0

製造業 (15) 20.0 40.0 6.7 6.7 26.7 6.7 6.7 20.0 13.3 0.0

専門・技術サービス業 (46) 15.2 19.6 8.7 15.2 13.0 6.5 2.2 26.1 19.6 6.5

卸売業,小売業 (187) 6.4 9.6 9.1 7.5 18.2 11.2 1.6 24.6 34.8 5.9

不動産業，物品賃貸業 (74) 6.8 5.4 2.7 5.4 8.1 1.4 1.4 21.6 52.7 5.4

宿泊業，飲食サービス業 (103) 3.9 9.7 4.9 7.8 13.6 3.9 2.9 26.2 35.9 5.8

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 11.1 7.4 3.7 11.1 7.4 9.3 3.7 25.9 31.5 5.6

医療,福祉 (53) 5.7 9.4 9.4 15.1 13.2 11.3 1.9 32.1 35.8 1.9

その他 (44) 11.4 13.6 6.8 11.4 4.5 0.0 2.3 15.9 38.6 13.6

1人 (118) 7.6 10.2 6.8 9.3 11.0 7.6 1.7 20.3 39.8 6.8

2～4人 (194) 6.2 7.2 6.7 8.8 11.9 5.2 1.0 22.7 40.7 6.2

5～19人 (175) 7.4 10.9 6.3 8.6 12.6 6.3 3.4 30.3 32.6 5.7

20～49人 (52) 11.5 15.4 5.8 11.5 13.5 11.5 3.8 25.0 25.0 7.7

50人以上 (44) 13.6 20.5 9.1 6.8 20.5 13.6 2.3 29.5 22.7 2.3

昭和19年以前 (47) 10.6 10.6 4.3 10.6 10.6 12.8 4.3 12.8 36.2 8.5

昭和20年・30年代 (100) 3.0 4.0 5.0 1.0 5.0 8.0 4.0 19.0 52.0 6.0

昭和40年・50年代 (116) 3.4 8.6 6.0 7.8 10.3 4.3 0.9 26.7 37.1 7.8

昭和60年～平成15年 (118) 5.1 8.5 10.2 11.0 13.6 7.6 2.5 21.2 42.4 1.7

平成16年～平成25年 (106) 12.3 15.1 6.6 14.2 18.9 7.5 0.9 31.1 22.6 8.5

平成26年以降 (106) 15.1 16.0 5.7 11.3 17.9 6.6 1.9 29.2 25.5 4.7

マイナスの影響 (432) 7.4 10.4 8.6 11.3 15.7 8.3 2.8 26.2 31.5 4.9

プラスの影響 (22) 22.7 18.2 0.0 4.5 4.5 0.0 4.5 36.4 36.4 0.0

影響はない (72) 8.3 8.3 1.4 2.8 2.8 4.2 0.0 16.7 62.5 1.4

わからない (60) 6.7 11.7 3.3 5.0 8.3 6.7 0.0 21.7 40.0 8.3

創
業
年
別

新
型
コ
ロ
ナ
の

影
響
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

0%

10%

20%

30%

40%
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問５で、「主要事業を拡大」「新事業展開」「主要事業の内容を変更」「顧客・客層を変更」「販売方法を変

更」「一部事業の終了・廃止」「その他」と回答した方にお聞きします。 

問５―１ 見直し・変更したもしくは今後実施を考えられている内容を簡単にお書きください。 

 

【建設業】 

・ 新規顧客の受け入れ、社員を増やす。 

・ 今まで、新築を多く受注していたが、改修工事が主流になっている。 

・ 人を採用して一般客を増やしたい。 

【製造業】 

・ 主力商品である化粧品、シャンプーの他、健康食品を商品化、販売予定。ネット販売の拡充を

計っている。新たな流通経路を開拓している。 

・ 提案型ビジネスになるように、周年事業、イベント企画、提案、運営。酒販免許も取得し、EC

サイトでの事業を模索。また、ブランディングツールを押し出すことで周年事業など一貫して

の企業の応援事業を推進。 

・ 今までと違う方向も検討したりしている。 

・ 委託製作のみを行なってきたが、オリジナル商品の製作を開始。 

・ 既存設備でできる新しい製品作り。 

・ 営業日を減らし、通販を増やしていく予定。 

【専門・技術サービス業】 

・ 既存顧客のみでなく新たな顧客開拓に力を入れている。 

・ 事業メニューの追加。 

・ 受託業務を増やす。 

・ 人材のみならず物販へも力を入れていく。 

・ 内装設計業だが、家具販売を拡大中。さらに施工請負までリスクをとる。 

・ 訪問美容への参入を行う。顧客の年齢を絞っていく予定。 

・ 病院・施設などへの人材を紹介。 

・ 家でケアできる商品を多くすること。 

・ オンラインショップに力を入れるため、オリジナル商品の開発。 

・ Web 面談の積極活用による営業活動等の効率化。 

・ 店舗内の設置椅子を減らした。 

【卸売業,小売業】 

・ EC、自社サイトへの送客へ注力。 

・ EC サイト構築によるインターネット販売・出張着付けサービスの拡大・きものお手入メンテナ

ンス事業の展開。 

・ EC 強化。 【１】 

・ EC 強化と品揃えの変更。 

・ EC 他、SNSの活用を考えている。 

・ NET 通販に重点を置いた。 【１】 

・ SNS の強化、取扱商品の変更。 【１】 

・ オンラインショップを開始した。 【４】 

・ ネット販売を始める 不動産業を始める。 
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・ ネット集客ビジネス。 

・ ネット販売の強化 オリジナル商品の販路拡大。コロナ禍で中止していた企画展や展示の再開や

商品の質の向上等を行い、ターゲット層を変え、客単価を上げる。 

・ 各組織への参入により事業拡大を図る。 

・ 小売業が基本（スーパー）だが、新規事業としてネットスーパー、サテライトなど新しい試み

を少しずつ行なっている。 

・ コロナの影響で多くの人の消費のスタイルがオンラインへの依存度を高めていることに危機感

を持っている。自分の店だけでもオンラインに依存しない生の生活の豊かさを大切にしたいと

考えるようになった。品揃え、値付け、陳列などに工夫している。 

・ コロナ以前よりオンライン販売に力を入れている。 

・ シーズン毎のセールを廃止。生産を大幅減産。 

・ 商圏が日本全国だったが、人の往来が減少し、地域密着型へ集客方法を変更した。 

・ 通販サイトを活用し、販路の拡充につとめようと思っている。現在、その準備をしている。 

・ 店舗を閉鎖し、工場内に事務所を移動、業務展開。学校給食用米の販売と、貸店舗を含む不動

産業。 

・ 販売項目の中止。 

・ 販売価格をできるだけ下げ、セールの回数を増やす、イベントをやるなどしている。 

・ メニュー変更。 

・ 化粧品小売業だけでは売上減少のため、新規エステ事業を始めて、新規顧客の来店をねらう。 

・ 現金仕入れ中止。 

・ 現在利用しているネット通販とは別に、商品に対してその価値を理解してもらえる顧客や、国

内に色々な販路を持つ通販サイトと提携して、効率良く全国に販路を拡大していく。 

・ 若者をターゲット層としての商品構成。 

・ 取引先の見直し、取扱ブランドの見直し等。 

・ 商品の店内飲食を不可にし、テイクアウトのみとした。 

・ 商品の品ぞろえ減少。 

・ 新規品種の展開、既存商品の減少。 

・ 新商品の開発。 

・ M&A 【２】 

・ 宅配業者の見直しにより支出減少。営業時間の見直し。 

・ 低価格への変行。 

・ 店舗売り上げの減少が激しく、通販、外商に力をそそぐ。 

・ 販売方法の変更 製造見直し等。 

【不動産業，物品賃貸業 】 

・ 物件を増やす。 

・ 不動産業の深化としても、動画や出版など、知的財産コンテンツ事業を立ち上げ。 

・ 製造販売部門では、販売所を新設して強化を図った。不動産賃貸部門では、募集条件を下げて

フリーレント制等取り入れた。 

・ 仲介だけでなく建築営業を始めた。 

・ 飲食業の方で営業時間の変更、テイクアウトなど。 

・ よりいっそうネット、オンラインの重視、活用。 
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・ 来店方の店舗販売のため、ホームページを新たに更新することにして、ECサイトへの参入も検

討している。 

・ 新事業を模索中。 

【宿泊業，飲食サービス業】 

・ デリバリー、通販・イベント等で増客したい。 

・ 店舗を増やし、異なる客層をとらえる事で、リスクを分散させる。 

・ 飲食営業だけでなくテイクアウト商品にも力を入れた。今後の売上（来店数）しだいで、他業

種への変更や新店立上げや、逆に移店や事業規模の縮小も考えている。 

・ 飲食業で持ち帰りの商品の販売を考えている。 

・ 吉祥寺に当ホテルチェーンの新たなホテルを出店し、吉祥寺エリアでの企業価値を高める。 

・ テイクアウト・デリバリーメニューの充実化。 

・ デリバリー（飲食）に力を入れる。 

・ テイクアウトをはじめた。 【４】 

・ 夜間のみ営業のレストラン。緊急事態宣言中、昼間にテイクアウトの販売をした。営業時間も

30分早くする。仕入原価が上がったため9月より値上げする予定。 

・ 中華・カレーでの飲食形態を一新し、土地に合ったもので売上増を目指したい。 

・ デリバリー、テイクアウトの強化。 

・ 店内販売の他、テイクアウト商品を増やした。 

・ ディナーのみの営業17～24時→ランチタイム12～15時、ディナータイム17～22時に切り変え

テイクアウトの焼き菓子販売も始めた。今後、アラカルトのみをコースのみに変えていける様

にして客単価を安定、尚お客様にも伝わりやすい様にしていきたい。 

・ テイクアウト用の商品を委託販売できないかを考えている。 

・ インターネットによる販売促進。 

・ 店舗改装し、コロナ換気に対応できる様にし、夜の営業時間を延ばす。 

・ 商業地への出店。 

・ 営業コストのスリム化により売上減でも利益増の構図をつくり出すことができた。 

・ 大人数、団体のお客様をターゲットとしてきたが、2名や 1名などのお客様に向けたメニュー

開発。 

・ 客単価の見直し、人件費削減。 

・ ランチタイムのメニューの品を充実化し、若者や家族連れでも入りやすい入口にリニューアル

した。 

・ 業務内容を大幅に見直し、客単価を上げる工夫や店舗の規模の縮小を検討している。 

・ 事業の廃業。 

【生活関連サービス業，娯楽業】 

・ 予約を受け出張施術をしていたが、客の増加で固定店舗を持って1年になる。益々客が増えて

いるので席数を増やすことも考えている。 

・ オンライン化を強化。 

・ CAFE 事業進出。 

・ クライアントから個人層までを考えた事業展開をする。 

・ パソコン講座からスマホ講座に変更。 

・ ニーズに合せた商品プラン及び低価格を前面に提案をしている。 
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・ 客様減少のため単価を上げる。 

・ 他店との差別化、ターゲットを大人世代から若年世代も意識する。 

・ メニュー内容の見直し、客層の変更。 

・ 事業所を増やす。 

・ 店舗移店。 

・ 需要にあわせて事業の縮小。 

・ 店舗数の減少。 【１】 

【医療,福祉】 

・ 施設の受入人数を増やした。 

・ 店舗の増加を検討して、主要事業の安定化を目指す。 

・ 健康の概念を広く広報すべく、健康をテーマにしたレンタルスタジオ事業を始めた。 

・ 施術内容の変更・料金体系の見直し。 

・ レンタルしていたダンススタジオのオーナーからコロナで経営悪化した為、居抜きでスタジオ

を借りてほしいとの話しがあった。スタジオは収益を見込めるので、市のコロナ対策融資あっ

せん制度を利用して借りた。コロナで新プログラム利用者数は少ないが、新事業への展開がで

きた。 

・ EC 販売を行う。 

・ 内科を休止（従来の方のみ）。肛門科、乳腺科に特化。 

・ 顧客設定の見直し。 

・ 単価UPにより客層の変更というよりは変化があった。 

・ 新たな販売方法を始めた。 

・ 新規顧客獲得のため広告やSNSの活用を始めた。サブスクプランを提供することにした。 

・ これまでは主に対面対応だったが、オンライン対応を開始した。 【１】 

・ 現在3事業所あるものを、2事業所に縮小するか否か検討中。 

・ 営業時間の変更。 

【その他】 

・ 配送エリアの見直し。 

・ 事業分野の拡大を図っている。 

・ 新規事業を展開。 【２】 

・ 運輸業で運賃値上げを検討している。 

・ インターネットを活用した販促、オンライン予約システムの導入。 

・ 広告はインターネットに頼っているので、Google 担当者にカウンセリングを受けて、アドバイ

ス→内容改善をしている。 

・ モノを販売するだけではなく価値を販売できるような体制づくり。 

・ 海外ボランティア体験事業は休止。その間、国内の学習支援事業のみ継続。 

・ 研修事業の積極的開拓 、新たな顧客へダイレクトメール送付、Zoom 研修の増加。 

・ 城内エリア進出。 

・ 採算性を重視。 

・ 10 代～50代客を獲得するため、技術・設備の改善を考えている。 

※誤字や個人が特定できる箇所については一部修正及び省略した。また、原文の趣旨をそこなわない形で一部加筆修正を

行っている。 

※【 】内は、同一意見数。  
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ウ 事業所の課題 

問６ 経営上の課題は、次のどれに該当しますか。（最も当てはまるもの５つまでに○） 

 

 経営上の課題は、「来店(所)者の減少」（36.9％）が最も高く、「商品・サービスの魅力向上」（35.1％）、

「人材確保・育成」（31.8％）の順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」（75.0％）と「宿泊業，飲食サービス業」（56.3％）は「仕入れ（価格高

騰・不足）」が最も高く、「建設業」は７割台半ばを占める。他の業種に比べて「製造業」は「商品・

サービスの魅力向上」（60.0％）が高い。「建設業」（40.0％）、「製造業」（53.3％）、「生活関連サー

ビス業，娯楽業」（40.7％）、「医療,福祉」（54.7％）は「人材確保・育成」が４割以上である。 

 従業者規模別にみると、『５人以上』と回答した事業者は「人材確保・育成」が最も高い。『20人以

上』と回答した事業者は「商品・サービスの魅力向上」が５割以上を占める。従業者規模が大きく

なるほど「デジタル化対応」、「人材確保・育成」、「多様な働き方への対応」が高くなる傾向がみら

れ、従業者規模が小さくなるほど「仕入れ（価格高騰・不足）」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和 19 年以前」（34.0％）と回答した事業者と「平成 26 年以降」（45.3％）

と回答した事業者は「商品・サービスの魅力向上」が最も高い。『平成16年以降』と回答した事業

者は「販売力の強化・販路開拓」が４割以上である。 

経営上の課題 

 

  

31.6

35.1
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12.3
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17.1

31.8
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20.0
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36.9

21.0
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3.2
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販売力の強化・販路開拓

商品・サービスの魅力向上

価格競争力

企画・開発力の向上

資金調達

融資返済

業務の効率化

デジタル化対応

人材確保・育成

多様な働き方への対応

事業承継

店舗・設備の老朽化・不足

不動産賃貸料の高さ

来店（所）者の減少

顧客の高齢化

仕入れ（価格高騰・不足）

その他

無回答 n=601
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経営上の課題（業種別、従業者規模別、創業年別） 
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（
価
格
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騰
・不
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）

そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 31.6 35.1 8.0 13.3 12.3 11.5 22.0 17.1 31.8 10.8 11.1 20.0 8.2 36.9 21.0 30.9 2.8 3.2

建設業 (20) 25.0 25.0 15.0 10.0 10.0 5.0 30.0 15.0 40.0 10.0 20.0 5.0 5.0 0.0 20.0 75.0 0.0 5.0

製造業 (15) 53.3 60.0 6.7 40.0 20.0 6.7 6.7 20.0 53.3 6.7 20.0 0.0 6.7 0.0 6.7 46.7 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (46) 37.0 41.3 4.3 17.4 15.2 15.2 21.7 13.0 30.4 13.0 17.4 6.5 8.7 26.1 28.3 6.5 2.2 2.2

卸売業,小売業 (187) 44.9 39.6 11.2 12.8 13.9 12.3 18.2 15.0 25.7 11.2 5.3 18.2 11.2 46.5 25.1 38.0 2.1 2.1

不動産業，物品賃貸業 (74) 23.0 16.2 6.8 10.8 5.4 5.4 17.6 10.8 20.3 6.8 24.3 31.1 6.8 24.3 8.1 9.5 6.8 8.1

宿泊業，飲食サービス業 (103) 22.3 40.8 8.7 13.6 10.7 12.6 23.3 9.7 33.0 2.9 12.6 26.2 4.9 49.5 21.4 56.3 3.9 1.0

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 18.5 29.6 1.9 11.1 16.7 14.8 25.9 16.7 40.7 13.0 5.6 29.6 13.0 33.3 20.4 9.3 1.9 3.7

医療,福祉 (53) 18.9 30.2 3.8 9.4 9.4 15.1 28.3 39.6 54.7 13.2 5.7 18.9 3.8 39.6 22.6 22.6 1.9 1.9

その他 (44) 31.8 36.4 6.8 15.9 15.9 9.1 29.5 34.1 25.0 27.3 11.4 11.4 4.5 29.5 20.5 18.2 2.3 4.5

1人 (118) 28.8 35.6 5.9 5.9 13.6 11.0 16.1 9.3 7.6 3.4 4.2 22.9 10.2 39.8 29.7 37.3 6.8 2.5

2～4人 (194) 29.9 30.4 11.9 13.9 12.9 11.3 16.5 16.5 19.1 5.2 14.4 24.2 10.3 41.2 22.7 34.0 2.1 3.6

5～19人 (175) 33.1 32.6 6.9 12.6 12.0 14.9 25.7 18.3 48.0 13.1 14.3 16.0 6.3 36.6 15.4 28.6 2.3 3.4

20～49人 (52) 40.4 53.8 5.8 26.9 13.5 7.7 25.0 25.0 61.5 21.2 9.6 15.4 7.7 26.9 19.2 26.9 0.0 0.0

50人以上 (44) 36.4 50.0 6.8 18.2 4.5 4.5 45.5 27.3 63.6 31.8 2.3 15.9 2.3 20.5 11.4 15.9 2.3 0.0

昭和19年以前 (47) 29.8 34.0 6.4 17.0 6.4 8.5 19.1 17.0 25.5 14.9 14.9 12.8 4.3 27.7 21.3 25.5 0.0 8.5

昭和20年・30年代 (100) 24.0 29.0 12.0 6.0 8.0 6.0 20.0 14.0 27.0 10.0 17.0 27.0 3.0 38.0 35.0 28.0 2.0 5.0

昭和40年・50年代 (116) 26.7 36.2 9.5 11.2 7.8 10.3 20.7 12.9 26.7 9.5 19.8 25.0 5.2 38.8 21.6 34.5 5.2 3.4

昭和60年～平成15年 (118) 23.7 27.1 7.6 14.4 15.3 14.4 17.8 17.8 33.9 9.3 9.3 26.3 11.9 40.7 25.4 32.2 3.4 2.5

平成16年～平成25年 (106) 43.4 37.7 3.8 10.4 16.0 14.2 20.8 17.9 42.5 12.3 7.5 15.1 12.3 36.8 11.3 32.1 1.9 1.9

平成26年以降 (106) 42.5 45.3 8.5 23.6 17.9 14.2 31.1 23.6 33.0 12.3 0.9 7.5 9.4 33.0 12.3 30.2 2.8 0.0

業
種
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規
模
別

創
業
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別
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エ 販売・販路拡大 

問７ 販売を拡大するために必要な支援策は、次のどれに該当しますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 販売を拡大するために必要な支援策は、「広告・宣伝、情報発信」（37.8％）が最も高く、「店舗・

施設の改築支援」（24.8％）、「ネット販売展開」（18.5％）の順で続く。 

 業種別にみると、「専門・技術サービス業」は「取引先とのマッチング」（32.6％）が、「卸売業,

小売業」は「ネット販売展開」（32.1％）が、「宿泊業，飲食サービス業」は「店舗・施設の改築

支援」（31.1％）が３割以上である。他の業種に比べて「生活関連サービス業，娯楽業」は「広

告・宣伝、情報発信」（53.7％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「20～49人」と回答した事業者は「ネット販売

展開」（26.9％）、「マーケティング支援」（28.8％）、「広告・宣伝、情報発信」（51.9％）が高い。

『２人以上』では、従業者規模が大きくなるほど「広告・宣伝、情報発信」が高くなる傾向がみ

られる。 

 創業年別にみると、『昭和39年以前』と回答した事業者は「広告・宣伝、情報発信」と「店舗・

施設の改築支援」が最も高い。他の創業年に比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「広

告・宣伝、情報発信」（52.8％）が高く、５割強を占める。 

販売を拡大するために必要な支援策 
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ブランド化事業

広告・宣伝、情報発信

店舗・施設の改築支援

相談・アドバイス

特にない

その他

無回答 n=601
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販売を拡大するために必要な支援策（業種別、従業者規模別、創業年別） 
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全体 (601) 3.5 10.8 18.5 13.3 3.5 11.1 37.8 24.8 8.7 23.1 2.8 7.7

建設業 (20) 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 10.0 20.0 5.0 20.0 50.0 0.0 5.0

製造業 (15) 0.0 33.3 33.3 26.7 13.3 26.7 33.3 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (46) 4.3 32.6 17.4 23.9 2.2 21.7 37.0 13.0 13.0 15.2 0.0 8.7

卸売業,小売業 (187) 6.4 9.6 32.1 15.5 5.9 10.2 43.3 29.9 8.0 19.8 3.2 6.4

不動産業，物品賃貸業 (74) 0.0 2.7 10.8 6.8 0.0 6.8 25.7 25.7 8.1 28.4 0.0 13.5

宿泊業，飲食サービス業 (103) 0.0 5.8 11.7 9.7 2.9 7.8 35.0 31.1 3.9 23.3 6.8 4.9

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 1.9 3.7 11.1 13.0 3.7 16.7 53.7 25.9 9.3 16.7 1.9 9.3

医療,福祉 (53) 3.8 7.5 15.1 13.2 0.0 11.3 43.4 24.5 11.3 28.3 1.9 3.8

その他 (44) 6.8 25.0 9.1 11.4 4.5 9.1 25.0 11.4 13.6 25.0 4.5 15.9

1人 (118) 3.4 11.0 13.6 9.3 1.7 8.5 29.7 20.3 6.8 30.5 3.4 9.3

2～4人 (194) 4.1 10.3 19.6 9.8 3.6 8.2 36.6 27.3 9.3 22.7 4.1 8.8

5～19人 (175) 4.0 7.4 18.3 14.3 4.6 13.1 41.7 22.3 7.4 24.0 2.3 3.4

20～49人 (52) 1.9 13.5 26.9 28.8 0.0 15.4 51.9 26.9 9.6 13.5 0.0 7.7

50人以上 (44) 2.3 25.0 22.7 15.9 6.8 20.5 38.6 36.4 18.2 11.4 2.3 4.5

昭和19年以前 (47) 2.1 4.3 10.6 2.1 0.0 10.6 25.5 25.5 10.6 23.4 0.0 14.9

昭和20年・30年代 (100) 4.0 11.0 11.0 11.0 2.0 9.0 22.0 22.0 6.0 32.0 4.0 9.0

昭和40年・50年代 (116) 2.6 9.5 21.6 12.9 1.7 8.6 37.9 24.1 9.5 22.4 2.6 10.3

昭和60年～平成15年 (118) 3.4 9.3 14.4 7.6 5.1 7.6 37.3 28.0 7.6 28.8 3.4 5.9

平成16年～平成25年 (106) 3.8 14.2 19.8 17.0 7.5 15.1 42.5 22.6 5.7 18.9 2.8 3.8

平成26年以降 (106) 4.7 13.2 29.2 23.6 2.8 16.0 52.8 25.5 14.2 15.1 2.8 4.7
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オ 人材の確保・育成 

問８ 貴事業所の人材確保状況は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 人材確保状況は、「概ね適当・不足していない」（65.2％）が６割台半ばである。 

 業種別にみると、「製造業」は「不足している」（40.0％）が４割である。 

 従業者規模別にみると、「50人以上」と回答した事業者は「不足している」（54.5％）が最も高い。

従業者規模が大きくなるほど「不足している」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「不足している」（40.4％）が約４割で

ある。 

人材確保状況 

 

  

不足している

28.3%

概ね適当・不足してい

ない

65.2%

人材は過剰気味である

1.3%

無回答

5.2%

n=601
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人材確保状況（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

不足している

28.3

35.0

40.0

19.6

26.2

13.5

34.0

37.0

30.2

38.6

14.4

18.0

38.3

44.2

54.5

40.4

18.0

31.0

29.7

28.3

28.3

概ね適当・不足していない

65.2

60.0

53.3

71.7

67.4

77.0

60.2

57.4

69.8

54.5

73.7

76.8

58.9

48.1

43.2

48.9

71.0

58.6

64.4

68.9

71.7

人材は過剰気味である

1.3

6.7

2.2

1.6

1.4

1.9

1.0

1.1

5.8

2.3

3.0

3.4

0.8

無回答

5.2

5.0

6.5

4.8

8.1

3.9

5.6

6.8

11.9

4.1

1.7

1.9

10.6

8.0

6.9

5.1

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問８で、「不足している」と回答された方にお聞きします。 

問８－１ 不足している人材の職種は、何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 不足している人材の職種は、「販売」（38.2％）が最も高く、「技術職」（31.2％）、「営業」（27.1％）

の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「製造業」は「企画・開発」（50.0％）、「マーケティング」（16.7％）、

「海外取引」（16.7％）、「中間管理職・マネージャー」（50.0％）が高い。「不動産業，物品賃貸業」

は「デジタル技術者」（30.0％）が３割である。 

 従業者規模別にみると、『４人以下』と回答した事業者は「営業」が３割以上である。他の従業者規

模に比べて「２～４人」と回答した事業者は「技術職」（40.0％）が、「20～49人」と回答した事業

者は「販売」（52.2％）が高い。 

 創業年別にみると、『昭和59年以前』と回答した事業者は「営業」が３割以上である。他の創業年

に比べて「平成 26 年以降」と回答した事業者は「企画・開発」（20.0％）、「海外取引」（6.7％）、

「その他」（16.7％）が高い。 

不足している人材の職種 

 

  

8.8

7.6

27.1

38.2

31.2

7.1

2.9

5.3

10.6

11.8

10.0

8.8

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企画・開発

マーケティング

営業

販売

技術職

デジタル技術者

海外取引

法務・財務

中間管理職・マネージャー

事務職

医療・看護・介護等

その他

無回答 n=170
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不足している人材の職種（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 
  

(ｎ)

企
画
・
開
発

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

営
業

販
売

技
術
職

デ
ジ
タ
ル
技
術
者

海
外
取
引

法
務
・
財
務

中
間
管
理
職
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

事
務
職

医
療
・
看
護
・介
護
等

そ
の
他

無
回
答

全体 (170) 8.8 7.6 27.1 38.2 31.2 7.1 2.9 5.3 10.6 11.8 10.0 8.8 1.2

建設業 (7) 0.0 0.0 14.3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0

製造業 (6) 50.0 16.7 33.3 16.7 50.0 0.0 16.7 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (9) 0.0 0.0 22.2 22.2 66.7 11.1 0.0 11.1 11.1 11.1 11.1 22.2 0.0

卸売業,小売業 (49) 10.2 14.3 22.4 81.6 14.3 10.2 2.0 4.1 8.2 8.2 0.0 4.1 2.0

不動産業，物品賃貸業 (10) 0.0 0.0 80.0 20.0 20.0 30.0 0.0 10.0 10.0 10.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業，飲食サービス業 (35) 8.6 5.7 28.6 37.1 42.9 2.9 2.9 0.0 8.6 11.4 0.0 14.3 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (20) 5.0 5.0 20.0 15.0 35.0 0.0 5.0 10.0 15.0 15.0 5.0 15.0 0.0

医療,福祉 (16) 0.0 0.0 6.3 6.3 12.5 0.0 0.0 6.3 18.8 18.8 93.8 0.0 0.0

その他 (17) 17.6 11.8 41.2 11.8 23.5 11.8 5.9 11.8 0.0 23.5 0.0 11.8 5.9

1人 (17) 17.6 0.0 35.3 17.6 29.4 11.8 0.0 5.9 5.9 5.9 11.8 5.9 5.9

2～4人 (35) 14.3 14.3 34.3 37.1 40.0 17.1 0.0 5.7 0.0 11.4 2.9 5.7 2.9

5～19人 (67) 7.5 6.0 25.4 35.8 37.3 1.5 6.0 6.0 13.4 13.4 10.4 10.4 0.0

20～49人 (23) 8.7 13.0 21.7 52.2 21.7 4.3 0.0 0.0 13.0 8.7 8.7 8.7 0.0

50人以上 (24) 0.0 4.2 25.0 45.8 8.3 8.3 4.2 8.3 20.8 16.7 20.8 12.5 0.0

昭和19年以前 (19) 0.0 0.0 36.8 31.6 21.1 10.5 0.0 0.0 5.3 5.3 10.5 10.5 5.3

昭和20年・30年代 (18) 11.1 11.1 44.4 44.4 33.3 11.1 5.6 5.6 16.7 16.7 5.6 0.0 0.0

昭和40年・50年代 (36) 2.8 8.3 30.6 47.2 27.8 8.3 2.8 2.8 11.1 11.1 5.6 11.1 0.0

昭和60年～平成15年 (35) 8.6 5.7 22.9 31.4 40.0 2.9 2.9 8.6 14.3 17.1 11.4 5.7 2.9

平成16年～平成25年 (30) 10.0 10.0 20.0 46.7 26.7 6.7 0.0 6.7 6.7 10.0 16.7 6.7 0.0

平成26年以降 (30) 20.0 10.0 20.0 30.0 30.0 6.7 6.7 6.7 10.0 10.0 10.0 16.7 0.0

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

0%

10%

20%

30%

40%



74 

 

問８で、「不足している」と回答された方にお聞きします。 

問８－２ 現在、人材確保に向けて、すでに取り組んでいることがありますか。（当てはまるものすべて

に○） 

 

 人材確保の取り組み状況は、「ホームページ、ＳＮＳを通じた企業の情報発信」（28.8％）が最も高

く、「人材紹介事業者の活用」（27.6％）、「ハローワークへの登録」（22.9％）の順で続く。「特にな

い」（30.6％）は約３割である。 

 業種別にみると、「建設業」（71.4％）と「製造業」（66.7％）は「ハローワークへの登録」が６割以

上である。「専門・技術サービス業」（44.4％）、「宿泊業，飲食サービス業」（25.7％）は「給与の見

直し」が最も高い。他の業種に比べて「医療,福祉」は「大学・専門学校・高校等への紹介依頼」

（18.8％）、「人材紹介事業者の活用」（56.3％）、「行政等が実施する人材マッチング事業への参加」

（12.5％）が高い。 

 従業者規模別にみると、『20 人以上』と回答した事業者は「ハローワークへの登録」と「給与の見

直し」が３割以上、「人材紹介事業者の活用」が４割以上を占める。従業者規模が大きくなるほど

「就業制度の見直し・就労環境の向上」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、『昭和39年以前』と回答した事業者は「人材紹介事業者の活用」が３割以上で

ある。他の創業年に比べて「昭和60年～平成15年」と回答した事業者は「ホームページ、ＳＮＳ

を通じた企業の情報発信」（40.0％）が高い。 

人材確保の取り組み状況 

 

  

22.9

6.5

27.6

3.5

3.5

21.2

15.3

28.8

30.6

8.8

1.2

0% 10% 20% 30% 40%

ハローワークへの登録

大学・専門学校・高校等への紹介依頼

人材紹介事業者の活用

行政等が実施する人材マッチング事業への参加

公的支援機関への相談

給与の見直し

就業制度の見直し・就労環境の向上

ホームページ、SNSを通じた企業の情報発信

特にない

その他

無回答 n=170
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人材確保の取り組み状況（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
の
登
録

大
学
・
専
門
学
校
・
高
校
等
へ

の
紹
介
依
頼

人
材
紹
介
事
業
者
の
活
用

行
政
等
が
実
施
す
る
人
材

マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
へ
の
参
加

公
的
支
援
機
関
へ
の
相
談

給
与
の
見
直
し

就
業
制
度
の
見
直
し
・
就
労

環
境
の
向
上

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
通

じ
た
企
業
の
情
報
発
信

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (170) 22.9 6.5 27.6 3.5 3.5 21.2 15.3 28.8 30.6 8.8 1.2

建設業 (7) 71.4 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 14.3 28.6 28.6 0.0 0.0

製造業 (6) 66.7 0.0 16.7 0.0 0.0 16.7 33.3 33.3 0.0 16.7 0.0

専門・技術サービス業 (9) 11.1 0.0 22.2 11.1 11.1 44.4 22.2 11.1 33.3 11.1 0.0

卸売業,小売業 (49) 16.3 6.1 26.5 4.1 6.1 18.4 12.2 36.7 36.7 6.1 0.0

不動産業，物品賃貸業 (10) 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0 30.0 0.0 30.0 30.0 0.0 10.0

宿泊業，飲食サービス業 (35) 17.1 5.7 20.0 2.9 0.0 25.7 11.4 20.0 22.9 20.0 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (20) 15.0 5.0 50.0 0.0 0.0 20.0 30.0 35.0 25.0 0.0 0.0

医療,福祉 (16) 50.0 18.8 56.3 12.5 6.3 31.3 18.8 31.3 25.0 12.5 0.0

その他 (17) 11.8 11.8 17.6 0.0 0.0 0.0 5.9 23.5 52.9 5.9 5.9

1人 (17) 11.8 5.9 11.8 0.0 5.9 0.0 5.9 11.8 64.7 5.9 5.9

2～4人 (35) 14.3 5.7 11.4 2.9 2.9 5.7 8.6 25.7 45.7 5.7 2.9

5～19人 (67) 17.9 6.0 23.9 3.0 4.5 23.9 14.9 29.9 26.9 11.9 0.0

20～49人 (23) 47.8 0.0 56.5 8.7 0.0 39.1 21.7 39.1 4.3 8.7 0.0

50人以上 (24) 33.3 16.7 45.8 4.2 4.2 37.5 29.2 37.5 16.7 8.3 0.0

昭和19年以前 (19) 31.6 15.8 31.6 0.0 0.0 10.5 21.1 31.6 31.6 5.3 5.3

昭和20年・30年代 (18) 27.8 0.0 38.9 11.1 11.1 38.9 27.8 27.8 11.1 5.6 0.0

昭和40年・50年代 (36) 33.3 2.8 19.4 2.8 2.8 27.8 5.6 22.2 33.3 5.6 0.0

昭和60年～平成15年 (35) 17.1 8.6 28.6 2.9 5.7 17.1 17.1 40.0 28.6 11.4 0.0

平成16年～平成25年 (30) 26.7 10.0 26.7 3.3 0.0 26.7 13.3 26.7 36.7 6.7 0.0

平成26年以降 (30) 6.7 3.3 26.7 3.3 3.3 10.0 16.7 26.7 33.3 16.7 3.3

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

業
種
別

0%

10%

20%

30%

40%
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問８で、「不足している」と回答された方にお聞きします。 

問８－３ 今後、人材を確保するために取り組んでみたいことは何ですか。（最も当てはまるもの５つま

でに○） 

 

 今後、人材を確保するために取り組んでみたいことは、「給与額を確保するための安定経営」

（37.6％）が最も高く、「社員育成・スキルアップ対応」（32.9％）、「社内における良好な人間関係

づくり」（29.4％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」は「社内における良好な人間関係づくり」（83.3％）が最も高く、８割

台半ば近くを占める。他の業種に比べて「専門・技術サービス業」は「企業と人材をつなぐマッチ

ング」（22.2％）、「給与額を確保するための安定経営」（66.7％）、「ワークライフバランスに応じた

働き方への対応」（33.3％）、「社員育成・スキルアップ対応」（77.8％）が高い。「生活関連サービス

業，娯楽業」は「大学・専門学校・高校等との連携」（35.0％）が３割台半ばである。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「5～19 人」と回答した事業者は「給与額を確保

するための安定経営」（50.7％）が高い。『20人以上』と回答した事業者は「社員育成・スキルアッ

プ対応」が５割以上を占める。 

 創業年別にみると、「昭和19年以前」と回答した事業者は「社内における良好な人間関係づくり」

（42.1％）と「社員育成・スキルアップ対応」（42.1％）が最も高い。「昭和 20 年・30 年代」と回

答した事業者は「社内における良好な人間関係づくり」（61.1％）が６割強を占める。 

 不足している人材の職種別にみると、他の職種に比べて「マーケティング」と回答した事業者は「企

業と人材をつなぐマッチング」（46.2％）と「試用期間・インターンシップの導入」（30.8％）が高

い。「技術職」と回答した事業者は「給与額を確保するための安定経営」（50.9％）が最も高く、「実

績に応じた給与システム」（26.4％）が２割台半ばを超える。 

 人材確保の取組状況別にみると、「公的支援機関への相談」にすでに取り組んでいると回答した企

業は「企業と人材をつなぐマッチング」（83.3％）が８割台半ば近くを占める。 

今後、人材を確保するために取り組んでみたいこと 

  
17.6

10.0

13.5

37.6

19.4

11.8

17.1

8.2

29.4

32.9

16.5

1.2

18.8

2.4

4.7

0% 10% 20% 30% 40%

企業の情報発信・PR

企業と人材をつなぐマッチング

大学・専門学校・高校等との連携

給与額を確保するための安定経営

実績に応じた給与システム

柔軟な勤務時間・場所（ﾃﾚﾜｰｸ等）への対応

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽに応じた働き方への対応

試用期間・インターンシップの導入

社内における良好な人間関係づくり

社員育成・スキルアップ対応

福利厚生の充実

公共機関等が実施する企業表彰制度への参加

特にない

その他

無回答 n=170
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今後、人材を確保するために取り組んでみたいこと 

（業種別、従業者規模別、創業年別、不足している人材の職種別、人材確保の取組状況別） 

 

  

(ｎ)

企
業
の
情
報
発
信
・
Ｐ
Ｒ

企
業
と
人
材
を
つ
な
ぐ
マ
ッ
チ

ン
グ

大
学
・
専
門
学
校
・高
校
等
と

の
連
携

給
与
額
を
確
保
す
る
た
め
の

安
定
経
営

実
績
に
応
じ
た
給
与
シ
ス
テ

ム柔
軟
な
勤
務
時
間
・
場
所
（
テ

レ
ワ
ー
ク
等
）へ
の
対
応

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
に
応

じ
た
働
き
方
へ
の
対
応

試
用
期
間
・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
の
導
入

社
内
に
お
け
る
良
好
な
人
間

関
係
づ
く
り

社
員
育
成
・
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
対

応福
利
厚
生
の
充
実

公
共
機
関
等
が
実
施
す
る
企

業
表
彰
制
度
へ
の
参
加

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (170) 17.6 10.0 13.5 37.6 19.4 11.8 17.1 8.2 29.4 32.9 16.5 1.2 18.8 2.4 4.7

建設業 (7) 14.3 0.0 0.0 28.6 28.6 0.0 14.3 0.0 28.6 28.6 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0

製造業 (6) 16.7 0.0 16.7 16.7 66.7 16.7 33.3 0.0 83.3 50.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (9) 22.2 22.2 0.0 66.7 22.2 11.1 33.3 0.0 22.2 77.8 11.1 0.0 11.1 0.0 0.0

卸売業,小売業 (49) 18.4 16.3 12.2 26.5 16.3 8.2 12.2 8.2 24.5 28.6 12.2 2.0 26.5 4.1 6.1

不動産業，物品賃貸業 (10) 30.0 10.0 10.0 30.0 20.0 0.0 10.0 0.0 20.0 40.0 20.0 10.0 20.0 0.0 20.0

宿泊業，飲食サービス業 (35) 8.6 2.9 11.4 57.1 20.0 5.7 11.4 8.6 31.4 25.7 25.7 0.0 17.1 0.0 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (20) 10.0 0.0 35.0 55.0 25.0 30.0 30.0 10.0 35.0 35.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0

医療,福祉 (16) 18.8 18.8 18.8 43.8 6.3 12.5 25.0 25.0 31.3 43.8 25.0 0.0 12.5 6.3 0.0

その他 (17) 35.3 11.8 5.9 5.9 11.8 17.6 11.8 5.9 17.6 17.6 17.6 0.0 23.5 5.9 17.6

1人 (17) 11.8 5.9 5.9 5.9 0.0 0.0 17.6 5.9 11.8 11.8 5.9 5.9 35.3 0.0 17.6

2～4人 (35) 17.1 14.3 5.7 34.3 17.1 11.4 14.3 17.1 20.0 25.7 20.0 0.0 25.7 2.9 2.9

5～19人 (67) 13.4 9.0 10.4 50.7 22.4 10.4 16.4 4.5 31.3 28.4 14.9 1.5 14.9 3.0 1.5

20～49人 (23) 30.4 13.0 21.7 30.4 26.1 26.1 26.1 8.7 47.8 56.5 21.7 0.0 8.7 0.0 4.3

50人以上 (24) 25.0 8.3 29.2 41.7 25.0 12.5 12.5 4.2 37.5 54.2 20.8 0.0 16.7 4.2 4.2

昭和19年以前 (19) 21.1 0.0 10.5 31.6 21.1 10.5 21.1 5.3 42.1 42.1 21.1 0.0 21.1 10.5 5.3

昭和20年・30年代 (18) 27.8 16.7 16.7 44.4 33.3 5.6 16.7 0.0 61.1 38.9 16.7 11.1 11.1 0.0 0.0

昭和40年・50年代 (36) 16.7 11.1 5.6 44.4 16.7 13.9 2.8 5.6 16.7 25.0 16.7 0.0 19.4 0.0 8.3

昭和60年～平成15年 (35) 20.0 8.6 17.1 45.7 20.0 17.1 25.7 2.9 25.7 25.7 14.3 0.0 22.9 2.9 2.9

平成16年～平成25年 (30) 6.7 16.7 13.3 16.7 20.0 10.0 16.7 6.7 26.7 36.7 13.3 0.0 26.7 3.3 3.3

平成26年以降 (30) 20.0 6.7 16.7 43.3 13.3 10.0 23.3 23.3 26.7 40.0 20.0 0.0 10.0 0.0 6.7

企画・開発 (15) 26.7 26.7 20.0 33.3 33.3 13.3 26.7 13.3 46.7 33.3 26.7 6.7 20.0 0.0 6.7

マーケティング (13) 38.5 46.2 15.4 38.5 30.8 30.8 38.5 30.8 46.2 38.5 30.8 0.0 7.7 0.0 0.0

営業 (46) 21.7 13.0 26.1 39.1 21.7 15.2 15.2 8.7 28.3 30.4 21.7 4.3 19.6 0.0 6.5

販売 (65) 16.9 12.3 9.2 35.4 18.5 10.8 15.4 7.7 29.2 32.3 15.4 3.1 21.5 1.5 4.6

技術職 (53) 13.2 3.8 15.1 50.9 26.4 9.4 24.5 9.4 22.6 34.0 17.0 1.9 13.2 1.9 1.9

デジタル技術者 (12) 33.3 33.3 0.0 41.7 33.3 25.0 8.3 16.7 25.0 41.7 8.3 8.3 25.0 0.0 8.3

海外取引 (5) 40.0 40.0 20.0 80.0 40.0 60.0 40.0 20.0 60.0 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0

法務・財務 (9) 44.4 33.3 33.3 44.4 22.2 33.3 44.4 11.1 22.2 11.1 22.2 0.0 22.2 0.0 0.0

中間管理職・マネージャー (18) 22.2 22.2 27.8 55.6 27.8 27.8 16.7 11.1 44.4 55.6 11.1 0.0 0.0 5.6 11.1

事務職 (20) 30.0 10.0 15.0 60.0 20.0 25.0 15.0 10.0 20.0 30.0 35.0 0.0 20.0 0.0 5.0

医療・看護・介護等 (17) 23.5 23.5 17.6 52.9 11.8 11.8 29.4 23.5 35.3 52.9 29.4 0.0 5.9 5.9 0.0

その他 (15) 13.3 0.0 0.0 40.0 33.3 13.3 26.7 0.0 33.3 40.0 13.3 0.0 20.0 6.7 0.0

ハローワークへの登録 (39) 25.6 12.8 25.6 43.6 28.2 10.3 15.4 10.3 38.5 51.3 12.8 2.6 2.6 0.0 2.6

大学・専門学校・高校等への紹介
依頼

(11) 27.3 27.3 45.5 63.6 27.3 18.2 18.2 9.1 18.2 45.5 36.4 0.0 0.0 0.0 0.0

人材紹介事業者の活用 (47) 29.8 14.9 25.5 48.9 27.7 12.8 21.3 12.8 31.9 44.7 19.1 0.0 4.3 2.1 0.0

行政等が実施する人材マッチング
事業への参加

(6) 50.0 66.7 50.0 66.7 50.0 33.3 0.0 33.3 16.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

公的支援機関への相談 (6) 33.3 83.3 33.3 66.7 50.0 33.3 0.0 16.7 16.7 33.3 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

給与の見直し (36) 16.7 13.9 22.2 50.0 33.3 8.3 25.0 8.3 30.6 50.0 19.4 2.8 8.3 0.0 2.8

就業制度の見直し・就労環境の向
上

(26) 23.1 15.4 38.5 46.2 34.6 30.8 30.8 15.4 46.2 61.5 11.5 0.0 0.0 0.0 0.0

ホームページ、SNSを通じた企業
の情報発信

(49) 32.7 18.4 22.4 44.9 30.6 16.3 22.4 12.2 44.9 40.8 20.4 2.0 10.2 0.0 0.0

特にない (52) 1.9 3.8 1.9 26.9 3.8 7.7 15.4 9.6 17.3 11.5 9.6 0.0 42.3 0.0 7.7

その他 (15) 20.0 6.7 13.3 53.3 33.3 13.3 6.7 6.7 33.3 60.0 26.7 0.0 6.7 20.0 0.0

不
足
し
て
い
る
人
材
の
職
種

人
材
確
保
に
向
け
て

、
す
で
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ

と

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別
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カ 事業承継 

問９ 現在の代表者の承継状況は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 現在の代表者は、「創業者」（44.8％）が最も高く、次いで「二代目以降」（37.1％）である。 

 業種別にみると、「建設業」（65.0％）、「製造業」（60.0％）、「卸売業,小売業」（39.0％）、「不動産

業，物品賃貸業」（63.5％）は「二代目以降」が最も高い。他の業種に比べて「専門・技術サービス

業」は「創業者」（％65.2）が高い。 

 従業者規模別にみると、「20～49人」と回答した事業者は「二代目以降」（36.5％）が最も高い。従

業者規模が大きくなるほど「本社ではないので事業承継者はいない」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、『昭和59年以前』と回答した事業者は「二代目以降」が最も高い。創業年が新

しくなるほど「創業者」が高くなる傾向がみられる。他の創業年に比べて「平成 26 年以降」と回

答した事業者は「本社ではないので事業承継者はいない」（23.6％）が高い。 

現在の代表者の承継状況 

 

  

創業者

44.8%

二代目以降

37.1%

本社ではないので事業

承継者はいない

13.6%

無回答

4.5%

n=601
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現在の代表者の承継状況（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

創業者

44.8

20.0

33.3

65.2

38.5

21.6

58.3

48.1

56.6

52.3

59.3

46.4

42.9

34.6

22.7

8.5

11.0

33.6

51.7

74.5

67.0

二代目以降

37.1

65.0

60.0

23.9

39.0

63.5

22.3

40.7

22.6

27.3

33.9

43.3

33.7

36.5

34.1

78.7

82.0

45.7

21.2

12.3

8.5

本社ではないので事業承

継者はいない

13.6

15.0

6.5

17.6

8.1

15.5

7.4

18.9

15.9

7.7

19.4

26.9

38.6

12.8

4.0

15.5

19.5

5.7

23.6

無回答

4.5

6.7

4.3

4.8

6.8

3.9

3.7

1.9

4.5

6.8

2.6

4.0

1.9

4.5

3.0

5.2

7.6

7.5

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問９で、「創業者」もしくは「２代目以降」と回答された方にお聞きします。 

問９－１ 後継者の状況は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 後継者の状況は、「まだ決める必要がない」（27.0％）が最も高く、「承継しない」（23.0％）、「決まっ

ている（親族）」（20.5％）の順で続く。「決まっている（親族）」と「決まっている（親族以外）」、

を合わせた『決まっている』（24.0％）は２割台半ば近くである。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「製造業」は「決まっている（親族以外）」（7.1％）、「候補はい

るが決まっていない」（21.4％）、「承継したいが候補がいない」（21.4％）が高い。「不動産業，物品

賃貸業」は「決まっている（親族）」（52.4％）が５割強を占める。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「承継しない」が高くなる傾向がみられ、「１

人」と回答した事業者は「承継しない」（45.5％）が４割台半ば近くである。他の従業者規模に比べ

て「50人以上」と回答した事業者は「決まっている（親族）」（40.0％）と「候補はいるが決まって

いない」（24％）が高い。 

 創業年別にみると、「昭和 40 年・50 年代」と回答した事業者は『決まっている』（46.7％）が４割

台半ば超えである。他の創業年に比べて「昭和60年～平成15年」と回答した事業者は「承継しな

い」（32.6％）が高い。『昭和20年以降』では、創業年が新しくなるほど「まだ決める必要がない」

が高くなる傾向がみられる。 

 代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「まだ決める必要がない」が高くなる傾向

がみられ、「～30歳代」と回答した事業者は「まだ決める必要がない」（63.6％）が６割台半ば近く

を占める。『40歳代以上』では、代表者の年齢が高くなるほど「決まっている（親族）」が高くなる

傾向がみられる。他の年齢に比べて「60歳代」と回答した事業者は「承継したいが候補がいない」

（17.2％）と「承継しない」（30.3％）が高い。 

後継者の状況 

 

  

決まっている

（親族）

20.5%

決まっている

（親族以外）

3.5%

候補はいるが

決まっていない

10.2%

承継したいが

候補がいない

9.3%

まだ決める必要がない

27.0%

承継しない

23.0%

その他

2.6%

無回答

3.9%

n=492
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後継者の状況（業種別、従業者規模別、創業年別、代表者の年齢別） 

 

(ｎ)

合計 (492)

建設業 (17)

製造業 (14)

専門・技術サービス業 (41)

卸売業,小売業 (145)

不動産業，物品賃貸業 (63)

宿泊業，飲食サービス業 (83)

生活関連サービス業，娯楽業 (48)

医療,福祉 (42)

その他 (35)

1人 (110)

2～4人 (174)

5～19人 (134)

20～49人 (37)

50人以上 (25)

昭和19年以前 (41)

昭和20年・30年代 (93)

昭和40年・50年代 (92)

昭和60年～平成15年 (86)

平成16年～平成25年 (92)

平成26年以降 (80)

～30歳代 (33)

40歳代 (93)

50歳代 (117)

60歳代 (122)

70歳代 (87)

80歳代～ (38)

創
業
年
別

代
表
者
の
年
齢
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

決まっている

（親族）

20.5

29.4

7.1

7.3

20.7

52.4

9.6

10.4

28.6

8.6

13.6

23.6

23.1

10.8

40.0

29.3

23.7

39.1

19.8

6.5

7.5

12.1

7.5

12.0

21.3

33.3

55.3

決まっている

（親族以外）

3.5

5.9

7.1

2.4

2.8

0.0

6.0

2.1

4.8

5.7

0.9

1.1

6.7

8.1

8.0

2.2

7.6

2.3

5.4

1.3

2.2

5.1

1.6

5.7

5.3

候補はいるが

決まっていない

10.2

5.9

21.4

12.2

9.0

9.5

12.0

18.8

2.4

5.7

2.7

7.5

14.9

16.2

24.0

14.6

17.2

9.8

7.0

7.6

7.5

12.1

6.5

10.3

10.7

12.6

10.5

承継したいが

候補がいない

9.3

5.9

21.4

4.9

9.0

7.9

9.6

4.2

19.0

11.4

4.5

10.3

14.2

8.1

4.0

14.6

10.8

7.6

12.8

7.6

6.3

3.0

9.7

6.0

17.2

8.0

2.6

まだ決める

必要がない

27.0

23.5

21.4

31.7

24.1

20.6

28.9

29.2

31.0

37.1

25.5

23.6

31.3

37.8

16.0

24.4

16.1

10.9

16.3

45.7

48.8

63.6

49.5

35.9

10.7

10.3

2.6

承継しない

23.0

29.4

21.4

31.7

26.9

6.3

25.3

29.2

7.1

25.7

45.5

28.2

7.5

2.7

14.6

23.7

17.4

32.6

19.6

25.0

9.1

16.1

24.8

30.3

25.3

18.4

その他

2.6

7.3

3.4

1.6

2.4

2.1

2.4

4.5

0.6

1.5

8.1

4.0

4.3

2.2

3.5

4.3

2.2

1.7

4.9

1.1

2.6

無回答

3.9

2.4

4.1

1.6

6.0

4.2

4.8

5.7

2.7

5.2

0.7

8.1

4.0

2.4

2.2

5.4

5.8

3.3

3.8

6.5

4.3

3.3

3.4

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問９で、「創業者」もしくは「２代目以降」と回答された方にお聞きします。 

問９－２ 事業承継について、課題はありますか。（当てはまる方に○） 

 

 事業承継に関する課題は、「ない」（47.4％）が４割台半ば超えで、「ある」（37.8％）が３割台半ば

超えである。 

 業種別にみると、「製造業」（57.1％）、「不動産業，物品賃貸業」（54.0％）、「医療,福祉」（50.0％）

は「ある」が５割以上を占める。他の業種に比べて「建設業」は「ない」（64.7％）が高い。 

 従業者規模別にみると、「5～19 人」と回答した事業者は「ある」（53.0％）が５割台半ば近くを占

める。他の従業者規模に比べて「50人以上」と回答した事業者は「ない」（60.0％）が高い。 

 創業年別にみると、『昭和 20 年～平成 15 年』と回答した事業者は「ある」が４割以上である。他

の創業年に比べて「昭和19年以前」と回答した事業者は「ない」（56.1％）が高い。 

 代表者の年齢別にみると、『50歳代・60歳代』と回答した事業者は「ある」が「ない」を上回る。

他の年齢に比べて「80歳代～」と回答した事業者は「ない」（65.8％）が高い。 

事業承継に関する課題 

 

  

ある

37.8%

ない

47.4%

無回答

14.8%

n=492
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事業承継に関する課題（業種別、従業者規模別、創業年別、代表者の年齢別） 

 

(ｎ)

合計 (492)

建設業 (17)

製造業 (14)

専門・技術サービス業 (41)

卸売業,小売業 (145)

不動産業，物品賃貸業 (63)

宿泊業，飲食サービス業 (83)

生活関連サービス業，娯楽業 (48)

医療,福祉 (42)

その他 (35)

1人 (110)

2～4人 (174)

5～19人 (134)

20～49人 (37)

50人以上 (25)

昭和19年以前 (41)

昭和20年・30年代 (93)

昭和40年・50年代 (92)

昭和60年～平成15年 (86)

平成16年～平成25年 (92)

平成26年以降 (80)

～30歳代 (33)

40歳代 (93)

50歳代 (117)

60歳代 (122)

70歳代 (87)

80歳代～ (38)

代
表
者
の
年
齢
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

ある

37.8

35.3

57.1

31.7

27.6

54.0

42.2

37.5

50.0

31.4

18.2

38.5

53.0

37.8

36.0

36.6

46.2

40.2

43.0

31.5

27.5

30.3

30.1

41.9

45.1

36.8

31.6

ない

47.4

64.7

28.6

41.5

57.2

38.1

48.2

50.0

33.3

40.0

55.5

48.9

35.1

48.6

60.0

56.1

41.9

50.0

39.5

48.9

52.5

57.6

51.6

41.0

41.0

48.3

65.8

無回答

14.8

14.3

26.8

15.2

7.9

9.6

12.5

16.7

28.6

26.4

12.6

11.9

13.5

4.0

7.3

11.8

9.8

17.4

19.6

20.0

12.1

18.3

17.1

13.9

14.9

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問９－２で、「ある」と回答された方にお聞きします。 

問９－３ 事業承継における課題は、次のどれに該当しますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 事業承継における課題は、「後継者の育成」（61.8％）が最も高く、「ノウハウ・スキル等の承継」

（34.4％）、「相続税・贈与税等の税金対策」（31.2％）の順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」（83.3％）、「製造業」（75.0％）、「宿泊業，飲食サービス業」（71.4％）、

「生活関連サービス業，娯楽業」（77.8％）、「その他」（81.8％）は「後継者の育成」が７割以上を

占める。「医療,福祉」は「ノウハウ・スキル等の承継」（52.4％）が最も高い。 

 従業者規模別にみると、『49 人以下』では、従業者規模が大きくなるほど「後継者の育成」が高く

なく傾向がみられる。「20～49人」と回答した事業者は「自社株等の資産の取扱い」（42.9％）が４

割強である。 

 創業年別にみると、『平成25年以前』では、創業年が古くなるほど「相続税・贈与税等の税金対策」

が高くなる傾向がみられる。他の創業年に比べて「平成16年～平成25年」と回答した事業者は「ノ

ウハウ・スキル等の承継」（62.1％）が高い。 

事業承継における課題 

 

  

61.8

18.3

31.2

12.9

17.2

34.4

18.8

3.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

後継者の育成

従業員の理解

相続税・贈与税等の税金対策

自社株等の資産の取扱い

承継前の経営者の個人補償や担保

ノウハウ・スキル等の承継

事業承継に係る法制度・税制度

その他

無回答 n=186
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事業承継における課題（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

後
継
者
の
育
成

従
業
員
の
理
解

相
続
税
・
贈
与
税
等
の

税
金
対
策

自
社
株
等
の
資
産
の

取
扱
い

承
継
前
の
経
営
者
の

個
人
補
償
や
担
保

ノ
ウ
ハ
ウ
・
ス
キ
ル
等
の

承
継

事
業
承
継
に
係
る
法

制
度
・
税
制
度

そ
の
他

無
回
答

全体 (186) 61.8 18.3 31.2 12.9 17.2 34.4 18.8 3.8 3.2

建設業 (6) 83.3 50.0 50.0 16.7 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0

製造業 (8) 75.0 37.5 37.5 37.5 37.5 25.0 25.0 0.0 12.5

専門・技術サービス業 (13) 53.8 23.1 23.1 15.4 23.1 30.8 23.1 7.7 0.0

卸売業,小売業 (40) 45.0 20.0 32.5 12.5 22.5 32.5 20.0 5.0 0.0

不動産業，物品賃貸業 (34) 61.8 5.9 55.9 20.6 5.9 23.5 23.5 2.9 2.9

宿泊業，飲食サービス業 (35) 71.4 11.4 17.1 5.7 17.1 37.1 14.3 0.0 5.7

生活関連サービス業，娯楽業 (18) 77.8 27.8 22.2 11.1 16.7 38.9 16.7 5.6 5.6

医療,福祉 (21) 47.6 23.8 19.0 9.5 23.8 52.4 23.8 9.5 4.8

その他 (11) 81.8 9.1 27.3 0.0 0.0 45.5 9.1 0.0 0.0

1人 (20) 45.0 5.0 40.0 0.0 10.0 45.0 15.0 20.0 0.0

2～4人 (67) 59.7 10.4 32.8 6.0 11.9 25.4 11.9 1.5 4.5

5～19人 (71) 62.0 25.4 26.8 16.9 25.4 39.4 23.9 2.8 2.8

20～49人 (14) 85.7 35.7 35.7 42.9 21.4 28.6 28.6 0.0 0.0

50人以上 (9) 77.8 33.3 44.4 22.2 11.1 55.6 22.2 0.0 0.0

昭和19年以前 (15) 66.7 13.3 66.7 20.0 26.7 20.0 33.3 0.0 0.0

昭和20年・30年代 (43) 60.5 16.3 51.2 18.6 14.0 23.3 25.6 7.0 0.0

昭和40年・50年代 (37) 62.2 13.5 37.8 16.2 18.9 27.0 16.2 2.7 5.4

昭和60年～平成15年 (37) 54.1 29.7 29.7 10.8 27.0 35.1 13.5 2.7 5.4

平成16年～平成25年 (29) 62.1 24.1 0.0 10.3 13.8 62.1 20.7 3.4 3.4

平成26年以降 (22) 68.2 9.1 4.5 0.0 4.5 40.9 9.1 4.5 4.5

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
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キ デジタル技術の活用 

問10 デジタル化への取り組み状況は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 デジタル化への取り組み状況は、「すでに取り組んでおり、特に問題はない」（25.8％）が最も高く、

「関心はあるが、取り組んでいない」（18.6％）、「すでに取り組んでいるが、上手く進んでいない」

（18.0％）の順で続く。「すでに取り組んでおり、特に問題はない」と「すでに取り組んでいるが、

上手く進んでいない」を合わせた『取り組んでいる』（43.8％）は４割台半ば近くである。 

 業種別にみると、「製造業」（53.4％）、「専門・技術サービス業」（58.7％）、「医療,福祉」（50.9％）

は『取り組んでいる』が５割以上を占める。「製造業」（46.7％）と「生活関連サービス業，娯楽業」

（25.9％）は「すでに取り組んでいるが、上手く進んでいない」が最も高い。他の業種に比べて「生

活関連サービス業，娯楽業」は「取り組む必要がなく、予定もない」（24.1％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「１人」と回答した事業者は「取り組む必要がな

く、予定もない」（22.0％）と「わからない」（16.9％）が高い。「２～４人」と回答した事業者は「関

心はあるが、取り組んでいない」（24.7％）が最も高い。『５人以上』と回答した事業者は『取り組

んでいる』が５割以上である。従業者規模が大きくなるほど「すでに取り組んでいるが、上手く進

んでいない」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和 20 年・30 年代」と回答した事業者は「関心はあるが、取り組んでいな

い」（20.0％）と「取り組む必要がなく、予定もない」（20.0％）が最も高い。『昭和20年以降』で

は、創業年が新しくなるほど「すでに取り組んでおり、特に問題はない」が高くなる傾向がみられ

る。 

デジタル化への取り組み状況 

 

  

すでに取り組んでおり、

特に問題はない

25.8%

すでに取り組んでいる

が、

上手く進んでいない
18.0%これから取り組もう

としている

10.3%

関心はあるが、

取り組んでいない

18.6%

取り組む必要がなく、

予定もない

12.8%

わからない

10.1%

無回答

4.3%

n=601
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デジタル化への取り組み状況（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

すでに取り組んでお

り、特に問題はない

25.8

25.0

6.7

43.5

28.9

21.6

20.4

22.2

26.4

27.3

22.9

16.5

32.0

32.7

45.5

29.8

16.0

24.1

28.0

27.4

32.1

すでに取り組んでいる

が、上手く進んでいない

18.0

15.0

46.7

15.2

17.6

14.9

15.5

25.9

24.5

9.1

10.2

16.0

22.3

23.1

29.5

14.9

19.0

19.0

18.6

17.9

17.9

これから取り組

もうとしている

10.3

15.0

13.3

6.5

8.6

12.2

13.6

3.7

17.0

9.1

2.5

13.9

9.7

15.4

13.6

12.8

7.0

11.2

9.3

13.2

9.4

関心はあるが、

取り組んでいない

18.6

25.0

20.0

10.9

16.0

20.3

22.3

7.4

20.8

31.8

20.3

24.7

14.9

15.4

2.3

17.0

20.0

13.8

18.6

19.8

19.8

取り組む必要が

なく、予定もない

12.8

10.0

6.7

10.9

13.9

13.5

16.5

24.1

1.9

4.5

22.0

16.0

9.1

1.9

14.9

20.0

17.2

10.2

7.5

9.4

わからない

10.1

6.7

4.3

10.2

12.2

10.7

13.0

7.5

13.6

16.9

7.2

8.6

9.6

9.1

8.5

11.0

7.8

11.9

12.3

7.5

無回答

4.3

10.0

8.7

4.8

5.4

1.0

3.7

1.9

4.5

5.1

5.7

3.4

1.9

2.1

7.0

6.9

3.4

1.9

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問10で、「すでに取り組んでおり、特に問題はない」もしくは「すでに取り組んでいるが、上手く進ん

でいない」と回答された方にお聞きします。        

問 10－１ 具体的にどのようなことに取り組んでいますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 デジタル化への具体的な取り組みは、「ＨＰやＳＮＳなどによる情報発信」（55.9％）が最も高く、

「支払決済のキャッシュレス化」（43.3％）、「連絡ツール（電子メール・社内ＳＮＳ等）」（42.2％）、

「顧客・販売管理のデジタル化」（41.8％）の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「建設業」は「人事・労務管理のデジタル化」（50.0％）、「顧客・

販売管理のデジタル化」（62.5％）、「デジタル技術を活用した業務プロセス（工程）の改革・効率

化」（50.0％）、「デジタル技術を活用した新しい組織づくり・働き方改革の実現」（12.5％）が高い。

「宿泊業，飲食サービス業」は「支払決済のキャッシュレス化」（67.6％）が最も高い。「卸売業,小

売業」（62.1％）、「宿泊業，飲食サービス業」（62.2％）、「生活関連サービス業，娯楽業」（65.4％）

は「HPや SNS などによる情報発信」が６割以上を占める。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「１人」と回答した事業者は「経営資料のデジタ

ル化」（51.3％）、「自社によるインターネット取引・販売」（33.3％）、「デジタル技術を活用した新

サービス・新市場の創出」（10.3％）が高い。「20～49人」と回答した事業者は「顧客・販売管理の

デジタル化」（62.1％）が６割強を占め、「HPや SNS などによる情報発信」（79.3％）が８割弱を占

める。従業者規模が大きくなるほど「人事・労務管理のデジタル化」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「テレワーク環境

の整備」（28.6％）、「デジタル技術を活用した業務プロセス（工程）の改革・効率化」（23.8％）、「デ

ジタル技術を活用した新しい組織づくり・働き方改革の実現」（19.0％）が高い。『平成16年以降』

と回答した事業者は「HPや SNS などによる情報発信」が６割以上を占める。 

 デジタル化への取組状況別にみると、「すでに取り組んでいるが、上手く進んでいない」と回答し

た事業者は「ＨＰやＳＮＳなどによる情報発信」（63.0％）が６割台半ば近くを占める。 

デジタル化への具体的な取り組み 

 

  
37.3

30.8

41.8

28.5

14.1

55.9

43.3

14.1

30.0

42.2

17.1

7.2

9.9

7.2

2.7

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営資料のデジタル化

人事・労務管理のデジタル化

顧客・販売管理のデジタル化

自社によるインターネット取引・販売

インターネットショッピングモールへの出店

HPやSNSなどによる情報発信

支払決済のキャッシュレス化

ネットを利用した金融サービス

Webを通じた会議・商談

連絡ツール（電子メール・社内SNS等）

テレワーク環境の整備

デジタル技術を活用した新サービス・新市場の創出

デジタル技術を活用した業務プロセス（工程）の改革・効率化

デジタル技術を活用した新しい組織づくり・働き方改革の実現

その他

無回答 n=263
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デジタル化への具体的な取り組み 

（業種別、従業者規模別、創業年別、デジタル化への取組状況別） 

 
  

(ｎ)

経
営
資
料
の
デ
ジ
タ
ル
化

人
事
・
労
務
管
理
の
デ
ジ
タ
ル
化

顧
客
・
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売
管
理
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デ
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ル
化

自
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に
よ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
取
引
・
販

売イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル

へ
の
出
店

H
P

やS
N

S
な
ど
に
よ
る
情
報
発
信

支
払
決
済
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化

ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
金
融
サ
ー
ビ
ス

W
eb

を
通
じ
た
会
議
・
商
談

連
絡
ツ
ー
ル
（電
子
メ
ー
ル
・
社
内
Ｓ
Ｎ

Ｓ
等
）

テ
レ
ワ
ー
ク
環
境
の
整
備

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
新
サ
ー
ビ

ス
・
新
市
場
の
創
出

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
業
務
プ
ロ

セ
ス
（工
程
）
の
改
革
・
効
率
化

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
新
し
い
組

織
づ
く
り
・
働
き
方
改
革
の
実
現

そ
の
他

無
回
答

全体 (263) 37.3 30.8 41.8 28.5 14.1 55.9 43.3 14.1 30.0 42.2 17.1 7.2 9.9 7.2 2.7 2.7

建設業 (8) 37.5 50.0 62.5 0.0 0.0 25.0 37.5 25.0 25.0 62.5 25.0 0.0 50.0 12.5 0.0 0.0

製造業 (8) 12.5 0.0 12.5 37.5 12.5 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 0.0 12.5 12.5

専門・技術サービス業 (27) 55.6 33.3 59.3 22.2 14.8 51.9 29.6 14.8 59.3 66.7 51.9 11.1 11.1 7.4 0.0 0.0

卸売業,小売業 (87) 33.3 26.4 46.0 46.0 25.3 62.1 51.7 10.3 21.8 44.8 12.6 10.3 4.6 6.9 3.4 2.3

不動産業，物品賃貸業 (27) 37.0 29.6 22.2 25.9 3.7 40.7 11.1 11.1 25.9 29.6 14.8 7.4 7.4 11.1 3.7 7.4

宿泊業，飲食サービス業 (37) 35.1 21.6 29.7 10.8 13.5 62.2 67.6 16.2 16.2 24.3 5.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (26) 38.5 46.2 53.8 30.8 3.8 65.4 46.2 11.5 42.3 46.2 26.9 7.7 19.2 11.5 0.0 0.0

医療,福祉 (27) 40.7 48.1 33.3 3.7 7.4 55.6 44.4 14.8 29.6 40.7 3.7 3.7 14.8 7.4 3.7 3.7

その他 (16) 37.5 25.0 50.0 37.5 6.3 43.8 31.3 31.3 56.3 50.0 18.8 6.3 12.5 12.5 6.3 6.3

1人 (39) 51.3 12.8 46.2 33.3 10.3 51.3 38.5 10.3 28.2 43.6 17.9 10.3 5.1 5.1 0.0 0.0

2～4人 (63) 31.7 15.9 34.9 30.2 19.0 55.6 49.2 12.7 20.6 38.1 7.9 6.3 11.1 6.3 4.8 1.6

5～19人 (95) 31.6 25.3 35.8 23.2 10.5 52.6 43.2 13.7 28.4 43.2 15.8 6.3 6.3 5.3 2.1 4.2

20～49人 (29) 48.3 58.6 62.1 31.0 13.8 79.3 27.6 20.7 44.8 48.3 24.1 6.9 13.8 10.3 3.4 3.4

50人以上 (33) 42.4 75.8 48.5 30.3 18.2 48.5 48.5 15.2 42.4 39.4 33.3 9.1 21.2 15.2 3.0 3.0

昭和19年以前 (21) 33.3 28.6 28.6 28.6 0.0 38.1 28.6 14.3 28.6 19.0 28.6 9.5 23.8 19.0 4.8 9.5

昭和20年・30年代 (35) 34.3 17.1 45.7 25.7 8.6 48.6 34.3 17.1 22.9 37.1 17.1 2.9 8.6 0.0 5.7 5.7

昭和40年・50年代 (50) 34.0 36.0 40.0 36.0 20.0 48.0 38.0 14.0 26.0 44.0 16.0 6.0 10.0 10.0 4.0 2.0

昭和60年～平成15年 (55) 40.0 32.7 45.5 25.5 9.1 58.2 49.1 14.5 30.9 47.3 12.7 14.5 12.7 7.3 1.8 1.8

平成16年～平成25年 (48) 39.6 29.2 37.5 31.3 16.7 66.7 54.2 20.8 35.4 45.8 22.9 2.1 6.3 6.3 0.0 2.1

平成26年以降 (53) 37.7 35.8 45.3 22.6 18.9 64.2 43.4 5.7 34.0 43.4 13.2 7.5 5.7 5.7 1.9 0.0

すでに取り組んでおり、特に問題
はない

(155) 41.9 34.2 47.1 31.0 13.5 51.0 45.2 19.4 34.2 48.4 20.6 7.1 6.5 6.5 1.9 3.2

すでに取り組んでいるが、上手く進
んでいない

(108) 30.6 25.9 34.3 25.0 14.8 63.0 40.7 6.5 24.1 33.3 12.0 7.4 14.8 8.3 3.7 1.9

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

デ
ジ
タ
ル
化
取
り

組
み
状
況
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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問 11 デジタル化に取り組むにあたっての課題は、次のどれに該当しますか。（当てはまるものすべて

に○） 

 

 デジタル化への取り組みにおける課題は、「対応する人員が不足」（27.1％）が最も高く、「技術に詳

しい人材がいない」（26.8％）、「資金的余裕がない」（23.6％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」は「対応する人員が不足」（40.0％）と「資金的余裕がない」（46.7％）

が４割以上である。「医療,福祉」は「情報セキュリティが心配」（39.6％）が最も高く、４割弱であ

る。 

 従業者規模別にみると、「１人」と回答した事業者は「必要がないため取り組まない」（25.4％）、「2

～4人」と回答した事業者は「技術に詳しい人材がいない」（30.4％）が最も高い。従業者規模が小

さくなるほど「取り組むきっかけがない」が高くなる傾向がみられ、従業者規模が大きくなるほど

「対応する人員が不足」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和20年・30年代」と回答した事業者は「技術に詳しい人材がいない」（30.0％）

と「対応する人員が不足」（36.0％）が３割以上である。『昭和60年以降』と回答した事業者は「技

術に詳しい人材がいない」が最も高い。 

 デジタル化への取組状況別にみると、「すでに取り組んでおり、特に問題はない」と回答した事業

者は「情報セキュリティが心配」（18.1％）が最も高い。「すでに取り組んでいるが、上手く進んで

いない」と回答した事業者は「対応する人員が不足」（54.6％）が５割台半ば近くを占める。他の取

組状況に比べて「関心はあるが取り組んでいない」と回答した事業者は「取り組むきっかけがない」

（16.1％）、「資金的余裕がない」（41.1％）、「具体的メリットが分からない」（29.5％）、「何を導入

すれば良いか分からない」（26.8％）、「何から手をつければ良いのか分からない」（20.5％）が高い。 

デジタル化への取り組みにおける課題 

 

  

6.7

26.8

27.1

17.3

23.6

11.8

12.3

11.1

10.3

14.1

4.5

15.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

取り組むきっかけがない

技術に詳しい人材がいない

対応する人員が不足

情報セキュリティが心配

資金的余裕がない

活用のアイデア・企画が難しい

具体的メリットが分からない

何を導入すれば良いか分からない

何から手をつければ良いのか分からない

必要がないため取り組まない

その他

無回答 n=601



91 

 

デジタル化への取り組みにおける課題 

（業種別、従業者規模別、創業年別、デジタル化への取組状況別） 

 

  

(ｎ)

取
り
組
む
き
っ
か
け
が
な
い

技
術
に
詳
し
い
人
材
が
い
な

い対
応
す
る
人
員
が
不
足

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
が
心
配

資
金
的
余
裕
が
な
い

活
用
の
ア
イ
デ
ア
・企
画
が

難
し
い

具
体
的
メ
リ
ッ
ト
が
分
か
ら

な
い

何
を
導
入
す
れ
ば
良
い
か

分
か
ら
な
い

何
か
ら
手
を
つ
け
れ
ば
良
い

の
か
分
か
ら
な
い

必
要
が
な
い
た
め
取
り
組

ま
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 6.7 26.8 27.1 17.3 23.6 11.8 12.3 11.1 10.3 14.1 4.5 15.6

建設業 (20) 10.0 35.0 40.0 20.0 20.0 10.0 15.0 10.0 10.0 5.0 5.0 10.0

製造業 (15) 6.7 33.3 40.0 20.0 46.7 20.0 26.7 6.7 13.3 0.0 0.0 6.7

専門・技術サービス業 (46) 8.7 17.4 23.9 15.2 32.6 15.2 8.7 4.3 10.9 6.5 2.2 23.9

卸売業,小売業 (187) 6.4 27.3 28.3 15.5 26.2 15.5 8.6 9.6 10.7 15.0 3.7 18.2

不動産業，物品賃貸業 (74) 6.8 25.7 14.9 14.9 9.5 5.4 12.2 14.9 5.4 24.3 5.4 10.8

宿泊業，飲食サービス業 (103) 7.8 29.1 25.2 14.6 22.3 5.8 17.5 13.6 11.7 15.5 4.9 16.5

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 0.0 27.8 27.8 13.0 20.4 16.7 9.3 7.4 9.3 22.2 1.9 9.3

医療,福祉 (53) 5.7 26.4 32.1 39.6 32.1 11.3 18.9 18.9 9.4 5.7 7.5 13.2

その他 (44) 11.4 22.7 34.1 15.9 20.5 11.4 6.8 9.1 13.6 9.1 9.1 15.9

1人 (118) 10.2 18.6 13.6 11.9 20.3 12.7 15.3 12.7 11.9 25.4 1.7 18.6

2～4人 (194) 8.2 30.4 24.2 17.0 26.8 9.8 12.4 10.8 11.9 16.0 4.1 11.9

5～19人 (175) 5.1 29.1 32.0 22.9 21.1 13.1 13.1 10.3 8.0 8.6 3.4 15.4

20～49人 (52) 3.8 28.8 38.5 17.3 32.7 17.3 7.7 17.3 7.7 1.9 7.7 21.2

50人以上 (44) 0.0 25.0 47.7 13.6 20.5 11.4 6.8 9.1 11.4 6.8 15.9 11.4

昭和19年以前 (47) 10.6 25.5 31.9 14.9 14.9 6.4 6.4 8.5 2.1 12.8 4.3 14.9

昭和20年・30年代 (100) 3.0 30.0 36.0 20.0 26.0 10.0 17.0 8.0 15.0 19.0 3.0 12.0

昭和40年・50年代 (116) 7.8 20.7 25.9 20.7 19.0 11.2 13.8 11.2 10.3 18.1 6.0 12.1

昭和60年～平成15年 (118) 5.9 28.0 24.6 15.3 23.7 10.2 14.4 14.4 13.6 12.7 4.2 17.8

平成16年～平成25年 (106) 4.7 28.3 26.4 14.2 27.4 17.0 9.4 10.4 3.8 10.4 5.7 19.8

平成26年以降 (106) 10.4 27.4 23.6 18.9 26.4 14.2 10.4 11.3 10.4 11.3 3.8 17.0

すでに取り組んでおり、特に問題
はない

(155) 1.3 12.3 16.1 18.1 13.5 6.5 3.2 2.6 3.2 7.1 8.4 32.9

すでに取り組んでいるが、上手く進
んでいない

(108) 2.8 41.7 54.6 24.1 34.3 23.1 9.3 8.3 8.3 0.9 3.7 6.5

これから取り組もうとしている (62) 8.1 40.3 35.5 19.4 30.6 22.6 14.5 17.7 12.9 3.2 3.2 4.8

関心はあるが、取り組んでいない (112) 16.1 40.2 32.1 20.5 41.1 9.8 29.5 26.8 20.5 7.1 0.9 0.9

取り組む必要がなく、予定もない (77) 2.6 10.4 7.8 7.8 6.5 3.9 14.3 1.3 6.5 63.6 1.3 14.3

わからない (61) 13.1 21.3 18.0 11.5 14.8 6.6 9.8 18.0 19.7 21.3 9.8 14.8

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

デ
ジ
タ
ル
化
取
り
組
み
状
況

別

業
種
別

0%

10%

20%

30%
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ク 地域活動 

問 12 商店会または商工会議所への加入について、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに

○） 

 

 商店会または商工会議所への加入は、「商店会だけに加入している」（43.8％）が最も高く、「商店

会・商工会議所ともに加入している」（41.4％）、「商工会議所だけに加入している」（7.7％）の順で

続く。 

 業種別にみると、「建設業」（70.0％）、「製造業」（60.0％）、「不動産業，物品賃貸業」（56.8％）、「そ

の他」（50.0％）は「商店会・商工会議所ともに加入している」が５割以上を占める。他の業種に比

べて「専門・技術サービス業」は「商工会議所だけに加入している」（26.1％）が高い。「医療,福祉」

は「商店会だけに加入している」（64.2％）が６割台半ば近くを占める。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「50人以上」と回答した事業者は「商店会・商工

会議所ともに加入している」（52.3％）が高く、５割強を占める。従業者規模が小さくなるほど「商

店会だけに加入している」が高くなる傾向がみられ、従業者規模が大きくなるほど「どちらも加入

していない」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、『昭和59年以前』と回答した事業者は「商店会・商工会議所ともに加入してい

る」、『昭和 60 年』と回答した事業者は「商店会だけに加入している」が最も高い。他の創業年に

比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「商工会議所だけに加入している」（16％）と「どち

らも加入していない」（6.6％）が高い。 

商店会または商工会議所への加入 

 

  

商店会・商工会議所

ともに加入している

41.4%

商店会だけに

加入している

43.8%

商工会議所だけに

加入している

7.7%

どちらも加入していない

5.0%

無回答

2.2%

n=601
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商店会または商工会議所への加入（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

業
種
別

商店会・商工会議所

ともに加入している

41.4

70.0

60.0

28.3

36.9

56.8

46.6

37.0

18.9

50.0

30.5

42.8

46.9

38.5

52.3

48.9

63.0

50.9

35.6

30.2

27.4

商店会だけに

加入している

43.8

20.0

13.3

34.8

55.1

33.8

38.8

48.1

64.2

25.0

50.0

46.4

40.6

40.4

29.5

40.4

27.0

38.8

50.0

52.8

49.1

商工会議所だけ

に加入している

7.7

5.0

20.0

26.1

3.7

4.1

4.9

9.3

5.7

15.9

13.6

5.2

6.3

11.5

4.5

4.3

5.0

4.3

5.1

10.4

16.0

どちらも加入していない

5.0

6.7

4.3

3.2

2.7

6.8

5.6

11.3

4.5

2.5

4.1

4.6

7.7

9.1

4.3

3.0

4.3

5.1

4.7

6.6

無回答

2.2

5.0

6.5

1.1

2.7

2.9

4.5

3.4

1.5

1.7

1.9

4.5

2.1

2.0

1.7

4.2

1.9

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問12で、「商店会・商工会議所ともに加入している」もしくは「商店会だけに加入している」と回答さ

れた方にお聞きします。 

問 12－１ 商店会における重要な課題点は、次のどれに該当しますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 商店会における重要な課題点は、「活動メリットが薄れてきている」（35.0％）が最も高く、「店主の

高齢化」（30.9％）、「集客力のある店舗が不足」（28.5％）の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「建設業」は「空き店舗が増加、商店会としての魅力低下」

（38.9％）、「加入店数の減少」（44.4％）、「活動メリットが薄れてきている」（50.0％）、「店主の高

齢化」（66.7％）が高い。「卸売業,小売業」は「集客力のある店舗が不足」（36.0％）が最も高い。 

 従業者規模別にみると、「50人以上」と回答した事業者は「活動人材の不足」（33.3％）が最も高い。

従業者規模が小さくなるほど「活動メリットが薄れてきている」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和19年以前」は「集客力のある店舗が不足」（52.4％）と「店主の高齢化」

（50.0％）が５割以上を占める。『昭和59年以前』と回答した事業者は「加入店数の減少」が３割

以上である。「平成 16 年～平成 25 年」と回答した事業者は「活動メリットが薄れてきている」

（45.5％）が４割台半ばである。 

商店会における重要な課題点 

 

  

28.5

27.0

22.9

24.2

16.2

35.0

10.7

30.9

7.8

20.3

4.3

2.5

0% 10% 20% 30% 40%

集客力のある店舗が不足

空き店舗が増加、商店会としての魅力低下

加入店数の減少

活動人材の不足

若い店主が参加しづらい

活動メリットが薄れてきている

顧客層の変化への対応

店主の高齢化

商店会以外のネットワークの方が有効

特にない

その他

無回答 n=512
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商店会における重要な課題点（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

集
客
力
の
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店
舗
が
不

足空
き
店
舗
が
増
加
、
商
店
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と
し
て
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店
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活
動
人
材
の
不
足

若
い
店
主
が
参
加
し
づ
ら
い

活
動
メ
リ
ッ
ト
が
薄
れ
て
き

て
い
る

顧
客
層
の
変
化
へ
の
対
応

店
主
の
高
齢
化

商
店
会
以
外
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
方
が
有
効

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (512) 28.5 27.0 22.9 24.2 16.2 35.0 10.7 30.9 7.8 20.3 4.3 2.5

建設業 (18) 16.7 38.9 44.4 27.8 11.1 50.0 5.6 66.7 11.1 11.1 0.0 0.0

製造業 (11) 27.3 9.1 18.2 36.4 0.0 45.5 9.1 36.4 0.0 27.3 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (29) 27.6 20.7 24.1 24.1 17.2 41.4 13.8 41.4 17.2 17.2 6.9 0.0

卸売業,小売業 (172) 36.0 28.5 25.6 23.3 15.1 34.3 10.5 23.8 5.2 23.3 4.7 2.9

不動産業，物品賃貸業 (67) 31.3 25.4 14.9 31.3 16.4 31.3 11.9 34.3 10.4 9.0 4.5 3.0

宿泊業，飲食サービス業 (88) 22.7 25.0 17.0 18.2 15.9 31.8 12.5 26.1 6.8 27.3 3.4 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (46) 17.4 26.1 26.1 21.7 19.6 41.3 0.0 26.1 13.0 17.4 6.5 6.5

医療,福祉 (44) 27.3 29.5 25.0 25.0 18.2 36.4 15.9 34.1 6.8 22.7 0.0 4.5

その他 (33) 27.3 27.3 21.2 30.3 21.2 27.3 15.2 45.5 6.1 15.2 9.1 3.0

1人 (95) 28.4 31.6 28.4 18.9 16.8 38.9 10.5 38.9 9.5 21.1 4.2 1.1

2～4人 (173) 28.9 31.8 26.6 26.0 13.3 35.3 7.5 33.5 6.9 18.5 2.9 2.3

5～19人 (153) 28.8 19.0 19.0 22.2 15.0 34.6 9.2 22.9 7.8 21.6 5.9 3.3

20～49人 (41) 34.1 22.0 12.2 29.3 22.0 31.7 17.1 34.1 9.8 19.5 7.3 2.4

50人以上 (36) 19.4 30.6 19.4 33.3 27.8 27.8 25.0 19.4 8.3 22.2 2.8 2.8

昭和19年以前 (42) 52.4 38.1 31.0 42.9 26.2 35.7 9.5 50.0 4.8 14.3 2.4 0.0

昭和20年・30年代 (90) 30.0 25.6 30.0 35.6 10.0 33.3 11.1 37.8 3.3 13.3 5.6 2.2

昭和40年・50年代 (104) 25.0 25.0 30.8 29.8 18.3 26.9 12.5 37.5 4.8 18.3 4.8 2.9

昭和60年～平成15年 (101) 26.7 33.7 19.8 19.8 11.9 37.6 7.9 30.7 13.9 19.8 5.9 5.0

平成16年～平成25年 (88) 22.7 23.9 18.2 12.5 17.0 45.5 12.5 17.0 10.2 27.3 2.3 1.1

平成26年以降 (81) 29.6 21.0 11.1 14.8 18.5 30.9 11.1 19.8 7.4 27.2 3.7 2.5

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

業
種
別

0%

10%

20%

30%

40%
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問 13 地域活動やまちづくりへの取り組み状況は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの 1 つに

○） 

 

 地域活動やまちづくりへの取り組み状況は、「関心はあるが、取り組んでいない」（29.3％）が最も

高く、「取り組む必要がなく、予定もない」（28.8％）、「すでに取り組んでいる」（28.0％）の順で続

く。 

 業種別にみると、「建設業」（35.0％）、「卸売業,小売業」（32.6％）、「宿泊業，飲食サービス業」

（34.0％）、「生活関連サービス業，娯楽業」（38.9％）は「取り組む必要がなく、予定もない」が最

も高い。「製造業」（46.7％）と「不動産業，物品賃貸業」（41.9％）は「すでに取り組んでいる」が

４割以上である。他の業種に比べて「医療,福祉」は「関心はあるが、取り組んでいない」（43.4％）

が高い。 

 従業者規模別にみると、「５～19人」（33.1％）と回答した事業者と「50人以上」（38.6％）と回答

した事業者は「すでに取り組んでいる」が最も高い。従業者規模が小さくなるほど「取り組む必要

がなく、予定もない」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、『昭和59年以前』と回答した事業者は「すでに取り組んでいる」が最も高い。

『昭和 20 年以降』では、創業年が新しくなるほど「関心はあるが、取り組んでいない」が高くな

る傾向がみられる。 

地域活動やまちづくりへの取り組み状況 

 

  

すでに取り組んでいる

28.0%

これから取り組もう

としている

5.0%

関心はあるが、

取り組んでいない

29.3%

取り組む必要がなく、

予定もない

28.8%

無回答

9.0%

n=601
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地域活動やまちづくりへの取り組み状況（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

すでに取り組んでいる

28.0

30.0

46.7

32.6

23.0

41.9

17.5

25.9

30.2

38.6

19.5

28.4

33.1

23.1

38.6

40.4

34.0

40.5

21.2

23.6

17.0

これから取り組もう

としている

5.0

15.0

13.3

0.0

2.7

6.8

6.8

7.4

5.7

2.3

4.2

3.6

5.1

7.7

9.1

10.6

4.0

1.7

4.2

6.6

6.6

関心はあるが、

取り組んでいない

29.3

10.0

26.7

30.4

32.6

20.3

31.1

22.2

43.4

29.5

26.3

29.9

30.3

30.8

27.3

29.8

19.0

19.0

31.4

34.0

42.5

取り組む必要が

なく、予定もない

28.8

35.0

6.7

28.3

32.6

20.3

34.0

38.9

17.0

20.5

39.0

28.9

25.7

25.0

18.2

14.9

33.0

24.1

33.9

30.2

29.2

無回答

9.0

10.0

6.7

8.7

9.1

10.8

10.7

5.6

3.8

9.1

11.0

9.3

5.7

13.5

6.8

4.3

10.0

14.7

9.3

5.7

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問13で、「すでに取り組んでいる」「これから取り組もうとしている」「関心はあるが、取り組んでいな

い」と回答された方にお聞きします。 

問 13－１ 取り組んでいる活動内容や今後取組みに関心のあることを簡単にお書きください。 

 

● すでに取り組んでいる 

【商店会や商工会議所の活動】 

・ 商店会の活動（お祭り等）。（建設業、2～4人） 【30】 

・ 商店会及び商工会議所の企画等催しには、支援金を含め協力している。（製造業、5～19人） 

・ 清掃活動、倫理法人会、青年会議所（OB会）。（専門・技術サービス業、1人） 

・ 商店会祭礼実行委員、商工会議所部会（専門・技術サービス業、2～4人） 

・ 商店会の役員として活動している。（卸売業,小売業、2～4人） 【６】 

・ 単一商店会でできることは少ないので連合会としての活動を拡大していきたい。（卸売業,小売

業、5～19人） 

・ 近隣商店会、町会と連携を密にとって協力しあっている。子供食堂や地域小イベントへの協力

を行っている。（不動産業，物品賃貸業 、5～19人） 

・ 商店街活動、商工会議所への積極的参加、防犯活動参加。（不動産業，物品賃貸業 、5～19

人） 【１】 

・ 商店会主催の清掃活動。今後、自社でも清掃活動に取り組む予定。（宿泊業，飲食サービス業、

20～49 人） 【２】 

・ 武蔵野商工会議所での活動。（その他、2～4人） 

【地域活動への参加・協力】 

・ 地域活動に参加している。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 地域活動として、関前小学校での花火大会。千川小学校での夏まつり。何かで地域活性のた

め、他の団体とのコミュニティ。（建設業、5～19人） 

・ イベントなどの協力、協賛（専門・技術サービス業、5～19人） 【12】 

・ 色々な地域との関わりを持って学校関係とか地域の安心、安全を第1に活動している。（卸売

業,小売業、1人） 

・ 清そう活動、地域イベントへの協賛。（卸売業,小売業、50人以上） 

・ 町内会活動。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 【２】 

・ 地域コミセン、協力委員として活動して居る。地域小学校、青少協、老人団体等で、スポーツ

指導をしている。（不動産業，物品賃貸業 、1人） 

・ 消防、防災。（生活関連サービス業，娯楽業、2～4人） 

・ 防犯カメラ、防災防犯、コミセン活動、地域活動（盆踊り等）。（生活関連サービス業，娯楽

業、1人） 

・ 創業以来、地域への協力活動を継続して行っている。（生活関連サービス業，娯楽業、5～19

人） 

・ お祭り関連、健康診断関連。（医療,福祉、5～19人） 

・ 地域活動、イベントへの積極的に参加しコミュニケーションをとる。地域金融機関として、地

域の課題解決、活性化のため取り組む。（その他、20～49人） 

・ 無料相談会の開催、お祭りへの参加、街路灯設置への協力。（その他、5～19人） 

・ 消防団。（その他、2～4人） 【１】 
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【連携】  

・ 市民団体との活動。（卸売業,小売業、1人） 

・ ゴミ拾い活動（グリーンバードと連携）。（卸売業,小売業、20～49人） 

・ 武蔵野市役所と連携して、テラス事業の実験など。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 教育事業を活かした連携。（生活関連サービス業，娯楽業、50人以上） 

・ 地域の商店や、活動されている方とのコラボ。（生活関連サービス業，娯楽業、50人以上） 

・ 地域医療機関、介護事業所、コミュニティとの連携。（医療,福祉、5～19人） 

【CSR活動】 

・ 各種団体への参加。（宿泊業，飲食サービス業、50人以上） 【２】 

・ 地域団体への積極的事業への参加。（専門・技術サービス業、5～19人） 

・ ボランティア団体への加入。（専門・技術サービス業、1人） 【３】 

・ 町内会への寄附など。（製造業、2～4人） 

・ 地域活性化事業への参加、防災ボランティアへの参加。（製造業、1人） 

・ 職場体験、インターン生受入、会社見学などのCSR活動。（製造業、20～49人） 

・ 会計事務所で、税務相談などに参加している。（専門・技術サービス業、5～19人） 

・ 美化運動、緑懇話会へ参加。NPOへ協力(ハロウィン)。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ お祭り、ファスタ、道路のフラワーポット、清掃活動など。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 歳末警戒、お祭、一斉清掃、公園の植さい管理、親睦バス旅行。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 気候市民会議への参画。（卸売業,小売業、20～49人） 

・ 地域清掃。（卸売業,小売業、5～19人） 【３】 

・ SDGs 活動を、不動産業としては率先して行っている。（不動産業，物品賃貸業 、1人） 

・ まちの清掃、花の植替活動に参加。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ ふるさと納税の返礼品、地産地消の取り組み。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 介護予防事業・地域の高齢者向け健康講座。（医療,福祉、1人） 

・ 市民対象、薬用植物観察会。（市と薬剤師会）、漢方相談（医療,福祉、2～4人） 

・ むさしのあったかまつりに参加、タワーズマルシェに参加（コロナ禍は不参加）、大学生のボラ

ンティア受け入れ。（医療,福祉、5～19人） 

・ こども食堂に取り組んでいる。（医療,福祉、20～49人） 

・ 生活保護世帯の子ども向け学習支援。（その他、2～4人） 

【地域活性化につながる活動】 

・ 地元料飲店への集客力upによる街の活性化。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ イベントを開催。（卸売業,小売業、1人） 

・ さまざまなイベントを主催、企画、実施している。また、コミュニティスペースとしての場所

を運営し、ネットワークつくりをしている。（その他、2～4人） 

【その他】 

・ 武蔵野プレミアムなどに参加。（製造業、20～49人） 

・ 大型バイクの駐車できる場所が少ないため、スペースを設け展開。（その他、5～19人） 

 

● これから取り組もうとしている 

・ コロナが落ちついたら、商店会若手が中心となり活動とイベントを行っていきたい。（宿泊業，

飲食サービス業、5～19人） 
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・ 地域の清掃活動や試合・大会への参加、イベント等の参加、お手伝い。（生活関連サービス業，

娯楽業、5～19人） 

・ 吉祥寺活性化委員会に協力、商店会連合会に協力、商工会議所の各種事業に協力（その他、2～

4人） 

・ 情報交換の場が増えると良いと思う。（建設業、50人以上） 

・ 高齢化の対応、お祭り行事など。（卸売業,小売業、20～49人） 

・ 定期的に行うイベント(祭りなど)。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 祭り、商店街見回り。（生活関連サービス業，娯楽業、1人） 

・ 会合への参加、地域イベントへの参加。（医療,福祉、5～19人） 

・ 地産地消。（宿泊業，飲食サービス業、1人） 

・ ふるさと納税の返礼品登録をした。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 日本一の激戦区「メガネの街吉祥寺」をブランディング化したいと考え、「吉祥寺の眼鏡屋

MAP」を作りたいと考えている。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 店舗の売上アップにつながるならしたい。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 地域に根づいた店舗の運営（医療,福祉、50人以上） 

 

● 関心はあるが、取り組んでいない 

【商店会活動】 

・ 商店会に加入しているが、加入会員にとっての地域活性化と、実際に行なわれている活動との

間に、かい離があるように感じる。商店会の活動を、今の時代に合うよう内容を見直す時期と

思う。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 行政と商店会が連携し、家賃を下げる等して店舗を借りやすくする事。（卸売業,小売業、2～4

人） 

・ 古い商店会から若返り。商店会活動の目標の模索。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 

・ 商店街や市の振興事業予算の使い方の見直し。例えば、季節ごとのイベント/祭り/神輿など伝

統事業を、損益計算の視点で見直したい。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 商店会の活動に参加。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 各店舗や商店会の小さな単位ではなく、街全体をまき込んだイベント、外部からの流入が見込

める大規模なイベント、若年層や子育て世代向けのイベント。（宿泊業，飲食サービス業、5～

19人） 

・ 商店会や地区商連の役員として、如何にして地域住民を巻き込めるかを模索している。（生活関

連サービス業，娯楽業、5～19人） 

・ 商店会のイベント等には参加しているが、地域活動には積極的に取り組んではいない。（医療,

福祉、5～19人） 

【集客イベント等の開催・参加】 

・ お祭り等集客が見込める活動には積極的に参加したい。（卸売業,小売業、5～19人） 【９】 

・ まちのイベントに参加出来るようなアーティスト活動の発信。（生活関連サービス業，娯楽業、

2～4人） 

・ 今後、防災訓練に参加したいと思っている。（生活関連サービス業，娯楽業、5～19人） 

・ 町内会活動参加、同テナントとの防災訓練、武蔵野消防署との自衛消防訓練参加。（医療,福

祉、50人以上） 
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・ 他のお店と協同でイベント的なものをやってみたい。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 駅前の平和通り商店街を飲食店・小売店混在の露店販売（フリーマーケット）での歩行者天国

開放。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 井の頭公園を中心とした健康フェスが出来たらと思っている。皇居ランの人をターゲットとし

たビジネスが展開したように、井の頭公園を中心とした健康に関するビジネスの輪が出来れば

と思っている。（医療,福祉、5～19人） 

【交流、連携】 

・ 地域企業の協力による新事業。（製造業、20～49人） 

・ 地域活動と自社事業をどの様に結びつけるか。（専門・技術サービス業、20～49人） 

・ 交流の会。（不動産業，物品賃貸業 、1人） 

・ 地域行事への参加で親交を深めたい。（不動産業，物品賃貸業 、5～19人） 

・ 地域の方とのつながりを強める。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 

・ 集客につながるネットワークづくり。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 地域住民との交流。（その他、1人） 

【CSR活動】 

・ 機会があれば奉仕団体等に入会したい。（建設業、5～19人） 

・ どういう形で地域へ貢献できるか知りたい。（専門・技術サービス業、1人） 

・ 子供たちのための活動。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 環境問題、人権問題など。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 再生可能エネルギー。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 環境美化。（卸売業,小売業、1人） 【６】 

・ 障害のある方の支援 お仕事、カフェなど。（医療,福祉、2～4人） 

・ 医療サービス提供、健康情報の発信など。（医療,福祉、5～19人） 

【その他】 

・ 特に吉祥寺は長い年月を振り返ると、音楽や映画、漫画やアニメーションなどのカルチャー、

サブカルチャーの街としての特色があったと思う。その方面での街の深化を進めたい。（宿泊

業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 取り組む必要は感じているが、何をすれば良いのかわからない。（専門・技術サービス業、2～4

人） 

・ 何をすればいいかわからない。（卸売業,小売業、5～19人） 【８】 

・ 地域の活動に加わりたいが時間・気持ちの余裕がない。（建設業、2～4人） 【５】 

・ 地域のコミュニティの場となりたい考えはあるが、具体的には取り組んでいない。（医療,福

祉、2～4人） 

・ 小さな商店の魅力を発信し、街の特性を強めたい。（卸売業,小売業、2～4人） 

※誤字や個人が特定できる箇所については一部修正及び省略した。また、原文の趣旨をそこなわない形で一部加筆修正を

行っている。 

※【 】内は、同一意見数 
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問 14 市内産業の活性化に必要なまちづくりの取組みは、次のどれに該当しますか。（最も当てはまる

もの３つまでに○） 

 

 市内産業の活性化に必要なまちづくりの取組みは、「居心地が良く歩きたくなるまちづくり（道路

の修復、ベンチの設置等）」（45.6％）が最も高く、「イベント等ができるオープンスペースの整備」

（31.1％）、「道路を活用したオープンカフェ」（15.3％）の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「建設業」は「建物容積率の緩和」（30.0％）が、「宿泊業，飲

食サービス業」は「歩行者天国」（20.4％）が、「生活関連サービス業，娯楽業」は「道路を活用し

たオープンカフェ」（31.5％）が高い。「専門・技術サービス業」は「イベント等ができるオープン

スペースの整備」（39.1％）が最も高い。 

 従業者規模別にみると、『20 人以上』と回答した事業者は「居心地が良く歩きたくなるまちづくり

（道路の修復、ベンチの設置等）」が５割以上を占める。従業者規模が大きくなるほど「イベント等

ができるオープンスペースの整備」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「建物容積率の緩和」（21.3％）が２割

強である。他の創業年に比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「歩行者天国」（19.8％）と

「イベント等ができるオープンスペースの整備」（38.7％）が高い。 

 地域活動やまちづくりへの取組状況別にみると、「すでに取り組んでいる」と回答した事業者は「建

物容積率の緩和」（20.2％）が約２割である。他の取組状況に比べて「これから取り組もうとしてい

る」と回答した事業者は「歩行者天国」（20.0％）、「道路を活用したオープンカフェ」（23.3％）、「居

心地が良く歩きたくなるまちづくり（道路の修復、ベンチの設置等）」（60.0％）、「市内移動バスの

充実」（16.7％）が高い。 

市内産業の活性化に必要なまちづくりの取組み 

 

  

12.1

31.1

15.3

45.6

9.2

4.7

8.5

9.0

11.1

16.6

9.7

6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

歩行者天国

イベント等ができるオープンスペースの整備

道路を活用したオープンカフェ

居心地が良く歩きたくなるまちづくり

（道路の修復、ベンチの設置等）

市内移動バスの充実

自動運転モビリティの導入検討

物流・荷捌き場の整備

市内産業用賃貸物件の流動化

建物容積率の緩和

特にない

その他

無回答
n=601
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市内産業の活性化に必要なまちづくりの取組み 

（業種別、従業者規模別、創業年別、地域活動やまちづくりへの取組状況別） 

 

  

(ｎ)

歩
行
者
天
国

イ
ベ
ン
ト
等
が
で
き
る
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の

整
備

道
路
を
活
用
し
た
オ
ー
プ
ン
カ
フ
ェ

居
心
地
が
良
く
歩
き
た
く
な
る
ま
ち
づ
く

り
（
道
路
の
修
復
、
ベ
ン
チ
の
設
置
等
）

市
内
移
動
バ
ス
の
充
実

自
動
運
転
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
導
入
検
討

物
流
・荷
捌
き
場
の
整
備

市
内
産
業
用
賃
貸
物
件
の
流
動
化

建
物
容
積
率
の
緩
和

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 12.1 31.1 15.3 45.6 9.2 4.7 8.5 9.0 11.1 16.6 9.7 6.5

建設業 (20) 0.0 10.0 10.0 35.0 5.0 5.0 0.0 15.0 30.0 20.0 5.0 20.0

製造業 (15) 0.0 26.7 0.0 33.3 13.3 6.7 6.7 6.7 13.3 26.7 6.7 13.3

専門・技術サービス業 (46) 8.7 39.1 13.0 34.8 13.0 13.0 4.3 19.6 8.7 13.0 4.3 8.7

卸売業,小売業 (187) 15.0 31.0 13.4 47.1 9.1 4.3 11.2 8.6 7.5 16.6 12.8 5.9

不動産業，物品賃貸業 (74) 6.8 39.2 10.8 48.6 4.1 5.4 12.2 16.2 29.7 10.8 14.9 6.8

宿泊業，飲食サービス業 (103) 20.4 28.2 15.5 47.6 9.7 1.0 7.8 3.9 7.8 17.5 7.8 5.8

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 7.4 25.9 31.5 44.4 9.3 1.9 1.9 5.6 9.3 22.2 11.1 1.9

医療,福祉 (53) 11.3 22.6 20.8 52.8 15.1 1.9 5.7 5.7 5.7 17.0 7.5 5.7

その他 (44) 11.4 45.5 13.6 47.7 6.8 11.4 13.6 6.8 6.8 11.4 2.3 4.5

1人 (118) 11.0 27.1 11.9 39.0 10.2 3.4 3.4 8.5 7.6 18.6 10.2 10.2

2～4人 (194) 13.9 28.9 17.0 45.9 11.3 3.1 8.2 9.8 8.2 17.0 9.8 7.7

5～19人 (175) 12.6 30.3 13.7 44.0 6.9 7.4 12.0 9.7 13.7 15.4 9.7 5.1

20～49人 (52) 11.5 36.5 15.4 55.8 7.7 1.9 7.7 7.7 19.2 15.4 11.5 3.8

50人以上 (44) 9.1 40.9 20.5 54.5 9.1 9.1 13.6 9.1 15.9 11.4 9.1 2.3

昭和19年以前 (47) 10.6 34.0 10.6 46.8 12.8 6.4 12.8 6.4 21.3 8.5 12.8 8.5

昭和20年・30年代 (100) 3.0 33.0 11.0 42.0 10.0 3.0 8.0 9.0 15.0 22.0 11.0 9.0

昭和40年・50年代 (116) 13.8 25.0 9.5 45.7 7.8 6.0 8.6 6.0 18.1 17.2 8.6 11.2

昭和60年～平成15年 (118) 8.5 29.7 16.9 47.5 10.2 2.5 10.2 11.0 9.3 16.9 7.6 4.2

平成16年～平成25年 (106) 16.0 29.2 24.5 45.3 8.5 7.5 7.5 13.2 3.8 14.2 11.3 0.9

平成26年以降 (106) 19.8 38.7 17.0 44.3 8.5 3.8 5.7 7.5 5.7 17.0 9.4 5.7

すでに取り組んでいる (168) 11.9 48.8 14.9 50.6 10.7 7.1 16.1 13.7 20.2 6.5 11.3 3.6

これから取り組もうとしている (30) 20.0 46.7 23.3 60.0 16.7 0.0 0.0 13.3 6.7 10.0 3.3 3.3

関心はあるが、取り組んでいない (176) 12.5 30.7 17.6 52.3 10.2 4.0 5.7 8.5 6.8 11.4 12.5 6.8

取り組む必要がなく、予定もない (173) 9.8 19.1 12.7 31.8 6.4 4.0 5.8 5.2 8.1 35.8 7.5 2.3

創
業
年
別

地
域
活
動
や
ま
ち
づ

く
り
へ
の
取
り
組
み

状
況
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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ケ 今後の展開 

問15 今後の主な事業展開について、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 今後の主な事業展開は、「現状維持」（48.8％）が最も高く、「事業の拡大」（14.6％）、「事業の見直

し・再構築」（12.5％）、「事業の多角化」（9.0％）の順で続く。「事業の縮小」（2.3％）と回答した

事業者は14件、「業種の転換」（0.8％）と回答した事業者は５件、「廃業の予定」（6.3％）と回答し

た事業者は38件である。 

 業種別にみると、「建設業」（50.0％）、「不動産業，物品賃貸業」（55.4％）、「宿泊業，飲食サービス

業」（54.4％）、「医療,福祉」（60.4％）は「現状維持」が５割以上を占める。「製造業」は「事業の

見直し・再構築」（40.0％）が最も高い。他の業種に比べて「生活関連サービス業，娯楽業」は「廃

業の予定」（13.0％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「１人」と回答した事業者は「事業の縮小」（6.8％）

と「廃業の予定」（16.9％）が高い。『２～19人』と回答した事業者は「現状維持」が５割以上を占

める。『49人以下』では、従業者規模が大きくなるほど「事業の拡大」と「事業の見直し・再構築」

が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、『昭和 20 年～平成 15 年』と回答した事業者は「現状維持」が５割以上を占め

る。他の創業年に比べて「平成26年以降」と回答した事業者は「事業の拡大」（24.5％）が高い。 

今後の主な事業展開 

 

  

事業の拡大

14.6%

事業の多角化

9.0%

現状維持

48.8%

事業の見直し・再構築

12.5%

事業の縮小

2.3%

業種の転換

0.8%

廃業の予定

6.3%

事業所の移転

1.0%

その他

1.0%
無回答

3.7%

n=601
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今後の主な事業展開（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

合計 (601)

建設業 (20)

製造業 (15)

専門・技術サービス業 (46)

卸売業,小売業 (187)

不動産業，物品賃貸業 (74)

宿泊業，飲食サービス業 (103)

生活関連サービス業，娯楽業 (54)

医療,福祉 (53)

その他 (44)

1人 (118)

2～4人 (194)

5～19人 (175)

20～49人 (52)

50人以上 (44)

昭和19年以前 (47)

昭和20年・30年代 (100)

昭和40年・50年代 (116)

昭和60年～平成15年 (118)

平成16年～平成25年 (106)

平成26年以降 (106)

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

事業の拡大

14.6

25.0

20.0

10.9

16.0

17.6

9.7

9.3

17.0

18.2

10.2

11.9

16.6

26.9

18.2

19.1

9.0

10.3

9.3

18.9

24.5

事業の多角化

9.0

6.7

13.0

7.5

9.5

7.8

9.3

11.3

15.9

9.3

8.8

8.0

5.8

18.2

8.5

1.0

9.5

3.4

17.0

15.1

現状維持

48.8

50.0

13.3

34.8

49.7

55.4

54.4

42.6

60.4

40.9

43.2

54.1

54.9

30.8

34.1

42.6

53.0

52.6

54.2

45.3

40.6

事業の見直し

・再構築

12.5

5.0

40.0

13.0

10.7

8.1

17.5

18.5

7.5

6.8

8.5

10.8

14.9

21.2

15.9

19.1

11.0

12.9

14.4

9.4

11.3

事業の縮小

2.3

5.0

13.3

4.3

3.2

2.7

1.9

6.8

1.5

1.1

2.3

2.1

2.0

1.7

5.9

1.9

業種の転換

0.8

2.2

1.1

1.0

2.3

2.1

2.3

1.0

0.9

0.9

0.9

廃業の予定

6.3

10.0

6.7

8.7

5.9

4.1

4.9

13.0

9.1

16.9

6.7

1.7

1.9

4.3

14.0

6.9

9.3

0.9

0.9

事業所の移転

1.0

6.5

0.5

1.9

1.9

0.8

0.5

0.6

5.8

2.0

1.7

0.9

0.9

その他

1.0

1.1

2.9

1.9

0.8

0.5

0.6

1.9

4.5

0.8

1.9

2.8

無回答

3.7

5.0

6.5

4.3

2.7

1.9

3.7

6.8

3.4

3.1

1.7

5.8

4.5

4.3

7.0

5.2

0.8

2.8

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問15で、「事業の拡大」もしくは「事業の多角化」と回答された方にお聞きします。 

問 15－１ 今後の事業活動において、関心がある活動内容は何ですか。（最も当てはまるもの３つまで

に○） 

 

 今後の事業活動において、関心がある活動は、「既存の製品・商品・サービスの付加価値化」（45.1％）

が最も高く、「新たな製品・商品・サービスの開発」（43.7％）、「販路・取引先の拡大」（40.8％）の

順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」は「業務の効率化」（80.0％）が最も高い。他の業種に比べて「製造業」

は「既存の製品・商品・サービスの付加価値化」（75.0％）と「新たな製品・商品・サービスの開発」

（100％）が、「生活関連サービス業，娯楽業」は「新規事業の立ち上げ」（80.0％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「１人」と回答した事業者は「新たな製品・商品・

サービスの開発」（60.9％）と「販路・取引先の拡大」（47.8％）が高い。従業者規模が大きくなる

ほど「業務の効率化」が高くなる傾向がみられ、「50人以上」と回答した事業者は「業務の効率化」

（62.5％）が６割強を占める。 

 創業年別にみると、「昭和19年以前」と回答した事業者は「新たな製品・商品・サービスの開発」

（38.5％）と「販路・取引先の拡大」（38.5％）が最も高い。他の創業年に比べて「昭和40年・50

年代」と回答した事業者は「新たな製品・商品・サービスの開発」（60.9％）と「販路・取引先の拡

大」（47.8％）が高い。「平成26年以降」と回答した事業者は「既存の製品・商品・サービスの付加

価値化」（52.4％）と「新たな製品・商品・サービスの開発」（50.0％）が５割以上を占める。 

今後の事業活動において、関心がある活動 

  

  

45.1

43.7

25.4

40.8

11.3

16.9

28.9

3.5

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

既存の製品・商品・サービスの付加価値化

新たな製品・商品・サービスの開発

新規事業の立ち上げ

販路・取引先の拡大

海外展開

生産性の向上

業務の効率化

その他

無回答 n=142
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今後の事業活動において、関心がある活動（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

既
存
の
製
品
・
商
品
・サ
ー

ビ
ス
の
付
加
価
値
化

新
た
な
製
品
・
商
品
・サ
ー

ビ
ス
の
開
発

新
規
事
業
の
立
ち
上
げ

販
路
・取
引
先
の
拡
大

海
外
展
開

生
産
性
の
向
上

業
務
の
効
率
化

そ
の
他

無
回
答

全体 (142) 45.1 43.7 26.1 40.8 11.3 16.9 28.9 3.5 0.7

建設業 (5) 20.0 20.0 0.0 60.0 0.0 60.0 80.0 0.0 0.0

製造業 (4) 75.0 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (11) 72.7 54.5 36.4 54.5 9.1 27.3 18.2 0.0 0.0

卸売業,小売業 (44) 56.8 38.6 22.7 52.3 15.9 11.4 27.3 2.3 0.0

不動産業，物品賃貸業 (20) 20.0 40.0 25.0 35.0 10.0 20.0 25.0 5.0 5.0

宿泊業，飲食サービス業 (18) 33.3 50.0 22.2 33.3 5.6 16.7 33.3 5.6 0.0

生活関連サービス業，娯楽業 (10) 30.0 30.0 80.0 10.0 10.0 10.0 10.0 0.0 0.0

医療,福祉 (15) 40.0 40.0 26.7 20.0 13.3 26.7 53.3 6.7 0.0

その他 (15) 53.3 53.3 13.3 46.7 13.3 6.7 20.0 6.7 0.0

1人 (23) 39.1 60.9 26.1 47.8 13.0 8.7 8.7 4.3 0.0

2～4人 (40) 50.0 32.5 17.5 45.0 15.0 20.0 17.5 2.5 2.5

5～19人 (43) 44.2 44.2 34.9 37.2 11.6 20.9 32.6 4.7 0.0

20～49人 (17) 47.1 47.1 35.3 41.2 5.9 5.9 47.1 0.0 0.0

50人以上 (16) 43.8 43.8 12.5 31.3 6.3 18.8 62.5 6.3 0.0

昭和19年以前 (13) 30.8 38.5 23.1 38.5 7.7 15.4 30.8 7.7 7.7

昭和20年・30年代 (10) 60.0 60.0 40.0 10.0 0.0 30.0 50.0 10.0 0.0

昭和40年・50年代 (23) 47.8 60.9 21.7 47.8 8.7 8.7 8.7 0.0 0.0

昭和60年～平成15年 (15) 26.7 40.0 13.3 46.7 13.3 26.7 26.7 0.0 0.0

平成16年～平成25年 (38) 44.7 26.3 34.2 39.5 15.8 13.2 31.6 2.6 0.0

平成26年以降 (42) 52.4 50.0 23.8 45.2 11.9 16.7 33.3 4.8 0.0

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別
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問15で、「廃業の予定」と回答された方にお聞きします。 

問 15－２ 廃業する主な理由は、次のどれに該当しますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 廃業する主な理由は、「承継する人がいない」（28.9％）が最も高く、「経営者の高年齢化・健康面

(気力、体力)の不安」（23.7％）、「創業時より自分の代でやめる予定」（13.2％）の順で続く。 

 業種別にみると、「卸売業,小売業」は「創業時より自分の代でやめる予定」（36.4％）が最も高い。

他の業種に比べて「生活関連サービス業，娯楽業」は「コロナ禍での業績悪化」（14.3％）が高い。 

 従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて「１人」と回答した事業者は「創業時より自分の

代でやめる予定」（20.0％）が高い。「５～19人」と回答した事業者は「経営者の高年齢化・健康面

(気力、体力)の不安」（66.7％）が最も高い。 

 創業年別にみると、創業年が古くなるほど「経営者の高年齢化・健康面(気力、体力)の不安」が高

くなる傾向がみられる。他の創業年に比べて「昭和60年～平成 15年」と回答した事業者は「コロ

ナ禍での業績悪化」（18.2％）が高い。 

 代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が高くなるほど「承継する人がいない」が高くなる傾向が

みられる。「80歳代～」と回答した事業者は「経営者の高年齢化・健康面(気力、体力)の不安」（42.9％）

と「承継する人がいない」（42.9％）がともに４割強である。 

廃業する主な理由 

 

  

経営の先行き不安、

経営悪化の回避

2.6% コロナ禍での業績悪化

5.3%
主要顧客との契約終了

0.0%

経営者の高年齢化・

健康面(気力、体力)

の不安
23.7%

承継する人がいない

28.9%

借入金・個人保証

の問題

5.3%

創業時より自分の

代でやめる予定

13.2%

その他

2.6%

無回答

18.4%

n=38
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廃業する主な理由（業種別、従業者規模別、創業年別、代表者の年齢別） 

 

(ｎ)

合計 (38)

建設業 (2)

製造業 (1)

専門・技術サービス業 (4)

卸売業,小売業 (11)

不動産業，物品賃貸業 (3)

宿泊業，飲食サービス業 (5)

生活関連サービス業，娯楽業 (7)

医療,福祉 (0)

その他 (4)

1人 (20)

2～4人 (13)

5～19人 (3)

20～49人 (1)

50人以上 (0)

昭和19年以前 (2)

昭和20年・30年代 (14)

昭和40年・50年代 (8)

昭和60年～平成15年 (11)

平成16年～平成25年 (1)

平成26年以降 (1)

～30歳代 (0)

40歳代 (0)

50歳代 (3)

60歳代 (18)

70歳代 (10)

80歳代～ (7)

創
業
年
別

代
表
者
の
年
齢
別

業
種
別

従
業
者
規
模
別

経営の先行き不安、

経営悪化の回避

2.6

100.0

33.3

7.1

5.6

コロナ禍での

業績悪化

5.3

14.3

7.7

18.2

5.6

10.0

主要顧客との

契約終了

0.0

経営者の高年齢

化・健康面(気力、

体力)の不安

23.7

50.0

50.0

18.2

33.3

20.0

28.6

20.0

23.1

66.7

50.0

28.6

25.0

18.2

33.3

16.7

20.0

42.9

承継する人

がいない

28.9

50.0

50.0

27.3

33.3

20.0

14.3

50.0

25.0

46.2

50.0

25.0

9.1

100.0

27.8

30.0

42.9

借入金・個人

保証の問題

5.3

9.1

20.0

7.7

100.0

12.5

9.1

11.1

創業時より自分の

代でやめる予定

13.2

36.4

14.3

20.0

7.7

50.0

25.0

100.0

16.7

20.0

その他

2.6

33.3

5.0

9.1

33.3

無回答

18.4

9.1

40.0

28.6

50.0

30.0

7.7

14.3

12.5

36.4

33.3

16.7

20.0

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問16 今後のネットワークづくりについて、関心のあるものは何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 今後のネットワークづくりについて、関心のあるものは、「異業種事業者との交流・連携（情報交

換・交流会・ビジネスマッチング等）」（28.8％）が最も高く、「市内事業者との取引拡大（事業所情

報の発信やビジネスマッチング等）」（24.0％）、「新規取引先開拓（ビジネスマッチング等）」（20.6％）

の順で続く。 

 業種別にみると、他の業種に比べて「製造業」は「異業種事業者との交流・連携（情報交換・交流

会・ビジネスマッチング等）」（53.3％）が高く、５割台半ば近くを占める。「専門・技術サービス

業」は「新規取引先開拓（ビジネスマッチング等）」（37.0％）が最も高い。「宿泊業，飲食サービス

業」は「特にない」（51.5％）が５割強を占める。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「市内事業者との取引拡大（事業所情報の発

信やビジネスマッチング等）」、「異業種事業者との交流・連携（情報交換・交流会・ビジネスマッチ

ング等）」、「大学生・専門学校生や、若者との交流（SNS による情報発信、PBL（課題解決型コンペ）

の実施））」が高くなる傾向がみられる。従業者規模が小さくなるほど「特にない」が高くなる傾向

がみられる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「平成 26 年以降」と回答した事業者は「市内事業者との

取引拡大（事業所情報の発信やビジネスマッチング等）」（35.8％）、「異業種事業者との交流・連携

（情報交換・交流会・ビジネスマッチング等）」（45.3％）、「新規取引先開拓（ビジネスマッチング

等）」（24.5％）が高い。 

今後のネットワークづくりについて、関心のあるもの 

 

  

24.0

28.8

20.6

10.1

11.3

1.2

40.8

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市内事業者との取引拡大（事業所情報

の発信やビジネスマッチング 等）

異業種事業者との交流・連携（情報交換

・交流会・ビジネスマッチング 等）

新規取引先開拓（ビジネスマッチング 等）

大学・研究機関との交流・連携（

交流会・テーマ型研究会 等）

大学生・専門学校生や、若者との交流（SNSによる

情報発信、PBL（課題解決型コンペ）の実施））

その他

特にない

無回答
n=601
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今後のネットワークづくりについて、関心のあるもの（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

市
内
事
業
者
と
の
取
引
拡
大
（
事
業
所
情
報
の
発
信
や
ビ
ジ

ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ　

等
）

異
業
種
事
業
者
と
の
交
流
・連
携
（
情
報
交
換
・交
流
会
・ビ

ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ　

等
）

新
規
取
引
先
開
拓
（
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ　

等
）

大
学
・研
究
機
関
と
の
交
流
・連
携
（交
流
会
・テ
ー
マ
型
研
究

会　

等
）

大
学
生
・
専
門
学
校
生
や
、
若
者
と
の
交
流
（
Ｓ
Ｎ
Ｓ
に
よ
る
情

報
発
信
、
Ｐ
Ｂ
Ｌ
（
課
題
解
決
型
コ
ン
ペ
）の
実
施
）
）

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体 (601) 24.0 28.8 20.6 10.1 11.3 1.2 40.8 6.8

建設業 (20) 25.0 30.0 15.0 5.0 10.0 0.0 45.0 5.0

製造業 (15) 33.3 53.3 33.3 13.3 13.3 0.0 13.3 6.7

専門・技術サービス業 (46) 30.4 34.8 37.0 19.6 19.6 0.0 26.1 6.5

卸売業,小売業 (187) 22.5 28.3 20.3 5.3 8.6 1.1 41.7 7.5

不動産業，物品賃貸業 (74) 20.3 16.2 17.6 9.5 6.8 1.4 41.9 9.5

宿泊業，飲食サービス業 (103) 22.3 23.3 14.6 4.9 7.8 1.9 51.5 4.9

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 16.7 27.8 11.1 18.5 14.8 3.7 46.3 5.6

医療,福祉 (53) 28.3 41.5 15.1 20.8 22.6 0.0 35.8 3.8

その他 (44) 36.4 38.6 43.2 13.6 13.6 0.0 25.0 11.4

1人 (118) 16.9 20.3 17.8 9.3 5.9 2.5 50.0 10.2

2～4人 (194) 18.6 25.8 19.1 6.7 11.3 1.0 41.8 7.7

5～19人 (175) 28.6 29.1 22.9 9.7 12.0 0.0 38.9 4.0

20～49人 (52) 32.7 42.3 21.2 17.3 17.3 0.0 36.5 5.8

50人以上 (44) 40.9 50.0 27.3 20.5 20.5 4.5 22.7 6.8

昭和19年以前 (47) 19.1 23.4 10.6 14.9 19.1 0.0 44.7 10.6

昭和20年・30年代 (100) 24.0 25.0 18.0 7.0 11.0 2.0 51.0 9.0

昭和40年・50年代 (116) 24.1 22.4 23.3 8.6 7.8 1.7 39.7 12.9

昭和60年～平成15年 (118) 16.1 24.6 19.5 10.2 9.3 0.8 43.2 4.2

平成16年～平成25年 (106) 22.6 31.1 23.6 11.3 13.2 0.9 39.6 2.8

平成26年以降 (106) 35.8 45.3 24.5 11.3 13.2 0.9 29.2 2.8

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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問17 今後、連携先として関心がある先はありますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 今後、連携先として関心がある先は、「自治体（武蔵野市）」（21.1％）が最も高く、「飲食店」（17.5％）、

「商店会」（16.8％）、「商業事業者（飲食店以外）」（16.0％）の順で続く。 

 業種別にみると、「製造業」は「製造業事業者」（26.7％）と「飲食店」（26.7％）が最も高い。他の

業種に比べて「宿泊業，飲食サービス業」は「飲食店」（33.0％）と「農業者」（23.3％）が高い。

「医療,福祉」は「医療・福祉事業者」（71.7％）が７割強を占める。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「製造業事業者」、「大型商業店」、「アニメー

ション事業者」、「武蔵野商工会議所」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「自治体（武蔵野

市）」（34.0％）、「地域金融機関」（21.3％）、「武蔵野商工会議所」（19.1％）、「その他」（4.3％）が

高い。「平成26年以降」と回答した事業者は「飲食店」（27.4％）が最も高い。 

今後、連携先として関心がある先 

 

  

10.3

16.0

17.5

9.8

16.8

12.0

7.8

8.7

10.3

7.0

14.0

21.1

8.8

14.1

29.5

1.8

7.0

0% 10% 20% 30% 40%

製造業事業者

商業事業者（飲食店以外）

飲食店

大型商業店

商店会

農業者

情報通信事業者

アニメーション事業者

観光事業者

起業家

医療・福祉事業者

自治体（武蔵野市）

地域金融機関

武蔵野商工会議所

特にない

その他

無回答 n=601
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今後、連携先として関心がある先（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

製
造
業
事
業
者

商
業
事
業
者

（飲
食
店
以
外
）

飲
食
店

大
型
商
業
店

商
店
会

農
業
者

情
報
通
信
事
業
者

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

事
業
者

観
光
事
業
者

起
業
家

医
療
・
福
祉
事
業
者

自
治
体

（
武
蔵
野
市
）

地
域
金
融
機
関

武
蔵
野
商
工
会
議
所

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 10.3 16.0 17.5 9.8 16.8 12.0 7.8 8.7 10.3 7.0 14.0 21.1 8.8 14.1 29.5 1.8 7.0

建設業 (20) 15.0 20.0 0.0 0.0 5.0 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0 5.0 30.0 10.0 10.0 25.0 10.0 5.0

製造業 (15) 26.7 20.0 26.7 13.3 6.7 20.0 6.7 13.3 13.3 13.3 6.7 6.7 13.3 20.0 20.0 0.0 0.0

専門・技術サービス業 (46) 10.9 23.9 17.4 17.4 19.6 17.4 15.2 15.2 13.0 19.6 26.1 32.6 28.3 19.6 28.3 2.2 6.5

卸売業,小売業 (187) 11.8 19.8 14.4 11.8 15.5 9.1 5.9 8.0 10.7 3.2 6.4 18.7 7.0 11.2 32.1 2.1 7.5

不動産業，物品賃貸業 (74) 4.1 13.5 12.2 4.1 29.7 6.8 6.8 9.5 9.5 4.1 8.1 18.9 12.2 16.2 28.4 2.7 12.2

宿泊業，飲食サービス業 (103) 8.7 11.7 33.0 9.7 13.6 23.3 4.9 8.7 12.6 5.8 3.9 18.4 5.8 12.6 32.0 0.0 3.9

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 3.7 14.8 20.4 9.3 13.0 7.4 9.3 7.4 14.8 11.1 7.4 11.1 5.6 5.6 40.7 1.9 3.7

医療,福祉 (53) 5.7 7.5 7.5 1.9 15.1 7.5 11.3 5.7 5.7 5.7 71.7 35.8 1.9 18.9 15.1 0.0 5.7

その他 (44) 25.0 15.9 15.9 18.2 20.5 13.6 13.6 11.4 6.8 15.9 11.4 25.0 9.1 25.0 22.7 2.3 13.6

1人 (118) 7.6 14.4 9.3 5.9 16.1 10.2 6.8 4.2 5.9 5.1 12.7 18.6 7.6 11.0 30.5 1.7 11.0

2～4人 (194) 10.3 13.4 17.5 6.2 14.9 11.3 6.7 6.2 7.7 5.7 9.3 17.5 8.2 12.9 32.0 2.6 6.7

5～19人 (175) 10.9 19.4 21.7 13.1 18.9 13.7 5.7 10.3 15.4 10.3 20.0 22.9 8.6 16.0 26.9 2.3 4.6

20～49人 (52) 13.5 19.2 19.2 13.5 19.2 15.4 11.5 15.4 7.7 7.7 13.5 30.8 13.5 17.3 23.1 0.0 7.7

50人以上 (44) 13.6 20.5 18.2 18.2 15.9 11.4 13.6 20.5 20.5 6.8 18.2 31.8 11.4 18.2 27.3 0.0 4.5

昭和19年以前 (47) 14.9 14.9 23.4 8.5 14.9 14.9 6.4 10.6 8.5 4.3 19.1 34.0 21.3 19.1 19.1 4.3 8.5

昭和20年・30年代 (100) 5.0 13.0 11.0 5.0 16.0 8.0 4.0 6.0 6.0 3.0 5.0 15.0 11.0 10.0 49.0 3.0 8.0

昭和40年・50年代 (116) 10.3 14.7 13.8 8.6 18.1 8.6 6.0 11.2 12.1 6.0 9.5 19.0 5.2 13.8 28.4 0.9 13.8

昭和60年～平成15年 (118) 8.5 16.1 9.3 7.6 16.1 5.1 7.6 5.1 9.3 2.5 11.0 19.5 8.5 13.6 34.7 0.8 6.8

平成16年～平成25年 (106) 10.4 16.0 24.5 12.3 17.0 19.8 14.2 9.4 14.2 12.3 25.5 27.4 9.4 17.9 23.6 0.0 2.8

平成26年以降 (106) 15.1 20.8 27.4 16.0 17.9 17.9 8.5 11.3 11.3 13.2 17.0 20.8 5.7 14.2 17.0 3.8 1.9

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

業
種
別

0%

10%

20%

30%

40%
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コ 公的支援策の利用 

問18 国、東京都、自治体（区市町村）が実施している支援策で、これまで利用されて有効だった支援

策をお書きください。 

 

● 国 

・ 持続化給付金 【55】 

・ 家賃支援給付金 【20】 

・ 一時支援金 【２】 

・ 月次支援金 【３】 

・ 事業復活支援金 【19】 

・ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 【１】 

・ 感染拡大防止継続支援補助金（医療） 【５】 

・ 融資等 【３】 

・ 不明（コロナ関連と記載あるが詳細不明） 【11】 

・ 雇用調整助成金 【４】 

・ 事業再構築助成金 

・ その他（上記以外） 【７】 

 

● 東京都 

・ コロナ協力金、給付金、支援金 【61】 

・ 家賃支援給付金 【16】 

・ 融資 【４】 

・ 雇用調整助成金 【２】 

・ 雇用環境整備促進奨励金 【１】 

・ 新規事業支援 

・ その他（上記以外） 【４】  

 

● 自治体（区市町村） 

【武蔵野市】 

・ コロナ中小企業者等特別支援金 【10】 

・ コロナ感染拡大防止中小企業者等緊急支援金 【15】 

・ 家賃支援金 【４】 

・ 商店会活性出店支援金 【４】 

・ 創業 【３】 

・ 地域券 【22】 

・ 融資等 【７】  

・ その他（上記以外） 【４】 

【その他の自治体、機関】 

・ 創業時に杉並区のインキュベーション施設を利用した（杉並区） 

・ コロナに負けない環境整備補助金（三鷹市） 

・ 電気自動車充電スタンド設置補助金（横浜市） 
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・ コロナ対策融資（日本政策金融公庫） 

・ テレワーク助成金（東京しごと財団） 

・ 小規模事業者持続化補助金（商工会議所） 【１】 

・ マル経融資（商工会議所） 【１】 

※支援策名称は、調査票の表記とおりに記載している。 
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問19 市内事業所からみて、武蔵野市は、これからどのようになれば、より魅力的で活力あふれる都市

（まち）になると思いますか。（最も当てはまるもの３つまでに○） 

 

 武蔵野市の産業振興の方向性は、「個性ある店から大型店まで歩いて回れる、買物やまち歩きが楽

しいまち」（42.3％）が最も高く、「治安が良く災害に強い安全なまち」（38.8％）、「静かで豊かな緑

に囲まれた住環境が広がるまち」（36.6％）の順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」（55.0％）と「生活関連サービス業，娯楽業」（35.2％）は「治安が良く

災害に強い安全なまち」が最も高い。他の業種に比べて「製造業」は「日頃から文化や芸術に触れ

あえるまち」（33.3％）、「年齢や、障がいのあるなしに関わらず暮らし続けられる、支え合いのある

まち」（33.3％）、「全ての人がその個性と能力を生かせる多様性が尊重されるまち」（20.0％）が高

い。「医療,福祉」は「医療体制が整い、健康づくりが盛んな、いきいきと健康で暮らし続けられる

まち」（60.4％）が約６割を占める。 

 従業者規模別にみると、『４人以下』と回答した事業者は「治安が良く災害に強い安全なまち」が４

割以上である。「50人以上」と回答した事業者は「静かで豊かな緑に囲まれた住環境が広がるまち」

（43.2％）が最も高い。 

 創業年別にみると、『昭和20年以降』では、創業年が新しくなるほど「静かで豊かな緑に囲まれた

住環境が広がるまち」が高くなる傾向がみられる。 

武蔵野市の産業振興の方向性 
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日頃から文化や芸術に触れあえるまち

静かで豊かな緑に囲まれた住環境が広がるまち

妊娠期から子育て期まで切れ目のない支

援がある、安心して子育てしやすいまち

年齢や、障がいのあるなしに関わらず暮

らし続けられる、支え合いのあるまち

医療体制が整い、健康づくりが盛んな、

いきいきと健康で暮らし続けられるまち

誰もが学びたいときに学べる

、生涯学習環境が整ったまち

市民参加、地域参加、ボランティ

アなどが盛んな市民力の高いまち

個性ある店から大型店まで歩いて回

れる、買物やまち歩きが楽しいまち

商工業がさかんな産業都市

ごみの発生抑制やエネルギーの地産地消

により、環境に配慮した持続可能なまち

治安が良く災害に強い安全なまち

行政サービスに人工知能やＩＣＴ関

連技術などを取り入れた先進都市

全ての人がその個性と能力を生

かせる多様性が尊重されるまち

その他

無回答
n=601
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武蔵野市の産業振興の方向性（業種別、従業者規模別、創業年別） 

 

  

(ｎ)

日
頃
か
ら
文
化
や
芸
術
に
触
れ
あ
え
る
ま
ち

静
か
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ま
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、
安
心
し
て
子
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し
や
す
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ま
ち
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障
が
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あ
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に
関
わ
ら
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暮
ら
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続
け
ら
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る
、
支
え
合
い
の
あ
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ま
ち

医
療
体
制
が
整
い
、
健
康
づ
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り
が
盛
ん
な
、
い
き

い
き
と
健
康
で
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
ま
ち

誰
も
が
学
び
た
い
と
き
に
学
べ
る
、
生
涯
学
習
環
境

が
整
っ
た
ま
ち

市
民
参
加
、
地
域
参
加
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
が
盛

ん
な
市
民
力
の
高
い
ま
ち

個
性
あ
る
店
か
ら
大
型
店
ま
で
歩
い
て
回
れ
る
、

買
物
や
ま
ち
歩
き
が
楽
し
い
ま
ち

商
工
業
が
さ
か
ん
な
産
業
都
市

ご
み
の
発
生
抑
制
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
に
よ

り
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
ま
ち

治
安
が
良
く
災
害
に
強
い
安
全
な
ま
ち

行
政
サ
ー
ビ
ス
に
人
工
知
能
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
連
技
術
な

ど
を
取
り
入
れ
た
先
進
都
市

全
て
の
人
が
そ
の
個
性
と
能
力
を
生
か
せ
る
多
様

性
が
尊
重
さ
れ
る
ま
ち

そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 23.0 36.6 20.1 18.3 23.6 7.2 7.5 42.3 7.2 10.0 38.8 3.3 10.6 4.5 3.7

建設業 (20) 0.0 30.0 25.0 25.0 40.0 5.0 0.0 20.0 25.0 15.0 55.0 5.0 10.0 5.0 0.0

製造業 (15) 33.3 40.0 6.7 33.3 13.3 6.7 0.0 33.3 0.0 6.7 26.7 0.0 20.0 0.0 20.0

専門・技術サービス業 (46) 30.4 32.6 19.6 28.3 13.0 15.2 6.5 43.5 6.5 4.3 37.0 4.3 13.0 4.3 4.3

卸売業,小売業 (187) 24.6 36.4 18.7 14.4 17.1 5.3 5.3 49.2 5.9 11.2 40.1 3.7 12.3 4.3 4.3

不動産業，物品賃貸業 (74) 14.9 32.4 13.5 16.2 20.3 2.7 16.2 59.5 9.5 10.8 39.2 4.1 9.5 4.1 4.1

宿泊業，飲食サービス業 (103) 29.1 38.8 19.4 11.7 19.4 7.8 6.8 44.7 10.7 9.7 37.9 1.0 11.7 4.9 2.9

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 22.2 29.6 27.8 22.2 20.4 14.8 5.6 22.2 1.9 9.3 35.2 3.7 14.8 9.3 3.7

医療,福祉 (53) 20.8 41.5 26.4 24.5 60.4 7.5 13.2 20.8 3.8 5.7 35.8 3.8 3.8 5.7 0.0

その他 (44) 20.5 47.7 22.7 22.7 34.1 4.5 6.8 43.2 6.8 15.9 34.1 4.5 2.3 0.0 2.3

1人 (118) 22.0 39.0 18.6 24.6 25.4 11.9 7.6 31.4 2.5 10.2 44.1 5.1 10.2 5.1 3.4

2～4人 (194) 23.2 35.6 15.5 18.0 20.6 5.7 6.2 46.4 8.8 10.8 43.8 2.1 9.3 4.6 5.2

5～19人 (175) 22.9 37.1 24.6 14.9 26.9 7.4 9.1 47.4 9.1 9.1 33.7 4.0 10.3 3.4 1.7

20～49人 (52) 21.2 32.7 26.9 15.4 23.1 5.8 5.8 46.2 3.8 13.5 34.6 3.8 17.3 1.9 3.8

50人以上 (44) 27.3 43.2 25.0 20.5 22.7 4.5 9.1 34.1 6.8 4.5 22.7 2.3 9.1 9.1 4.5

昭和19年以前 (47) 14.9 38.3 29.8 17.0 27.7 4.3 4.3 40.4 8.5 14.9 44.7 2.1 8.5 6.4 2.1

昭和20年・30年代 (100) 11.0 28.0 18.0 20.0 29.0 5.0 7.0 30.0 13.0 9.0 46.0 2.0 9.0 8.0 5.0

昭和40年・50年代 (116) 19.0 32.8 12.9 17.2 21.6 5.2 11.2 44.8 10.3 13.8 41.4 1.7 8.6 4.3 7.8

昭和60年～平成15年 (118) 26.3 39.8 16.1 17.8 22.9 4.2 6.8 44.1 3.4 11.0 41.5 1.7 11.0 3.4 3.4

平成16年～平成25年 (106) 34.0 40.6 20.8 22.6 23.6 9.4 6.6 47.2 4.7 3.8 35.8 2.8 11.3 3.8 0.9

平成26年以降 (106) 26.4 40.6 30.2 15.1 21.7 14.2 7.5 44.3 3.8 9.4 24.5 9.4 14.2 2.8 1.9

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
年
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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問 20 行政が取り組むべき支援策として、どのような支援策を充実してほしいですか。（最も当てはま

るもの５つまでに○） 

 

 行政が取り組むべき支援策は、「事業所・店舗の改修、設備の更新・新規導入」（27.8％）が最も高

く、「資金調達」（24.1％）、「事業承継への支援」（19.5％）の順で続く。 

 業種別にみると、「建設業」は「人材の確保・育成」（40.0％）が４割、「製造業」は「販路開拓支援」

（46.7％）が４割台半ば超えである。「専門・技術サービス業」は「創業・開業支援」（23.9％）と

「資金調達」（23.9％）が最も高い。他の業種に比べて「生活関連サービス業，娯楽業」は「多様な

働き方への支援」（29.6％）と「事業所・店舗の改修、設備の更新・新規導入」（38.9％）が高い。 

 従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「デジタル化・DXの取組み支援」と「企業間

連携・異業種交流」が高くなるけいこがみられ、従業者規模が小さくなるほど「経営力やスキルアッ

プに向けた「学ぶ」機会づくり」と「資金調達」が高くなる傾向がみられる。 

 創業年別にみると、他の創業年に比べて「昭和 19 年以前」と回答した事業者は「大学や研究機関

との連携」（8.5％）、「多様な働き方への支援」（21.3％）、「事業承継への支援」（29.8％）、「事業所・

店舗の改修、設備の更新・新規導入」（36.2％）が高い。「平成16年～平成25年」と回答した事業

者は「資金調達」（32.1％）が最も高い。 

行政が取り組むべき支援策 

 

  

12.3

17.1

13.3

14.8

18.0

12.3

6.2

16.6

11.8

18.0

19.5

27.8

8.8

24.1

13.3

10.5

3.5

14.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

製品・商品・サービスの開発・魅力向上

販路開拓支援（情報発信・ブランド化 等）

新事業展開・第二創業への支援

創業・開業支援

デジタル化・ＤＸの取組み支援

企業間連携・異業種交流

大学や研究機関との連携

人材の確保・育成

経営力やスキルアップに向

けた「学ぶ」機会づくり

多様な働き方への支援（ﾃﾚﾜｰｸ環

境、子育て・介護との両立支援 等）

事業承継への支援

事業所・店舗の改修、設備の更新・新規導入

経営相談、専門家による診断・アドバイス

資金調達（融資）

ＳＤＧｓへの取組み支援

脱炭素に向けた取組み支援（省エネ

化、再生エネ化、新事業化 等）

その他

無回答
n=601
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行政が取り組むべき支援策（業種別、従業者規模別、創業年別） 
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専
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家
に
よ
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診
断
・ア
ド
バ
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調
達
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融
資
）

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
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み
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援

脱
炭
素
に
向
け
た
取
組
み
支
援
（
省
エ
ネ
化
、

再
生
エ
ネ
化
、
新
事
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化　

等
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そ
の
他

無
回
答

全体 (601) 12.3 17.1 13.3 14.8 18.0 12.3 6.2 16.6 11.8 18.0 19.5 27.8 8.8 24.1 13.3 10.5 3.5 14.3

建設業 (20) 15.0 5.0 0.0 20.0 25.0 15.0 0.0 40.0 10.0 15.0 35.0 25.0 5.0 20.0 25.0 25.0 0.0 0.0

製造業 (15) 20.0 46.7 20.0 13.3 26.7 26.7 6.7 26.7 13.3 6.7 26.7 0.0 6.7 26.7 13.3 26.7 0.0 6.7

専門・技術サービス業 (46) 6.5 13.0 15.2 23.9 19.6 15.2 6.5 10.9 19.6 17.4 17.4 19.6 15.2 23.9 8.7 6.5 2.2 17.4

卸売業,小売業 (187) 14.4 24.1 15.5 12.3 18.2 11.8 2.1 13.9 9.1 11.8 13.9 29.9 10.2 22.5 15.5 10.2 2.1 16.6

不動産業，物品賃貸業 (74) 10.8 16.2 8.1 13.5 20.3 9.5 16.2 18.9 13.5 24.3 33.8 32.4 9.5 28.4 10.8 8.1 6.8 13.5

宿泊業，飲食サービス業 (103) 14.6 13.6 11.7 13.6 7.8 9.7 4.9 15.5 8.7 20.4 17.5 25.2 4.9 24.3 13.6 12.6 4.9 17.5

生活関連サービス業，娯楽業 (54) 7.4 5.6 11.1 16.7 7.4 9.3 3.7 16.7 13.0 29.6 13.0 38.9 5.6 27.8 11.1 3.7 3.7 9.3

医療,福祉 (53) 5.7 9.4 18.9 13.2 30.2 15.1 13.2 30.2 17.0 22.6 22.6 32.1 9.4 20.8 11.3 9.4 5.7 5.7

その他 (44) 18.2 22.7 15.9 18.2 29.5 15.9 6.8 4.5 11.4 13.6 22.7 18.2 9.1 22.7 9.1 13.6 2.3 18.2

1人 (118) 11.9 13.6 15.3 20.3 11.9 5.1 4.2 8.5 16.1 15.3 19.5 21.2 15.3 27.1 11.0 9.3 1.7 22.0

2～4人 (194) 8.8 14.9 9.8 10.8 16.0 12.9 7.7 9.3 13.9 15.5 20.1 33.5 8.8 26.3 12.4 13.4 4.6 16.0

5～19人 (175) 12.6 20.6 18.3 20.0 20.6 13.7 6.9 24.6 9.1 21.1 22.3 29.7 5.1 25.7 11.4 8.6 2.9 10.3

20～49人 (52) 19.2 25.0 15.4 11.5 25.0 19.2 1.9 28.8 7.7 23.1 25.0 23.1 7.7 19.2 19.2 7.7 3.8 3.8

50人以上 (44) 15.9 13.6 6.8 2.3 29.5 20.5 6.8 27.3 6.8 22.7 4.5 22.7 6.8 6.8 25.0 15.9 4.5 11.4

昭和19年以前 (47) 6.4 10.6 6.4 6.4 17.0 8.5 8.5 17.0 8.5 21.3 29.8 36.2 10.6 10.6 10.6 8.5 0.0 14.9

昭和20年・30年代 (100) 13.0 16.0 4.0 12.0 15.0 13.0 2.0 14.0 9.0 13.0 24.0 25.0 6.0 22.0 13.0 11.0 6.0 25.0

昭和40年・50年代 (116) 11.2 16.4 9.5 14.7 17.2 12.1 7.8 14.7 6.9 17.2 23.3 28.4 7.8 21.6 12.9 11.2 2.6 17.2

昭和60年～平成15年 (118) 9.3 11.9 14.4 15.3 21.2 11.9 4.2 18.6 11.9 19.5 17.8 27.1 9.3 26.3 11.0 10.2 4.2 16.1

平成16年～平成25年 (106) 14.2 24.5 22.6 16.0 18.9 12.3 7.5 17.9 18.9 19.8 11.3 28.3 11.3 32.1 14.2 8.5 4.7 6.6

平成26年以降 (106) 17.9 20.8 18.9 17.9 18.9 14.2 7.5 17.0 15.1 19.8 16.0 26.4 9.4 23.6 16.0 11.3 1.9 6.6

業
種
別

従
業
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模
別
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業
年
別
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サ 自由意見 

○武蔵野市の産業振興について、ご意見・要望などがありましたら、ご自由にご記入ください。 

 

【魅力ある個店づくり・まちづくり】 

・ 駅周辺には飲食店が多いが、駅から離れるとコンビニ以外の選択肢がない。食べることは生き

ることへの意欲に繋がる。そんな店が発展していくと嬉しいと思う。（製造業、5～19人） 

・ 小さくとも魅力ある個性的な店を大切にして頂きたい。（卸売業,小売業、1人） 

・ 以前はワクワクする店舗が多かったが、現在はどこの街と比較しても何の個性もない街になっ

てきた。また、駅前が整備されておらず、弱者に厳しい武蔵野は魅力的ではない。（卸売業,小

売業、1人） 

・ 目先の事だけではなく、次世代にどの様なまちを残していくかを考えたまちづくりが必要。今

のままでは大型店やチェーン店、同業種ばかりのまちになる。出店できるのが資金力のある企

業ばかりになる状況が問題。（卸売業,小売業、1人） 

・ 個店が生き生き商売出来るような、テナント料の安い店舗が必要。（卸売業,小売業、1人） 

・ 武蔵野市での個人商店持続は限界を感じる。家賃が高い上に、消費者は保守的で、なかなか難

しい現状である。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 外からの購買以前に市民の購買行動を取り戻す施策が必要と考える。住みたい街などと外から

見られる事への意識を内へと変換の時期で、如何に自分たちが魅力的なふるまいが、出来るか

にあると考える。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 最近、空き店舗が目立つ様になり、業種もフランチャイズ店が増えた気がする。個性あふれる

おしゃれな個人商店がたちならぶ街なみは、もう過去の姿になってしまった。街を散歩してみ

て帰る方が多く、しかも、家賃が高いので、どこも苦戦している。まちを美しくして、守って

いきたい。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 緑も多く、静かで治安も良く、とても良い町だと思っている。今は店の経営のみで手一杯だ

が、店を訪ねてくれる客が増えれば、武蔵野市の魅力を広げる一助になるのではと、頑張って

いる。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 店舗改修等の支援を充実して頂けたら有難い。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 行政主導ではなかなか成果が上がらないとは思う。 魅力的な店舗や街並みが活性化には必要。

若い人にチャンスを与えることで可能になると思う。チェーン店に頼らない街作りをしてほし

い。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 

・ 市、独自の振興策を期待する。街の賑わいを支える個人事業主に対して手厚い政策を求める。

大手企業は経営体力等、零細企業にはない部分でハンデがある。没個性を招く施策はやめてほ

しい。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 地元の店が姿を消して量販店が蔓延る魅力のない街になってきている。（生活関連サービス業，

娯楽業、5～19人） 

・ 市内の昔ながらの個店が減少しており、商店会支援の強化が必要と考える。吉祥寺エリアの地

代の高騰の抑制。（生活関連サービス業，娯楽業、5～19人） 【１】 

【商店街の活性化】 

・ 路線商店は駅前よりも店の減少が進んで今後は商店街そのものがなくなっていく。3～5年のう

ちには半分以下ではないか。（卸売業,小売業、1人） 

・ 吉祥寺駅中心は客が多いが、そこから離れるとどこの商店会も客が少ない。武蔵野市には50商

店会があるが、生鮮三品のある商店街はない。これでは客は来ない。個人の努力ではどうしよ
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うもない。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ FC（フランチャイズ）店が多くなると無組合店になり商店街の交通協力が薄れ、商店街のイベ

ントも費用人手が減り、魅力が無くなっていく。その為には、例えば大家が棚子（FC）に組合

に加入する事を伝える。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 行政には、地域商店会の現場の声を聞いてほしい。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 年配の事業主、地主の方の意識改革等をすれば、廃れてしまった商店街の活性化につながると

考える。頑固に新規事業者を受け入れずに居ることでシャッターがいつまでも開かない場所が

多いのではないか。（宿泊業，飲食サービス業、1人） 

【都市づくり・都市整備】 

・ 産業ではないが、街中の公園をきちんと整備してほしい。雑草が伸び、空き地としか思えな

い。遊具もなく、誰も子どもが遊んでいない。（本町周辺）とても”すみたい街”とは思えな

い。ここで育っている子どもたちがかわいそう。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 近隣商業地域の容積率の緩和。（卸売業,小売業、2～4人） 

・ 吉祥寺地区に喫煙所が1ヶ所というのは少なすぎる。飲食文化の発達を妨げている。ポイ捨て

が増えて困っている。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 井の頭道路上にバス停が8か所あるが、渋滞の源である。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 

・ 五日市街道の道路政策。（不動産業，物品賃貸業 、2～4人） 

・ 狭い商店街の道路、数メートルおきの電柱。休日となると、車、自転車、歩行者で繁雑な街と

化すのを何とかしてほしい。タバコ、缶、コップのポイ捨て。マナーを徹底してほしい。（不動

産業，物品賃貸業 、5～19人） 

・ 吉祥寺駅周辺の様々な規制（建ぺい率、容積、高さ、附置義務、設置義務など）を緩和し、活

力ある特区化。（不動産業，物品賃貸業 、5～19人） 

・ 吉祥寺の中心地は、平成以降、危険と隣り合わせの計画性の無い状態が続いており、物流を含

めた商業集積地の再々開発の税収に見合った施策をお願いしたい。（不動産業，物品賃貸業 、5

～19人） 

・ まちの美化（宿泊業，飲食サービス業、-） 

・ 南口再開発、歩行者とバスが近すぎる。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 中道通りで一方通行を逆走する車が危ない。（医療,福祉、5～19人） 

【イベント開催】  

・ 文化会館などで行なわれているイベント、コンサートは評判が良いので、そういった施設と、

市内の飲食店を結ぶようなきっかけ（クーポン等ではなく）があると市内の施設を利用する

方々が他の地域でお金を使わず、市内でお金を使ってくれる頻度があがり、良いのではない

か。（宿泊業，飲食サービス業、2～4人） 

・ 人の集まるイベントをたくさんやってほしい。（生活関連サービス業，娯楽業、20～49 人） 

・ 武蔵野市がおこなうイベントが魅力的でない。イベントのあり方で、市内の事業者同士コミュ

ニティのあり方や、街の姿が良い方に変わると思う。 また、吉祥寺のバス停前の道路の使用の

仕方など、一部の団体にのみ貸し出しをしているように思える。（その他、2～4人） 

【次世代のためのまちづくり】 

・ 次世代を見据えた環境配慮や子どもたちがイキイキと遊べる場づくり。（製造業、20～49人） 

・ 武蔵野市はとても魅力的な街なので、人に優しい憧れられる街づくりに期待をしたい。特に子

供たちや老人にとって住みやすい街作りを望む。 （専門・技術サービス業、1人） 
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・ 高齢化が一番の問題点となってくると思うので、若い世代が定着する環境整備が必要。（卸売

業,小売業、20～49人） 

【連携】 

・ 武蔵野市単独で産業振興を考えることに無理がある。中心3駅の駅前としての性格と規模に違

いがありすぎる。法人が市内に本社を設置するメリットがあまりない。三鷹市、西東京市、杉

並区などと物理的な壁があるわけではない。行政区の違いはあるが、広域で連携して検討した

らどうか。（不動産業，物品賃貸業 、5～19人） 

・ 農地の規制を緩和して市内の業者とコラボする。（不動産業，物品賃貸業 、5～19人） 

【情報発信】 

・ 幅広く企画されていると思うが、何らかの機会がないと知りえない情報が沢山ある。幅広いア

ナウンスが必要であり、商店会、商工会の伝える力がもっと必要。（専門・技術サービス業、5

～19人） 

・ 事例集があればいい。経験者のとり組みと成功、失敗も。予想だけのものはいらない。（宿泊

業，飲食サービス業、1人） 

【新型コロナウイルス感染症関連】 

・ コロナ禍が長引き、来店される客数が激減した。少しでも店に足を運んでもらえるよう、感染

対策グッズの提供や、無料広告の提供など、店が維持できるようサポートしてほしい。（卸売

業,小売業、1人） 

・ コロナ借金のこれからの返済に関する支援。（卸売業,小売業、5～19人） 

【創業支援】 

・ 地域住民の創業を後押しするような取り組み、特に、ハードだけではなくソフト面の支援とし

て創業機運を醸成するような取り組みや創業の裾野を広げるような取り組みを行うことで、中

長期的な産業の活性化を考えていけるといいのではないかと感じる。私たちは民間企業として

創業支援やまちづくりに取り組んでいるが、市としての方向性と足並みを揃えながら、連携し

て取り組めるとよりインパクトのあるものにしていけるのではないかと感じる。（専門・技術

サービス業、5～19人） 

【その他】 

・ 「くらし応援券」の継続実施。現在武蔵野市民以外の方が街にあふれているため、市民がもっ

と買い物がしやすい街づくりを希望。（卸売業,小売業、5～19人） 

・ 港区、中央区で取り組んでいるような地域振興券の発行。（宿泊業，飲食サービス業、2～4

人） 

・ 法人・個人事業者への税制改善。（宿泊業，飲食サービス業、5～19人） 

・ 武蔵野市は他市と比較しても税収も多く多様な行政サービスを展開できる基盤がある。だから

こそ他市ではできないような積極的な支援策を数多く講じていただきたい。（生活関連サービス

業，娯楽業、50人以上） 

・ スーパー・コンビニなどの宅配事業の推進。（その他、1人） 

・ 市内に特殊専門家の存在を調査し、その専門家を各企業に紹介すると同時に研修会を開催す

る。（その他、1人） 

・ 武蔵野商工会議所を中心とした産業振興が街の活性化につながる。（その他、2～4人） 

※誤字や個人が特定できる箇所については一部修正及び省略した。また、原文の趣旨をそこなわない形で一部加筆修正を

行っている。 

※【 】内は、同一意見数。  
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⑵ 市民調査 

ア 属性 

性別・年齢・居住地域・世帯の家族構成 

 性別は、「男性」（55.0％）が５割台半ば、「女性」（43.9％）が４割台半ば近くである。 

 年齢は、「50歳代」（28.1％）が最も高く、「60歳代」（24.8％）、「40歳代」（19.9％）の順で続く。 

 居住地域は、「吉祥寺北町」（12.0％）が最も高く、「境南町」（11.6％）、「中町」（10.9％）の順で続

く。 

 世帯の家族構成は、「親と子の世帯」（38.8％）が最も高く、「一人暮らし」（28.5％）、「夫婦のみ（パー

トナー含む）」（27.6％）の順で続く。 

性別                         年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域                     世帯の家族構成 

 

 

  

男性

55.0%

女性

43.9%

無回答

1.1%

n=727

10歳代

0.3%
20歳代

3.7%

30歳代

10.2%

40歳代

19.9%

50歳代

28.1%

60歳代

24.8%

70歳代

11.3%

80歳代以上

1.8%

n=727

吉祥寺東町

8.8%
吉祥寺南町

8.8%

御殿山

2.9%

吉祥寺本町

5.1%

吉祥寺北町

12.0%

中町

10.9%西久保

9.2%

緑町

4.4%

八幡町

3.3%

関前

6.6%

境

10.3%

境南町

11.6%

桜堤

6.2%

その他

0.0%

n=727

一人暮らし

28.5%

夫婦のみ（パートナー含む）

27.6%

親と子の世帯

38.8%

親と子と孫の世帯

2.9%

友人・他人と同居

（寮・シェアハウス等）

0.4%
その他

1.8%

n=727



124 

 

問５ ご職業は何ですか。（複数のご職業をお持ちの場合は、主なもの１つに○） 

 

 職業は、「会社員」（40.0％）が最も高く、「無職」（18.8％）、「非正規雇用者（パート・アルバイト・

派遣・契約社員）」（16.1％）の順で続く。 

 買い物環境改善のために必要なサービス別にみると、「電話・FAXによる宅配サービス」と回答した

市民は「無職」が最も高い。「移動スーパー・移動販売」（61.5％）、「御用聞き（商店等が用事注文

などを聞いて回ること）」（66.7％）、「近隣住民等の協力」（83.3％）、「ボランティアによる買い物支

援」（66.7％）と回答した市民は「会社員」が６割以上を占める。 

職業 

 

  

会社員

40.0%

公務員・団体職員

3.9%自営業 ・自由業

6.7%

非正規雇用者（パート・ア

ルバイト・派遣・契約社員）

16.1%

学生

1.5%

主に家事に従事

11.1%

無職

18.8%

その他

1.8%

n=727
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職業（買い物環境改善のために必要なサービス別） 

 

  

(ｎ)

回答者数 (727)

電話・FAXによる
宅配サービス (41)

お店で買った商品
の配達サービス (104)

移動スーパー・移
動販売 (26)

御用聞き（商店等
が用事注文などを

聞いて回ること）
(6)

送迎バス・乗り合
いタクシー等 (29)

配食サービス（宅
配のお弁当や材

料の配送）
(39)

買い物代行サー
ビス (33)

インターネット
ショッピング (156)

家族の協力 (88)

近隣住民等の協
力 (6)

介護ヘルパー等
による買い物支援 (9)

ボランティアによ
る買い物支援 (12)

その他 (6)

特になし (414)

買
い
物
環
境
改
善
の
た
め
に
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
別

（
M
A

）

会社員

40.0

26.8

42.3

61.5

66.7

44.8

35.9

48.5

44.2

42.0

83.3

44.4

66.7

33.3

38.6

公務員・団体職員

3.9

2.4

3.8

3.8

7.7

6.1

7.1

3.4

16.7

3.6

自営業 ・自由業

6.7

7.3

1.9

3.8

2.6

6.1

5.8

3.4

8.5

非正規雇用者

（パート・アルバイト・

派遣・契約社員）

16.1

7.3

17.3

11.5

10.3

2.6

12.1

13.5

11.4

16.7

17.4

学生

1.5

1.0

3.4

1.3

3.4

1.7

主に家事に従事

11.1

14.6

12.5

7.7

16.7

20.7

12.8

12.1

12.2

19.3

16.7

22.2

16.7

10.6

無職

18.8

41.5

20.2

11.5

16.7

20.7

33.3

15.2

15.4

17.0

33.3

16.7

16.7

17.6

その他

1.8

1.0

5.1

0.6

16.7

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問５で、「会社員」「公務員・団体職員」「自営業 ・自由業」「非正規雇用者（パート・アルバイト・派

遣・契約社員）」「学生」と回答された方にお聞きします。    

問５－１ 通勤・通学先はどこですか。（最も当てはまるもの１つに○） 

※会社等にお勤めで、現在テレワークで完全在宅勤務の場合は「1.自宅」とお答えください。 

在宅勤務と出社勤務の両方がある場合はお勤め先の所在地をお答えください。 

 

 通勤・通学先は、「東京23区内（練馬区、杉並区、新宿区、渋谷区、豊島区を除く）」（34.7％）が

最も高く、「武蔵野市内（自宅を除く）」（17.7％）、「自宅」（11.1％）の順で続く。 

通勤・通学先 

 

  

自宅

11.1%

武蔵野市内（自宅を除く）

17.7%

近接地域（練馬区、杉並

区、三鷹市、小金井市、

西東京市）
9.3%

東京都多摩地域

（武蔵野市、練馬区、杉並

区、三鷹市、小金井市、

西東京市を除く）

10.1%

新宿区

6.9%
渋谷区

4.2%

豊島区

1.0%

東京23区内（練馬区、杉

並区、新宿区、渋谷区、

豊島区を除く）
34.7%

埼玉県

0.8%

神奈川県

2.8%
その他

1.4%

n=496
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イ 市内での買い物・飲食等について 

問６ 市内の商店等（スーパー、大型店、量販店、コンビ二を除く）にどれぐらいの頻度で行かれます

か。（当てはまるもの１つに○） 

 

 市内の商店等（スーパー、大型店、量販店、コンビ二を除く）の利用頻度は、「週に２～３回程度」

（34.8％）が最も高く、「ほぼ毎日利用している」（17.7％）、「週に４～５回程度」（15.7％）の順で

続く。「ほぼ毎日利用している」、「週に４～５回程度」、「週に２～３回程度」、「週に１回程度」を合

わせた『週に１回程度以上』（％）は８割台半ば近くを占める。 

 年代別にみると、「20歳代」は「週に１回程度」（37.0％）が最も高い。「10歳代」を除くすべての

年代で『週に１回以上』が８割以上を占める。 

市内の商店等（スーパー、大型店、量販店、コンビ二を除く）の利用頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内の商店等（スーパー、大型店、量販店、コンビ二を除く）の利用頻度（年代別） 

 

(ｎ)

合計 (727)

10歳代 (2)

20歳代 (27)

30歳代 (74)

40歳代 (145)

50歳代 (204)

60歳代 (180)

70歳代 (82)

80歳代以上 (13)

年
代
別

ほぼ毎日利用

している

17.7

25.9

18.9

19.3

21.6

10.6

19.5

7.7

週に4～5回

程度

15.7

3.7

13.5

9.7

18.1

17.2

20.7

30.8

週に2～3回

程度

34.8

25.9

37.8

39.3

30.9

39.4

24.4

53.8

週に1回

程度

15.5

50.0

37.0

14.9

15.2

13.7

15.6

15.9

月に2～3回

程度

5.9

50.0

3.7

4.1

6.2

6.9

6.1

4.9

月に1回

程度

4.0

3.7

5.4

4.1

2.5

4.4

4.9

7.7

年に数回

程度

1.8

1.4

2.1

1.5

2.2

2.4

ほとんど

利用しない

4.5

4.1

4.1

4.9

4.4

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほぼ毎日利用している

17.7%

週に4～5回程度

15.7%

週に2～3回程度

34.8%

週に1回程度

15.5%

月に2～3回程度

5.9%

月に1回程度

4.0%

年に数回程度

1.8%

ほとんど利用しない

4.5%

n=727
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問７ 日常生活品等の買い物環境について、改善するために必要なサービス等は何ですか。（現在利用し

ているものを除く。当てはまるものすべてに◯） 

 

 日常生活品等の買い物環境改善のために必要なサービス等は、「インターネットショッピング」

（21.5％）が最も高く、「お店で買った商品の配達サービス」（14.3％）、「家族の協力」（12.1％）の

順で続く。「特になし」（56.9％）は５割台半ば超えである。 

 年代別にみると、「80歳代以上」は他の年代に比べて「家族の協力」（38.5％）が高く、「お店で買っ

た商品の配達サービス」（30.8％）が約３割である。 

 職業別にみると、「その他」を除くすべての職業で「インターネットショッピング」が最も高い。 

日常生活品等の買い物環境改善のために必要なサービス等 

 

  

5.6

14.3

3.6

0.8

4.0

5.4

4.5

21.5

12.1

0.8

1.2

1.7

0.8

56.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

電話・FAXによる宅配サービス

お店で買った商品の配達サービス

移動スーパー・移動販売

御用聞き（商店等が用事注文などを聞いて回ること）

送迎バス・乗り合いタクシー等

配食サービス（宅配のお弁当や材料の配送）

買い物代行サービス

インターネットショッピング

家族の協力

近隣住民等の協力

介護ヘルパー等による買い物支援

ボランティアによる買い物支援

その他

特になし

n=727
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日常生活品等の買い物環境改善のために必要なサービス等（年代別、職業別） 

 

  

(ｎ)

電
話
・
Ｆ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
宅
配
サ
ー

ビ
ス

お
店
で
買
っ
た
商
品
の
配
達
サ
ー

ビ
ス

移
動
ス
ー
パ
ー
・
移
動
販
売

御
用
聞
き
（
商
店
等
が
用
事
注
文

な
ど
を
聞
い
て
回
る
こ
と
）

送
迎
バ
ス
・
乗
り
合
い
タ
ク
シ
ー

等配
食
サ
ー
ビ
ス
（
宅
配
の
お
弁
当

や
材
料
の
配
送
）

買
い
物
代
行
サ
ー
ビ
ス

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

家
族
の
協
力

近
隣
住
民
等
の
協
力

介
護
ヘ
ル
パ
ー
等
に
よ
る
買
い
物

支
援

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
買
い
物
支

援そ
の
他

特
に
な
し

全体 (727) 5.6 14.3 3.6 0.8 4.0 5.4 4.5 21.5 12.1 0.8 1.2 1.7 0.8 56.9

10歳代 (2) 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

20歳代 (27) 0.0 7.4 3.7 0.0 3.7 0.0 0.0 11.1 14.8 0.0 0.0 0.0 0.0 70.4

30歳代 (74) 2.7 13.5 8.1 1.4 1.4 8.1 10.8 31.1 17.6 2.7 0.0 1.4 0.0 52.7

40歳代 (145) 4.1 16.6 5.5 1.4 4.1 5.5 7.6 25.5 12.4 0.7 0.7 2.8 0.0 51.0

50歳代 (204) 4.9 12.3 2.9 0.0 2.9 4.9 2.9 21.1 8.3 1.5 1.5 1.0 1.5 64.2

60歳代 (180) 5.6 16.7 1.7 1.1 4.4 3.9 2.2 19.4 12.2 0.0 2.2 1.7 0.6 54.4

70歳代 (82) 13.4 9.8 2.4 1.2 7.3 7.3 3.7 15.9 11.0 0.0 1.2 2.4 2.4 58.5

80歳代以上 (13) 15.4 30.8 0.0 0.0 7.7 15.4 7.7 7.7 38.5 0.0 0.0 0.0 0.0 30.8

会社員 (291) 3.8 15.1 5.5 1.4 4.5 4.8 5.5 23.7 12.7 1.7 1.4 2.7 0.7 55.0

公務員・団体職員 (28) 3.6 14.3 3.6 0.0 0.0 10.7 7.1 39.3 10.7 0.0 0.0 0.0 3.6 53.6

自営業 ・自由業 (49) 6.1 4.1 2.0 0.0 0.0 2.0 4.1 18.4 6.1 0.0 0.0 0.0 0.0 71.4

非正規雇用者（パート・アルバイト・派
遣・契約社員）

(117) 2.6 15.4 2.6 0.0 2.6 0.9 3.4 17.9 8.5 0.0 0.0 0.0 0.9 61.5

学生 (11) 0.0 9.1 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 18.2 27.3 0.0 0.0 0.0 0.0 63.6

主に家事に従事 (81) 7.4 16.0 2.5 1.2 7.4 6.2 4.9 23.5 21.0 1.2 2.5 2.5 0.0 54.3

無職 (137) 12.4 15.3 2.2 0.7 4.4 9.5 3.6 17.5 10.9 0.0 2.2 1.5 0.7 53.3

その他 (13) 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 61.5

年
代
別

職
業
別

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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問８ 市内の商店会に、どのようなことを望まれますか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 市内の商店会に望むことは、「買い物しやすい、歩いて楽しい商店会」（47.0％）が最も高く、「生活

必需品が購入できる」（43.7％）、「キャッシュレス化（電子決済、電子スタンプ等）」（39.5％）の順

で続く。 

 年代別にみると、「40歳代」と「70歳代」は「買い物しやすい、歩いて楽しい商店会」（52.4％）が

５割強を占める。『59歳以下』は「キャッシュレス化（電子決済、電子スタンプ等）」４割以上であ

る。『50 歳以上』では、年代が高くなるほど「生活必需品が購入できる」、「医療・介護サービスの

店舗」、「休憩所、交流スペース」、「商品の相談等の会話やきめ細かなサービス」が高くなる傾向が

みられる。 

市内の商店会に望むこと 
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医療・介護サービスの店舗

コワーキングスペース

休憩所、交流スペース

商品の相談等の会話やきめ細かなサービス

ホームページやSNSを通じた情報提供

キャッシュレス化（電子決済、電子スタンプ等）

ネットでの注文・販売※クレジットカードや電子マネーの利用

移動販売・配達サービス

マルシェ等の買い物イベント

子育て世代向けのイベント・サービス

高齢者向けのイベント・サービス

買い物しやすい、歩いて楽しい商店会

SDGsに取り組む商店（会）に関する情報発信

市民・学生ボランティアとの協働

その他 n=727
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市内の商店会に望むこと（年代別） 
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移
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マ
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買
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イ
ベ
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子
育
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向
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イ
ベ
ン
ト
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サ
ー
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ス高
齢
者
向
け
の
イ
ベ
ン
ト
・
サ
ー
ビ
ス

買
い
物
し
や
す
い
、
歩
い
て
楽
し
い
商
店

会Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
取
り
組
む
商
店
（
会
）
に
関

す
る
情
報
発
信

市
民
・
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
の
協
働

そ
の
他

全体 (727) 43.7 39.1 9.4 3.7 14.4 4.7 8.9 39.5 24.1 8.1 17.9 0.4 0.7 47.0 4.7 3.6 3.9

10歳代 (2) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20歳代 (27) 25.9 18.5 3.7 3.7 14.8 3.7 0.0 55.6 25.9 14.8 11.1 0.0 0.0 29.6 3.7 7.4 3.7

30歳代 (74) 45.9 29.7 8.1 5.4 10.8 1.4 10.8 41.9 29.7 9.5 18.9 1.4 0.0 39.2 6.8 1.4 5.4

40歳代 (145) 46.9 42.1 9.0 3.4 15.2 3.4 13.1 44.1 25.5 7.6 25.5 1.4 0.7 52.4 5.5 4.1 1.4

50歳代 (204) 41.2 45.1 6.9 4.9 12.3 4.4 6.4 43.6 23.0 8.3 17.6 0.0 1.0 45.6 6.4 2.9 6.9

60歳代 (180) 41.7 40.0 11.7 2.8 15.0 5.0 8.3 33.9 21.7 7.2 17.2 0.0 0.6 48.9 2.2 5.0 3.3

70歳代 (82) 51.2 32.9 12.2 2.4 18.3 8.5 11.0 30.5 19.5 6.1 9.8 0.0 1.2 52.4 3.7 2.4 1.2

80歳代以上 (13) 61.5 38.5 23.1 0.0 30.8 15.4 7.7 7.7 38.5 15.4 7.7 0.0 0.0 38.5 0.0 0.0 0.0

年
代
別
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ウ 就業・起業について 

問９ 市内での就業について、どう思われますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 市内での就業意向は、「就業する予定がないので分からない」（36.7％）が最も高く、「現在は就業し

ていない、もしくは市外で就業しているが、市内での就業に関心はある」（19.9％）、「現在は就業し

ていない、もしくは市外で就業しているが、特に市内で就業したいとは思わない」（15.5％）の順で

続く。「市内で就業しており、今後も市内で就業し続けたい」と「市内で就業しているが、就業場所

は市内にこだわっていない」を合わせた『市内で就業している』（21.4％）は２割強である。 

 年代別にみると、他の年代に比べて「40歳代」は「現在は就業していない、もしくは市外で就業し

ているが、市内での就業に関心はある」（30.3％）が高い。年代が低くなるほど「現在は就業してい

ない、もしくは市外で就業しているが、特に市内で就業したいとは思わない」が高くなる傾向がみ

られる。 

市内での就業意向 
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36.7%

その他

1.5%

n=727
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市内での就業意向（年代別） 

 

  

(ｎ)

合計 (727)

10歳代 (2)

20歳代 (27)

30歳代 (74)

40歳代 (145)

50歳代 (204)

60歳代 (180)

70歳代 (82)

80歳代以上 (13)

年
代
別

市内で就業しており、

今後も市内で就業

し続けたい

14.2

7.4

13.5

13.1

16.7

16.7

7.3

15.4

市内で就業しているが、

就業場所は市内に

こだわっていない

7.2

14.8

5.4

9.7

8.3

6.1

2.4

現在は就業していない、

もしくは市外で就業して

いるが、是非とも市内で

就業したい

5.0

11.1

2.7

4.8

5.9

5.6

2.4

現在は就業していない、

もしくは市外で就業して

いるが、市内での就業

に関心はある

19.9

11.1

20.3

30.3

23.0

17.2

6.1

現在は就業していない、

もしくは市外で就業して

いるが、特に市内で

就業したいとは思わない

15.5

100.0

33.3

25.7

23.4

15.7

8.3

2.4

就業する予定が

ないので分からない

36.7

22.2

32.4

17.2

27.9

45.6

76.8

76.9

その他

1.5

1.4

2.5

0.6

2.4

7.7
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134 

 

問９で、「市内で就業しており、今後も市内で就業し続けたい」「市内で就業しているが、就業場所は市

内にこだわっていない」「現在は就業していない、もしくは市外で就業しているが、是非とも市内で就業

したい」「現在は就業していない、もしくは市外で就業しているが、市内での就業に関心はある」「現在

は就業していない、もしくは市外で就業しているが、特に市内で就業したいとは思わない」と回答され

た方にお聞きします。 

問９－１ 市内での就業につながるために、企業に求める取組みは何ですか。（最も当てはまるもの５つ

までに○） 

 

 市内での就業につながるために、企業に求める取組みは、「給与額を確保するための安定経営」

（41.2％）が最も高く、「ワークライフバランスに応じた働き方への対応」（40.3％）、「柔軟な勤務

時間・場所（テレワーク等）への対応」（39.4％）の順で続く。 

 年代別にみると、「20歳代」は「柔軟な勤務時間・場所（テレワーク等）への対応」（47.6％）が最

も高い。他の年代に比べて「30 歳代」は「企業と人材をつなぐマッチング」（40.0％）、「給与額を

確保するための安定経営」（54.0％）、「ワークライフバランスに応じた働き方への対応」（52.0％）

が高い。『60歳以上』は、「シニア層の雇用」が５割以上を占める。 

市内での就業につながるために、企業に求める取組み 
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企業と人材をつなぐマッチング
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給与額を確保するための安定経営

実績に応じた給与システム

柔軟な勤務時間・場所（テレワーク等）への対応

ワークライフバランスに応じた働き方への対応

試用期間・インターンシップの導入

社内における良好な人間関係づくり

シニア層の雇用

社員育成・スキルアップ対応

福利厚生の充実

その他 n=449
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市内での就業につながるために、企業に求める取組み（年代別） 
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福
利
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そ
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全体 (449) 22.7 34.7 6.5 41.2 22.5 39.4 40.3 5.6 25.6 37.2 13.6 29.8 2.0

10歳代 (2) 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20歳代 (21) 19.0 19.0 19.0 42.9 38.1 47.6 23.8 0.0 23.8 4.8 28.6 42.9 0.0

30歳代 (50) 24.0 40.0 8.0 54.0 30.0 40.0 52.0 4.0 28.0 10.0 24.0 40.0 0.0

40歳代 (118) 23.7 38.1 8.5 41.5 23.7 40.7 45.8 7.6 22.0 22.0 16.1 33.1 2.5

50歳代 (142) 25.4 37.3 5.6 43.7 21.1 33.8 40.1 7.0 29.6 45.8 10.6 28.2 2.1

60歳代 (97) 16.5 29.9 1.0 34.0 14.4 42.3 36.1 3.1 21.6 61.9 9.3 22.7 2.1

70歳代 (17) 29.4 29.4 11.8 17.6 29.4 47.1 23.5 5.9 29.4 52.9 0.0 17.6 5.9

80歳代以上 (2) 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0

年
代
別
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問10 今後、ご自身が起業されることに関心がありますか。（当てはまるもの１つに○） 

 

 起業への関心は、「以前も今も関心がない」（57.4％）が最も高く、「以前は関心があったが今はな

い」（19.1％）、「関心がある」（17.9％）の順で続く。「以前も今も関心がない」と「以前は関心が

あったが今はない」を合わせた『関心がない』（76.5％）は７割台半ば超えである。 

 年代別にみると、「10 歳代」を除くすべての年代で「以前も今も関心がない」が最も高く、「20 歳

代」（70.4％）と「80 歳代以上」（76.9％）は７割以上を占める。他の年代に比べて「10 歳代」は

「将来、起業したい」と「関心がある」を合わせた『関心がある』（100％）が高い。『30～49 歳』

は『関心がある』が２割台半ば超えである。 

起業への関心 
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起業への関心（年代別） 
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問10で、「将来、起業したい」もしくは「関心がある」と回答された方にお聞きします。 

問 10－１ 起業を検討される際に、どのような取組みがあると利用しようと思われますか。（当てはま

るものすべてに○） 

 

 起業を検討する際に利用したい取り組みは、「法務・税務・労務に関する知識習得の場」（43.7％）

が最も高く、「起業資金調達支援」（40.4％）、「起業相談の窓口」（38.4％）の順で続く。 

 年代別にみると、「20歳代」は「起業成功者との交流機会」（60.0％）が６割を占め、「30歳代」は

「起業支援策の紹介」（50.0％）が５割を占める。他の年代に比べて「60 歳代」は「法務・税務・

労務に関する知識習得の場」（53.6％）、「起業資金調達支援」（46.4％）が高い。「70 歳代」は「市

場調査・マーケティング」（66.7％）が最も高く、６割台半ば超えである。 

起業を検討する際に利用したい取り組み 
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市場調査・マーケティング

インキュベーション施設

起業に向けたコワーキングスペース

チャレンジショップ

その他 n=151
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起業を検討する際に利用したい取り組み（年代別） 
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そ
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全体 (151) 29.1 29.8 38.4 25.8 27.8 30.5 43.7 40.4 33.8 29.1 9.3 23.8 15.9 1.3

10歳代 (2) 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20歳代 (5) 20.0 40.0 0.0 60.0 20.0 20.0 40.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0

30歳代 (20) 40.0 30.0 30.0 15.0 20.0 25.0 40.0 40.0 50.0 10.0 0.0 5.0 10.0 0.0

40歳代 (40) 32.5 32.5 42.5 35.0 32.5 42.5 47.5 40.0 25.0 35.0 10.0 32.5 12.5 2.5

50歳代 (49) 28.6 30.6 40.8 18.4 26.5 24.5 42.9 40.8 32.7 26.5 14.3 28.6 20.4 2.0

60歳代 (28) 17.9 25.0 42.9 25.0 32.1 28.6 53.6 46.4 35.7 32.1 3.6 17.9 17.9 0.0

70歳代 (6) 16.7 16.7 33.3 33.3 33.3 33.3 16.7 33.3 33.3 66.7 16.7 33.3 33.3 0.0

80歳代以上 (1) 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

年
代
別
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エ 武蔵野市の産業振興について 

問11 武蔵野市の産業振興策として、重要と思われる取組みは何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 武蔵野市の産業振興策として、重要と思われる取組みは、「生活を支える産業の振興（医療・福祉・

子育て等）」（40.3％）が最も高く、「商業・サービス業の振興」（39.9％）、「商店会の振興」（33.6％）、

「ライフステージ（子育て・介護・就学等）に応じた柔軟な働き方支援」（31.6％）の順で続く。 

 年代別にみると、他の年代に比べて「20 歳代」は「アニメのまち等、独自の魅力向上」（22.2％）

と「ライフステージ（子育て・介護・就学等）に応じた柔軟な働き方支援」（44.4％）が高い。「40

歳代」（40.7％）と「50歳代」（46.6％）は「商業・サービス業の振興」が最も高い。『20～69歳』

では、年代が低くなるほど「ライフステージ（子育て・介護・就学等）に応じた柔軟な働き方支援」

が高くなる傾向がみられる。 

 職業別にみると、「公務員・団体職員」は「ライフステージ（子育て・介護・就学等）に応じた柔軟

な働き方支援」（53.6％）が最も高く、５割台半ば近くを占める。他の職業に比べて「非正規雇用者

（パート・アルバイト・派遣・契約社員）」は「商業・サービス業の振興」（42.7％）と「市民の雇

用推進」（37.6％）が、「学生」は「アニメのまち等、独自の魅力向上」（18.2％）と「リモートワー

ク環境の向上等、住み働ける環境づくり」（36.4％）が高い。 

武蔵野市の産業振興策として、重要と思われる取組み 
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商業・サービス業の振興

商店会の振興

製造業の誘致・定着

生活を支える産業の振興（医療・福祉・子育て等）

来街者の増加・まちの賑わい向上

市民・来訪者が楽しめる市内観光の振興

農業との連携

アニメのまち等、独自の魅力向上

創業・起業がしやすいまち

事業者の人材育成や職場環境の向上

人口増加による市内消費の拡大

市民の雇用推進

リモートワーク環境の向上等、住み働ける環境づくり

ライフステージ（子育て・介護・就学等）に応じた柔軟な働き方支援

企業・団体が取り組むSDGsや環境保全への活動支援

その他 n=727
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武蔵野市の産業振興策として、重要と思われる取組み（年代別、職業別） 
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s
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へ
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支
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そ
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全体 (727) 39.9 33.6 9.8 40.3 17.1 17.7 18.4 13.6 17.5 13.2 14.4 24.8 19.7 31.6 15.4 3.6

10歳代 (2) 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

20歳代 (27) 25.9 22.2 3.7 29.6 7.4 11.1 11.1 22.2 7.4 14.8 11.1 18.5 25.9 44.4 14.8 3.7

30歳代 (74) 33.8 23.0 5.4 40.5 16.2 12.2 8.1 8.1 9.5 10.8 18.9 18.9 20.3 37.8 16.2 4.1

40歳代 (145) 40.7 30.3 13.1 39.3 15.2 20.0 17.9 17.2 24.1 14.5 15.2 23.4 26.9 34.5 12.4 1.4

50歳代 (204) 46.6 38.2 10.8 37.7 18.1 14.7 17.2 17.2 16.7 11.3 14.2 27.9 18.6 32.4 13.7 3.9

60歳代 (180) 37.8 35.6 8.9 41.7 20.6 18.9 20.6 12.2 21.1 15.6 12.2 28.9 19.4 28.9 18.3 3.9

70歳代 (82) 36.6 39.0 11.0 50.0 15.9 23.2 30.5 6.1 9.8 13.4 13.4 18.3 8.5 22.0 15.9 4.9

80歳代以上 (13) 38.5 15.4 0.0 38.5 7.7 30.8 15.4 0.0 15.4 7.7 30.8 23.1 7.7 30.8 30.8 7.7

会社員 (291) 40.9 34.0 13.1 37.8 18.9 17.5 15.5 15.5 21.0 16.2 17.2 23.0 22.0 32.3 13.1 3.8

公務員・団体職員 (28) 39.3 21.4 3.6 46.4 17.9 28.6 17.9 14.3 14.3 14.3 7.1 14.3 21.4 53.6 28.6 0.0

自営業 ・自由業 (49) 38.8 38.8 6.1 46.9 20.4 16.3 16.3 12.2 30.6 6.1 14.3 18.4 22.4 30.6 20.4 4.1

非正規雇用者（パート・アルバイト・派
遣・契約社員）

(117) 42.7 32.5 11.1 41.9 13.7 13.7 22.2 13.7 12.0 8.5 10.3 37.6 15.4 29.1 14.5 3.4

学生 (11) 36.4 18.2 9.1 9.1 0.0 18.2 9.1 18.2 18.2 9.1 0.0 18.2 36.4 36.4 18.2 0.0

主に家事に従事 (81) 35.8 38.3 6.2 49.4 18.5 17.3 22.2 11.1 16.0 12.3 19.8 27.2 17.3 34.6 17.3 0.0

無職 (137) 38.7 34.3 5.8 38.0 16.1 21.2 20.4 12.4 12.4 14.6 13.1 22.6 16.1 27.0 14.6 4.4

その他 (13) 38.5 15.4 15.4 38.5 7.7 7.7 23.1 0.0 7.7 7.7 0.0 7.7 30.8 23.1 23.1 23.1

年
代
別

職
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別
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オ 自由意見 

○その他、武蔵野市の産業振興に向けてご意見がありましたらお書きください。 

 

【市民を中心としたまちづくり、住み心地のよいまちづくり】 

・ 住民を中心とした産業振興を考えてほしい。（吉祥寺北町、50歳代) 【７】 

・ 住んでいる人が日常生活をしやすいまちづくりをしてほしい。遊びに来る人に重きをおいてい

るように感じる。（吉祥寺東町、50歳代) 

・ 子育て家庭だけを支援するのではなく独身でも住みやすい街。（吉祥寺本町、30歳代) 

・ 安全に住みやすく、便利な武蔵野市をもっと目指して欲しい。（中町、30歳代) 

・ 企業等は充実しているので、生活環境が良ければ定住者は増えると思う。（中町、30歳代) 

【街並み環境の整備】 

・ 吉祥寺駅周囲の再開発による、施設整備。（吉祥寺東町、70歳代) 【３】 

・ 吉祥寺駅南口の開発。（西久保、50歳代) 【１】 

・ 吉祥寺南口のバス乗降をスムーズにしてほしい。（八幡町、50歳代) 

・ 北口駅前の整備。（吉祥寺東町、70歳代) 

・ 駅前ターミナルの整備。（中町、50歳代) 

・ 吉祥寺・三鷹駅前の動線の改良。歩行者と車が交差している。（御殿山、70歳代) 

・ 駅前広場の美化、整備。駅前繁華街の整備。（吉祥寺北町、70歳代) 

・ ムーバスの路線の反対まわりを希望する。（関前、50歳代) 

・ 道路の整備。自転車走行、歩行し易い環境が必要。（吉祥寺東町、60歳代) 【１】 

・ 歩行者専用の時間を増やしてほしい。（吉祥寺本町、60歳代) 

・ 駐輪スペースを街中にも作って欲しい。（吉祥寺本町、70歳代) 【１】 

・ 歩きやすい道路の整備を続けてほしい。（西久保、70歳代) 

・ 安全な街づくり。（吉祥寺南町 、70歳代) 【２】 

・ 商店街の整備。（吉祥寺東町、70歳代) 

・ ハモニカ横丁の維持、整備。（西久保、60歳代) 

・ 電柱地中化。（中町、50歳代) 

・ 街の整備。（西久保、50歳代) 

・ 市有遊休地の有効活用。（西久保、50歳代) 【１】 

・ 駐車場のないお店が多いのでできれば駐車場がほしい。（八幡町、20歳代) 

・ 吉祥寺から市役所行きのシャトルバスを出してほしい。（吉祥寺南町 、60歳代) 

・ 路上喫煙禁止を徹底してほしい。（八幡町、30歳代) 

・ どこまで計画性を持って開発を行っているのか疑問。景観を良くしてもらいたい。（吉祥寺東

町、50歳代) 

・ 充実した暮らしができる環境づくり。（緑町、80歳代以上) 

・ 強引な再開発は御法度。（桜堤、60歳代) 

【子育て世代と若者の誘致、高齢者・障害者福祉】 

・ 若者を呼び込む。（境南町、20歳代) 

・ 子育て支援による人口増大。住民の誘致。（桜堤、50歳代) 

・ 若い世代や子育て世代の世帯が増えると良いと思う。（吉祥寺南町 、50歳代) 

・ 若者向けの企画やサポートが少ない。（桜堤、60歳代) 
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・ 育児施設の充実により人口増。（吉祥寺本町、50歳代) 

・ 保育施設、介護付き住宅の充実。（八幡町、60歳代) 

・ お一人様の看取り。（緑町、70歳代) 

・ 高齢者向けの品揃えの店舗、サービスの充実。（吉祥寺東町、60歳代) 【１】 

・ 高齢者が単身でも住み続けられるまちづくり。（桜堤、70歳代) 

・ 地元武蔵野市民（老人）を大切にしたまちづくり。（緑町、60歳代) 

・ 老人にも楽しく過ごせる武蔵野市。（吉祥寺南町 、70歳代) 

・ 高齢者に親身になって欲しい。境地区には市のスポーツ施設がないので、民間の施設を市の施

設並に使えるようにして欲しい。吉祥寺は恵比寿・新宿・青山よりもレストランの価格が高

い。（境、50歳代) 

・ 高齢者に優しいまちづくり（御殿山、60歳代) 【１】 

・ 福祉の向上（西久保、50歳代) 

・ ハンディキャップに優しいサポート体制（吉祥寺東町、50歳代) 

【就労支援、人材活用】 

・ 市内学生が卒業後、社会人としての武蔵野市に定着できるよう支援して欲しい（境南町、60歳

代) 

・ 正式雇用前の体験等、ミスマッチが発生しないような仕組みがあると良い。（中町、50歳代) 

・ 就職氷河期世代の救出（西久保、40歳代) 

・ 良い企業や店舗などが増えて雇用が増えると素晴らしいと思う（境南町、50歳代) 

・ 雇用が増えるような産業振興（御殿山、70歳代) 

・ 駅近に保育施設を作るなど、子育てしながらでも就業しやすい環境を作ること。新規参入事業

者が地域に溶け込めるよう、地元の事業団体が受け入れ易い下地づくり。（西久保、50歳代) 

・ シニア世代の働く場とその協力タイミング。（吉祥寺東町、30歳代) 

・ 子育て世代でも働きやすい職場が増えると嬉しい。高学歴でとても有能なお母さんが、子育て

優先のためにスキルと見合わない就労をしているのがとても勿体無く感じる。（八幡町、40歳

代) 

・ 障がい者や低所得者の働く場所が増えてほしい。（吉祥寺北町、50歳代) 【１】 

・ 子育てしながらも働きやすい環境。（緑町、30歳代) 【１】 

・ 年配の人が関われる産業が増えると良い。（吉祥寺東町、60歳代) 【１】 

・ アニメ会社に対して、正当な労働報酬が支払われる様に監査を求める。（八幡町、50歳代) 

・ 障害者雇用の促進。（西久保、60歳代) 

・ そこで働きたいと思わせるような利点を作ること。（吉祥寺北町、50歳代) 

・ 働く環境に重点を置いて欲しい。（吉祥寺南町 、70歳代) 

・ 週2から 3で 3時間ほどの時間短縮で働けるのなら働きたいと思いながら、そのような雇用は

ない。（桜堤、40歳代) 

・ 高齢者を活用した学習支援を充実させてはどうか。（中町、60歳代) 

・ 地元のマンパワーの育成と活用による、新しい武蔵野らしさ。（中町、40歳代) 

・ 市内に住む管理職経験者の活用。（関前、60歳代) 

【地場産業の活性化、新産業の創出・育成】 

・ アニメ業界との関係を、練馬区や杉並区のようにして欲しい。（中町、50歳代) 

・ 武蔵野市ならではの産業や商業を発信、発展させてほしい。起業のプロセスも含めて独自のシ
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ステムやノウハウ、他企業との連携等もアピール出来たらよい。（関前、60歳代) 

・ 市役所と地域産業がもっと連携して活性化していければ良いと思う。（境、50歳代) 

・ 地場産業の足固め。（境、60歳代) 

・ 新しい産業をつくる工夫をお願いしたい。特に再生エネルギーなどのこれからの産業企画をコ

ラボレーションしたい。（西久保、50歳代) 

・ 恵まれた自然環境を更に充実させる産業の育成。（境、70歳代) 

・ エネルギーも含めた地産地消の仕組み作りが必要と思う。（吉祥寺南町 、60歳代) 

・ 個性、独自性のある産業の育成。（吉祥寺東町、70歳代) 

・ 商店に偏った振興が多いような気がする。商業以外の事業振興のための、運営支援策を増やし

て欲しい。（吉祥寺北町、50歳代) 

・ 消費活動に余り寄与しない層ではなく、それ以外の消費活動に積極的な層を対象とした産業構

造になっていないのではないかと感じている。（吉祥寺東町、50歳代) 

・ 武蔵野市は都心に近い割に自然が豊かな所が魅力だと思うので、その良さを更に活かしてほし

い。（中町、40歳代) 

【情報発信】 

・ 具体的な事業の紹介。（境南町、40歳代) 

・ 地元アピールが足りない。（吉祥寺本町、30歳代) 

・ 地産地消について、現在どこで何の取り扱いがあるかなどの情報がほしい。（桜堤、40歳代) 

・ 商店街それぞれの特徴を明確にして、積極的に発信してもらいたい。（吉祥寺南町 、70歳代) 

・ いろいろな年齢層に合うような情報発信と産業と市民を繋ぐきっかけづくり。（境、60歳代) 

・ クチコミや就業機会紹介制度の充実。（桜堤、50歳代) 

・ 起業成功例の紹介。（緑町、70歳代) 

・ 商店街独自の振興を行っているのは分かるが、いつどのような取組みを行っているのか、市民

への情報提供が少なく、遅い。（吉祥寺北町、40歳代) 

・ 色々な情報が欲しい。（御殿山、60歳代) 【２】 

・ すでに魅力ある街なので、より関心を持つような広報、発信の方法の研究。（西久保、60歳代) 

・ 産業振興のアピールを積極的に行う。（境南町、60歳代) 

・ スーパーにはない魅力を発信してほしい。（境南町、50歳代) 

・ 地場産業の発信場所を増やして欲しい。（吉祥寺東町、50歳代) 

【農業】 

・ 農家で作っている野菜や果物の無人売買ボックスを駅近に置いてほしい。（中町、60歳代) 

・ 安全な農業との協同を目指した産業の育成。（吉祥寺東町、60歳代) 

・ 農業の振興。（桜堤、70歳代) 【１】 

・ 農地が相続によって減っていくことに思いきった対策をしてほしい。（関前、70歳代) 

・ 市や商工会が色々なタイアップを考えてくれていることがありがたい。（吉祥寺北町、40歳代) 

・ 市内の農作物を、もっと手軽に買えるようにしてほしい。（緑町、70歳代) 

・ 農業支援。（桜堤、60歳代) 

・ 農福連携と6次産業の展開を是非とも進めて欲しい。（緑町、50歳代) 

【商店街の活性化、イベント開催によるにぎわいづくり】 

・ 三鷹駅北口の商業施設活性化。（中町、60歳代) 

・ 境の商店街スキップ通りのより一層の活性化。（境、40歳代) 
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・ 商店街を増やしてほしい。（関前、30歳代) 

・ 武蔵境南口エリアでの商店街の活性化。（境南町、70歳代) 

・ 商店街の活性化への取り組み。（吉祥寺北町、70歳代) 【１】 

・ シャッター街の整備。（境南町、50歳代) 

・ 商店街は、閉鎖的なイメージで、新しい人が入っていきにくい雰囲気がある。もっと開けたイ

ベントなどがあると、参加しやすい。（西久保、30歳代) 

・ 祭りやイベントなどの取り組み。（中町、40歳代) 【２】 

・ 人を集めるイベント企画(地方の物産販売等)。イベント対応出来る場所。（境、40歳代) 

・ いろいろなイベントを企画開催している様子は時々ポスターなどで見かけるが、自宅にいる高

齢者が重い腰を上げる気持ちになるような積極的な誘い方を打ち出してほしい。（西久保、60

歳代) 

・ 市内拠点での様々なイベントの開催。シャッター商店街の新しい担い手の発掘と経済的支援。

（緑町、60歳代) 

・ みんなで楽しめるイベント、例えば飲み歩き会など。（吉祥寺南町 、60歳代) 

・ シニアも、楽しく他のイベントなどに参加しやすいまちづくり。（吉祥寺北町、70歳代) 

【魅力と多様性のある個店づくり・まちづくり】 

・ 個人商店の発展。（吉祥寺本町、60歳代) 【３】 

・ どこにでもあるチェーン店系の店ばかりになり、オリジナリティがなくなっているので、吉祥

寺らしい店を増やす。（吉祥寺東町、50歳代) 【８】 

・ 昔ながらの店の閉店が目立つ。似たような店はあまり複数要らないので、吉祥寺ならではの名

店はなるべく続いて欲しい。（吉祥寺南町 、50歳代) 【２】 

・ 魅力的な個店の誘致に力を入れるべき。（境南町、50歳代) 【１】 

・ 個人事業者が続けられる環境があれば、より個性的で住みやすい街になると思う。（吉祥寺南

町 、40歳代) 

・ 個人経営のお店が儲かるようにサポートしてほしい。住民として地元に積極的にお金を落とし

たいので、武蔵野市にお店を開くメリットがある状態だとよい。（中町、50歳代) 

・ 大手ではない個人商店が出店しやすい環境。（吉祥寺東町、70歳代) 

・ 個人出店の多い商店街形成への支援。（吉祥寺本町、40歳代) 

・ 個人商店に魅力を持たせて欲しい。そうでないとスーパーなどで買い物をすましてしまう。（緑

町、60歳代) 

・ 吉祥寺という全国的に有名な商業地があるにもかかわらず、ありきたりなお店ばかりになり特

色が薄れてしまい、ブランド化に失敗している。（御殿山、40歳代) 

・ 百貨店の誘致、生活用品の購入出来る店舗、個性的な店舗の存続の援助に力を注いでほしい。

（吉祥寺南町 、50歳代) 

・ 武蔵小金井、三鷹に比べて魅力的なショップが少ない。(吉祥寺除く)（境南町、50歳代) 

・ 個人商店を増やす。（境、50歳代) 

・ 本格的なフィットネスジムを駅前に作ってほしい。（中町、40歳代) 

・ 綺麗で清潔な八百屋を増やし、野菜の直売所マップを配布してほしい。（桜堤、50歳代) 

・ 市内にあった玩具店がどんどんと減少しており、楽しい子育てができない環境になっている。 

いわゆる「駄菓子屋」があるまちづくりをして欲しい。（御殿山、60歳代) 

・ 武蔵境にチェーン店でなく、個性的、魅力的な飲食店やお店が増えて欲しい。（境南町、50歳
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代) 

・ オーガニックスーパーが欲しい。（西久保、40歳代) 

・ ホームセンターがほしい。（吉祥寺南町 、50歳代) 

・ 今時のどこにでもあるような街づくりや流行りのコンセプトではなく、中央の方とは異なる、

昔の吉祥寺のよさ(個性的な店が多い、バウスに代表されるような独自の文化のある街)、武蔵

野の自然や農業などを活かした街づくり、会話のある商店街など、武蔵野らしさを大切にして

ほしい。（吉祥寺本町、60歳代) 

・ 魅力的で誰でもが住み易いと思える街にして欲しい。（緑町、60歳代) 

・ 新しい視点を率先して採り入れつつ昔ながらの良さも出せると吉祥寺らしい。（吉祥寺南町 、

50歳代) 

・ 三鷹北口地区は吉祥寺に比べて、魅力がない。三鷹南口の方が良い。（吉祥寺北町、70歳代) 

・ 吉祥寺がより魅力的な街になるといいかな!（西久保、50歳代) 

・ 近鉄、伊勢丹がなくなり、東急にも100均がはいるなど安い街になりつつある。高齢者が安心

できる店がない。（吉祥寺北町、80歳代以上) 

・ 休憩スペースを確保すれば、もっと買い物客の流入が見込めるものと考える。（吉祥寺北町、60

歳代) 

・ 駅付近にある風俗店には立ち退いて欲しい。（吉祥寺本町、50歳代) 

・ 市街の観光客が多い。吉祥寺には、地元の者はいかなくなってしまっている。（吉祥寺南町 、

60歳代) 

・ 大型店舗の活性化。（吉祥寺南町 、40歳代) 

・ 吉祥寺だけでなく三鷹にも商業施設がほしい。（中町、30歳代) 

・ 大人がゆっくり買い物できる店が少ない。（境、50歳代) 

・ 高齢者が買い物しやすい店が欲しい。（吉祥寺南町 、70歳代) 

・ 駅前にはショッピングする店があるが、少し離れるとお店はほとんどない。中野、高円寺のよ

うな個性的な商店街があれば魅力的と思う。また大きなデパートがないため誘致できると、幅

広い年齢層が集まり、街が活性化すると思う。各駅で年齢層に偏りがあり、バランスがとれて

ない。（境、40歳代) 

・ 中心部（駅前ばかり）に集中していて外れのほうは買い物すら大変なので、どうにかしてほし

い。（吉祥寺南町 、40歳代) 

・ 吉祥寺の再生。（桜堤、60歳代) 

・ 吉祥寺以外にも繁華街が必要。（中町、60歳代) 

・ 吉祥寺ポイント新設。（吉祥寺本町、60歳代) 

・ 吉祥寺には若者向けのお店が多いが、中高年以降でも気楽に入れて落ち着いた、かつリーズナ

ブルなお店が増えれば、幅広い層が住みやすく、武蔵野市に訪れるのではないかと思う。（吉祥

寺東町、40歳代) 

・ デパートは残して欲しい。（八幡町、60歳代) 

・ 食料品売り場と日用品売り場が一体化している店が無いのでそういう店が欲しい（吉祥寺北

町、40歳代) 

・ 有名な大型店舗の誘致はしないでほしい。（西久保、50歳代) 

・ 駅周辺の賑わいはあるが、住宅街付近の商店が以前のように活気を戻してほしい。（西久保、50

歳代) 
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・ アウトレットやショッピングモール。（中町、50歳代) 

・ 気軽に運動できる施設が充実している。商店等連携して、スポーツ用品等安く購入できれば活

性化につながるのはないか。（西久保、60歳代) 

・ 武蔵野プレイスをもっと使い易い施設にするべき。デザインが素敵でよく撮影にも使われてい

るが、信じられないほど蔵書が少ない。学びの場としては不十分。（境南町、40歳代) 

【産学連携、交流、マッチング】 

・ 企業のマッチング機能がほしい。商工会議所の役割かもしれないが、敷居が高いように感じ

る。（境、60歳代) 

・ 店舗、販売経路を持っている店と生産、卸業者のマッチング。（境南町、50歳代) 

・ 市民と行政がもっと話しやすい環境を作って議論して欲しい。（境、70歳代) 

・ 産学が連携しクリエイティブ産業の振興。（御殿山、40歳代) 

・ 産学官連携が活発になるとよい。（桜堤、50歳代) 

・ 様々な交流の場が必要。（吉祥寺本町、50歳代) 

【企業誘致、創業支援、事業承継】 

・ 魅力ある企業を誘致してほしい。（境、50歳代) 【２】 

・ 市外からの人や企業に、耳を傾けおおらかな気持ちで迎える気持ちになって欲しい。（吉祥寺南

町 、70歳代) 

・ 大企業が比較的集積しているエリアなので引き続き誘致する必要がある。（境南町、40歳代) 

・ ベンチャー企業の誘致。（桜堤、60歳代) 

・ 企業誘致のための商業ビル建設。（境、60歳代) 

・ 地元の若者が出店出来るような助成。（中町、60歳代) 

・ どんなことが望まれていて起業につながるかリサーチしたり、実際に起業に結びつけるチャレ

ンジスペースがあると良い。（八幡町、60歳代) 

・ 起業への助力が欲しい。（八幡町、50歳代) 

・ 社員をきちんと雇用して育成できる企業を保護、誘致する。起業しやすい風土を作る。（吉祥寺

南町 、60歳代) 

・ 若い人の企業を支援応援するプロジェクトの促進。（境南町、60歳代) 

・ スタートアップには原資の確保が重要。（境、50歳代) 

・ 事業引き継ぎのマッチング。（関前、50歳代) 

・ 老舗の廃業をくい止めてほしい。（吉祥寺本町、60歳代) 

【空き店舗の増加、賃料・地代の高騰】  

・ 商店の空き屋を起業したい人に期間限定で貸出す橋渡しと資金融資をする。（八幡町、50歳代) 

・ コロナが流行ってから閉店した店舗が多く、空きテナントが増えたと感じる。（吉祥寺本町、20

歳代) 

・ 家賃が高い 。駅周辺の市有地の活用。（中町、60歳代) 

・ 賃料が高すぎる。（吉祥寺東町、50歳代) 【１】 

・ 家賃が高すぎるせいか、数年以上入居がないビルのテナントがあったり、新規オープンした店

がすぐに閉店したり、吉祥寺は新規参入者にとって敷居が高すぎると思う。（吉祥寺本町、40

歳代) 

・ 吉祥寺駅周辺に集中している商店などをほかの地域まで拡げることが活性化になる。吉祥寺に

集中していることで地価が高すぎて商店経営が安定していないことが問題！（中町、70歳代) 
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・ 住宅地がほとんどだと思うので、オフィスで何かできることになると、武蔵野市を拠点にする

メリットがない。家賃も高い。（境南町、30歳代) 

【その他】  

・ 住んではいても、市への帰属意識は強くないので、「武蔵野市の」を考えるのは難しい。三鷹市

と仲良くしてほしい。（御殿山、30歳代) 

・ 武蔵野市の産業振興について何をしているのか知らない。（吉祥寺南町 、50歳代) 【４】 

・ 月に一回くらい市民の日を作る。その日は市内の指定の店舗では、市民は一定の割引サービス

を受けることができる。（吉祥寺北町、40歳代) 

・ 地域振興券を発行するときは、早めに発行することで、利用可能期間を長く確保して欲しい。

（境、40歳代) 

・ 賃金を上げた方が良い。 東西エリアで貧富の差が大きい。（関前、30歳代) 

・ 住民税、固定資産税の減税。（桜堤、70歳代) 【２】 

・ 補助金、税優遇措置、雇用助成と市民教育。（吉祥寺北町、60歳代) 

・ インフレ対策の、具体案がまったく無し。（吉祥寺北町、60歳代) 

・ 最近やっているような地元消費のユーザー向けのサービスを増やす。（境南町、50歳代) 

・ インターネットの拡充。駐輪場の確保。低所得者対策。（中町、50歳代) 

※誤字や個人が特定できる箇所については一部修正及び省略した。また、原文の趣旨をそこなわない形で一部加筆修正を行っ

ている。 

※【 】内は、同一意見数。 
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⑶ 近隣市区民調査 

ア 属性 

性別・年齢・居住地域 

 性別は、「男性」（49.3％）と「女性」（49.9％）がともに５割弱である。 

 年齢は、「40歳代」（20.1％）が最も高く、「30歳代」（17.7％）、「60歳代」（17.3％）の順で続く。 

 居住地域は、「三鷹市」（20.9％）と「西東京市」（20.9％）が最も高く、「小金井市」（20.1％）、「杉

並区」（19.2％）、「練馬区」（18.8％）の順である。 

性別                        年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域 

 

  

練馬区

18.8%

杉並区

19.2%

三鷹市

20.9%

小金井市

20.1%

西東京市

20.9%

その他

0.0%

n=1,772

男性

49.3%

女性

49.9%

無回答

0.8%

n=1,772

10歳代

1.1%
20歳代

10.0%

30歳代

17.7%

40歳代

20.1%

50歳代

17.1%

60歳代

17.3%

70歳代

14.6%

80歳代以上

2.0%

n=1,772
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問４ ご職業は何ですか。（複数のご職業をお持ちの場合は、主なもの１つに○） 

 

 職業は、「会社員」（36.3％）が最も高く、「非正規雇用者（パート・アルバイト・派遣・契約社員）」

（20.3％）、「無職」（15.0％）の順で続く。 

職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４で、「会社員」「公務員・団体職員」「自営業 ・自由業」「非正規雇用者（パート・アルバイト・派遣・

契約社員）」「学生」と回答された方にお聞きします。    

問４－１ 通勤・通学先はどこですか。（最も当てはまるもの１つに○） 

※会社等にお勤めで、現在テレワークで完全在宅勤務の場合は「1.自宅」とお答えください。 

在宅勤務と出社勤務の両方がある場合はお勤め先の所在地をお答えください。 

 

 通勤・通学先は、「東京23区内（練馬区・杉並区以外）」（50.5％）が最も高く、「練馬区・杉並区・

三鷹市・小金井市・西東京市（自宅を除く）」（19.4％）、「東京都多摩地域（武蔵野市、三鷹市、小

金井市、西東京市以外）」（12.2％）の順で続く。 

通勤・通学先 

 

  

会社員

36.3%

公務員・団体職員

5.3%
自営業 ・自由業

6.2%

非正規雇用者（パート・ア

ルバイト・派遣・契約社員）

20.3%

学生

2.4%

主に家事に従事

13.0%

無職

15.0%

その他

1.6%

n=1,772

自宅

9.1%

武蔵野市内

3.6%

練馬区・杉並区・三鷹市・

小金井市・西東京市（自

宅を除く）

19.4%

東京23区内（練馬区・杉

並区以外）

50.5%

東京都多摩地域（武蔵野

市、三鷹市、小金井市、

西東京市以外）

12.2%

埼玉県

2.2%
神奈川県

2.1%

その他

1.0%

n=1,248
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イ よく行く買い物・食事等の場所について 

問５ 休日等に、買い物や食事によく行く場所について、お教えください。（最も当てはまるもの２つま

でに○） 

 

 休日等に、買い物や食事によく行く場所は、「自宅の最寄駅周辺」（46.8％）が最も高く、「吉祥寺駅

周辺」（35.3％）、「新宿」（19.6％）の順で続く。 

 年代別にみると、「10歳代」（40.0％）と「40歳代」（40.3％）は「吉祥寺駅周辺」が４割以上であ

る。年代が低くなるほど「新宿」が高くなる傾向がみられる。『79 歳以下』では、年代が高くなる

ほど「自宅の最寄駅周辺」が高くなる傾向が見える。 

休日等に、買い物や食事によく行く場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休日等に、買い物や食事によく行く場所（年代別） 
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その他

あまり行かない n=1,772
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新
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の
最
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駅
周
辺

職
場
・
学
校
近
辺
※

そ
の
他

あ
ま
り
行
か
な
い

全体 (1,772) 35.3 9.6 8.5 19.6 3.4 12.0 3.8 46.8 3.1 5.3 7.8

10歳代 (20) 40.0 10.0 10.0 55.0 5.0 10.0 0.0 25.0 10.0 5.0 5.0

20歳代 (178) 32.6 10.1 5.6 39.3 9.6 14.0 2.2 33.7 3.9 1.7 9.6

30歳代 (314) 36.9 12.4 8.9 24.8 3.5 16.9 5.4 35.4 2.5 6.1 8.0

40歳代 (357) 40.3 12.3 9.5 17.4 2.5 11.8 4.8 42.6 3.6 4.2 8.4

50歳代 (303) 32.7 7.3 10.2 14.5 2.6 10.9 3.6 55.8 4.0 5.3 8.3

60歳代 (306) 36.9 7.5 8.5 14.4 2.3 10.5 3.3 56.2 3.6 5.9 5.6

70歳代 (258) 29.8 6.6 5.8 14.0 3.1 9.3 3.5 57.0 0.8 8.1 6.6

80歳代以上 (36) 30.6 13.9 11.1 8.3 0.0 5.6 0.0 38.9 0.0 2.8 16.7

年
代
別
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問５で、「新宿」「渋谷」「池袋」「立川」「自宅の最寄駅周辺」「職場・学校近辺」「その他」と回答された

方にお聞きします。 

問５－１ あなたがよく行く場所が持つ魅力は何ですか。（当てはまるものすべてに○） 

 

 よく行く場所が持つ魅力は、「交通アクセスが良い」（69.7％）が最も高く、「1か所で買い物を済ま

せることができる」（46.3％）、「大型商業施設がある」（34.6％）の順で続く。 

 年代別にみると、「10歳代」は「交通アクセスが良い」（88.2％）が９割近くを占める。他の年代に

比べて「20歳代」は「飲食店が多い」（44.1％）と「安価で手頃に利用できる店が多い」（37.8％）

が、「30歳代」は「雑貨等の物販店が多い」（28.2％）、「話題になっている店がある」（11.8％）、「ま

ちが楽しい」（21.8％）が、「80 歳代以上」は「大型商業施設がある」（55.6％）と「１か所で買い

物を済ませることができる」（55.6％）が高い。 

よく行く場所が持つ魅力 
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その他 n=1,277
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よく行く場所が持つ魅力（年代別） 
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全体 (1,277) 69.7 33.2 18.4 4.1 34.6 46.3 24.9 33.1 6.6 15.2 23.3 4.5

10歳代 (17) 88.2 23.5 17.6 29.4 23.5 35.3 23.5 23.5 5.9 11.8 17.6 0.0

20歳代 (127) 68.5 44.1 19.7 9.4 31.5 37.0 31.5 37.8 7.9 20.5 24.4 3.1

30歳代 (220) 76.4 40.5 28.2 8.2 41.8 50.5 28.2 30.9 11.8 21.8 20.9 3.2

40歳代 (241) 70.1 31.1 19.9 3.7 37.3 49.4 24.9 35.3 5.8 18.7 22.4 4.6

50歳代 (225) 69.8 35.1 15.6 1.3 30.7 44.4 24.4 36.9 6.2 9.8 26.2 5.8
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ウ 武蔵野市について 

問６ 普段、武蔵野市を訪れる機会はどれぐらいありますか。（最も当てはまるもの１つに○） 

 

 普段、武蔵野市を訪れる頻度は、「ほとんど行かない」（22.2％）が最も高く、「月に１回程度」

（13.8％）、「月に２～３回程度」（11.3％）の順で続く。「ほぼ毎日」、「週に４～５回程度」、「週に

２～３回程度」、「週に１回程度」を合わせた『週に１回程度以上』（25.9％）が２割台半ばである。 

 年代別にみると、他の年代に比べて「40歳代」は『週に１回程度以上』（30.2％）が高い。『79歳以

下』では、年代が低くなるほど「一度も行ったことがない」が高くなる傾向がみられる。 

普段、武蔵野市を訪れる頻度 

 

普段、武蔵野市を訪れる頻度（年代別） 
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問６で、「ほぼ毎日」「週に４～５回程度」「週に２～３回程度」「週に１回程度」「月に２～３回程度」「月

に１回程度」「２、３か月に１回程度」「半年に１回程度」と回答された方にお聞きします。 

問６－１ 武蔵野市に訪れる目的・理由として最も多いのはどれですか。（最も当てはまるもの１つに

○） 

 

 武蔵野市に訪れる目的・理由は、「買い物」（58.2％）が最も高く、「食事」（15.0％）、「仕事、学校」

（8.2％）の順で続く。 

 年代別にみると、「10 歳代」を除くすべての年代で「買い物」が５割以上を占める。他の年代に

比べて「10歳代」は「観光、遊び、娯楽、スポーツ」（18.2％）が高い。 

武蔵野市に訪れる目的・理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市に訪れる目的・理由（年代別） 

 

(ｎ)

合計 (1,273)

10歳代 (11)

20歳代 (116)

30歳代 (213)

40歳代 (270)

50歳代 (226)

60歳代 (226)

70歳代 (186)

80歳代以上 (25)

年
代
別

買い物

58.2

36.4

56.0

52.1

59.6

61.1

58.8

61.3

60.0

仕事、学校

8.2

9.1

7.8

13.1

10.7

8.4

6.2

2.7

食事

15.0

18.2

16.4

15.0

13.7

11.5

17.7

15.6

24.0

観光、遊び、

娯楽、スポーツ

8.2

18.2

13.8

11.7

7.8

5.3

7.5

5.4

4.0

公共施設の利用

1.7

1.7

0.9

1.5

1.8

1.3

3.8

家族・親戚、知人、

友人への訪問
その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

買い物

58.2%

仕事、学校

8.2%

食事

15.0%

観光、遊び、

娯楽、スポーツ

8.2%

公共施設の利用

1.7%

家族・親戚、知人、

友人への訪問

2.3%
その他

6.4%

n=1,273



156 

 

問７ あなたが持っている武蔵野市のイメージとして、当てはまるものはどれですか。（当てはまるもの

すべてに○） 

 

 武蔵野市のイメージは、「自然や公園が楽しめるまち」（57.6％）が最も高く、「公共交通でのアクセ

スがよいまち」（31.9％）、「住みたいまち」（31.3％）、「賑わいのあるまち」（30.8％）の順で続く。 

 年代別にみると、『79 歳以下』では、年代が高くなるほど「自然や公園が楽しめるまち」が高くな

る傾向がみられる。『20 歳以上』では、年代が低くなるほど「子育てがしやすいまち」が高くなる

傾向がみられる。 

武蔵野市のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市のイメージ（年代別） 
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全体 (1,772) 31.3 24.7 30.8 57.6 21.3 19.9 31.9 7.7 4.5 2.1 15.7

10歳代 (20) 30.0 20.0 15.0 45.0 10.0 20.0 25.0 10.0 5.0 10.0 35.0

20歳代 (178) 29.2 20.2 21.3 46.1 17.4 15.2 20.2 15.7 3.9 0.6 26.4

30歳代 (314) 29.9 19.4 28.3 54.5 23.2 19.4 27.7 11.1 3.8 1.6 22.9

40歳代 (357) 35.3 19.9 32.8 55.7 25.5 21.8 27.5 9.0 2.5 3.4 13.2

50歳代 (303) 33.3 21.8 31.4 58.1 22.4 18.8 31.0 6.9 4.0 3.6 13.9

60歳代 (306) 33.3 34.0 33.0 62.7 21.9 22.2 40.2 3.6 7.2 1.3 9.5

70歳代 (258) 26.4 32.9 35.3 65.1 15.9 20.5 41.5 2.7 5.8 0.8 10.5

80歳代以上 (36) 13.9 30.6 33.3 63.9 13.9 13.9 44.4 0.0 2.8 0.0 19.4
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問８ 今後、武蔵野市の魅力を高めるために必要と思われることをお答えください。（当てはまるもの１

つに○） 

 

 今後、武蔵野市の魅力を高めるために必要と思われることは、「核となる大型商業施設の誘致」

（18.2％）が最も高く、「まちを回遊して楽しめるコースづくり」（14.0％）、「特色や個性のある小

売店の増加」（13.5％）の順で続く。 

 年代別にみると、「10歳代」は「核となる大型商業施設の誘致」（35.0％）が３割台半ばである。『20

歳以降』では、年代が高くなるほど「文化施設の充実」が高くなる傾向がみられる。『40 歳以降』

では、年代が高くなるほど「まちを回遊して楽しめるコースづくり」が高くなる傾向がみられる。 

今後、武蔵野市の魅力を高めるために必要と思われること 
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エ 自由意見 

○その他、武蔵野市の産業振興に向けてご意見がありましたらお書きください。 

 

【方向性】 

・ 住民を増やして産業振興につなげるのか、来訪者を増やして産業振興につなげるのか、市の方

向性がわからない。子育て世代も高齢者も関係ないが、住民税を払う人へのメリットが感じら

れる市になれば住みたいと思う。市内に様々な施設があるので、仕事帰りに寄ることができ、

住んでいて便利で、ありがたい。（小金井市、50歳代) 

・ 賑わいは増したが、高齢者が落ち着いて過ごせるまちではなくなってきている気がする。住み

やすいまちランキングが下降したのも気になる。将来像を明確にした対策が必要だと思う。（練

馬区、70歳代) 

・ 吉祥寺は地の利を生かして、これまでの方向性を極めていけば、より住みたいまち・訪れたい

まちになれる。（杉並区、50歳代) 

【まちづくりのコンセプト】 

○魅力向上、将来イメージ  

・ 綺麗な町のイメージを作る。（杉並区、50歳代) 

・ 着物を着て歩いて楽しい街になるといい。（小金井市、50歳代) 

・ 人気の町である分、人が多く、町全体がごちゃごちゃした雰囲気。もっとのびのびと落ち着い

て買い物や散策ができる町になってほしい。（小金井市、30歳代) 【８】 

・ 人の暖かみを感じたい。（小金井市、40歳代) 

・ 出かけたいなと思える街づくりをしているなと感じている。（三鷹市、70歳代) 

・ より街全体を楽しめる工夫があると良い。（練馬区、40歳代) 

・ 都民の一人として、都内に魅力的なスポットが増えるのは好ましい。施策が形になったときに

は、ぜひ訪れたい。（練馬区、30歳代) 

・ おしゃれな街づくりを期待している。（小金井市、30歳代) 【１】 

・ いつまでも洗練された町作りをして欲しい。（杉並区、60歳代) 

・ 武蔵野市に対するイメージがない。（西東京市、30歳代) 

・ 武蔵野市特有のピクトグラムで街を案内できる仕組みを作ったら面白いと思う。（練馬区、60

歳代) 

・ 敷居が高いイメージを払拭する。（練馬区、50歳代) 

・ 品格を意識した姿勢が大事だと思う。（小金井市、60歳代) 

・ 憧れの街。（西東京市、50歳代) 

・ 知名度向上。（杉並区、30歳代) 

・ 人を引き付けるおもしろさや魅力のある施設がもっと増えると良いと思う。（三鷹市、40歳代) 

【１】 

・ 落ちついた大人街を望む。（小金井市、70歳代) 【２】 

・ 若い人に魅力のある街にしてほしい。（西東京市、40歳代) 

・ 吉祥寺のイメージしかないので、他にもアピールできる点があれば良いのではないかと思う。

（練馬区、20歳代) 【11】 

・ 三鷹市と小金井市に隣接していて特色が感じられない。（三鷹市、70歳代) 

・ 三鷹駅北口が少しゴミゴミしている気がするので、洗練した雰囲気になれば、吉祥寺との合わ
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せ技でもっと魅力が増すのではないか。（三鷹市、30歳代) 

・ 明るいまちづくり。（西東京市、20歳代) 【３】 

・ 魅力的な街に期待する。（練馬区、40歳代) 

○自然を活かしたまちづくり 

・ 吉祥寺駅周辺は人が多く雑多な感じがするが、井の頭公園側は緑が多く自然豊か。店は駅周辺

にとどめて、静かな環境を作ってほしい。（小金井市、60歳代) 

・ 自然を生かしたまちづくりをしてほしい。（小金井市、40歳代) 【13】 

・ 緑が豊かな街というイメージがある。歩いて心豊かになる体験をしたくなるまちづくりを軸

に、各産業が知恵をだしてほしい。（練馬区、60歳代) 

・ 緑が多く、とても良い場所。都心へのアクセスも良い。（西東京市、40歳代) 

・ 緑が多いイメージがあるので、公園等を活かしたイベント等があるとよいかもしれない。（杉並

区、20歳代) 【１】 

・ 緑が多いイメージがあるので、自然と調和するような産業振興を心がけて欲しい。（西東京市、

50歳代) 【７】 

・ 緑（自然）と街並みの整備（小金井市、50歳代) 【２】 

・ 自然環境は残しつつ、特色や個性のある店を作る事で、他の東京には無い魅力が生まれるので

はないか。（西東京市、30歳代) 

・ 自然豊かな環境を維持してほしい。（練馬区、50歳代) 【６】 

・ 自然と文化を大切にして、幅広い年代層が集まれる街づくり。（練馬区、70歳代) 

・ 自然と文化を生かして都心部にはない街づくりの前提で産業振興していただきたい。（西東京

市、60歳代) 

・ 自然と文化がバランス良い部分をもっとアピールして欲しい。（杉並区、30歳代) 

・ 桜並木等の自然が多く素晴らしい街なので、今後も自然を減らす事なく 、高齢者にも優しい小

売店が増えて欲しい。（小金井市、70歳代) 

・ 今以上に商業施設は増やさないで欲しい。皆が気楽に集まれる野原の様な広場、緑の木々が溢

れるのんびりした空間等、昔の武蔵野市が復活すれば逆に目新しくて老若男女が集まるのでは

ないか。（西東京市、60歳代) 

・ 大規模施設などは作らずに、自然豊かで落ち着いた雰囲気を大事にしてほしい（西東京市、40

歳代) 

・ 公共輸送機関が多様に接続しており、非常に便利。産業振興には、公園や自然の景観を有効に

活用して、利用客の安全を確保し、また行きたいと思うように、商業施設よりも自然環境を整

えることが重要だと思う。（練馬区、80歳代以上) 

・ 自然公園。（三鷹市、30歳代) 

・ 小金井公園。（西東京市、40歳代) 

○市民を中心としたまちづくり 

・ 武蔵野市は吉祥寺だけでなく、武蔵境も賑やかにした方が良い。吉祥寺を訪れるのは他市民が

多い。地元民を中心としたまちづくりをしてほしい。（西東京市、30歳代) 

・ 住人が追い出されては本末転倒なので、地域に根差して共存できる、そして一過性に終わらな

いものを考えるべき。（三鷹市、50歳代) 

・ 吉祥寺は地方や外部から来ている人が多くて治安やマナーが悪い。地元出身の人を大切にした

上で、観光やまちの発展を目指して欲しい。（練馬区、30歳代) 
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・ 吉祥寺に住んでいる人は行けるお店がないと言っている。地元の人がゆったり楽しめるお店が

必要ではないか。（杉並区、70歳代) 

○住み心地のよいまちづくり 

・ 住みやすさ。（三鷹市、20歳代) 【６】 

・ 住みやすい街というイメージがあるのでその面をもっとアピールしたら良いと思う。（練馬区、

30歳代) 

・ これからも居心地良いまちづくりをしてほしい。（西東京市、40歳代) 

・ 過ごしやすい街になってほしい。（杉並区、20歳代) 

○多様性のあるまちづくり  

・ 多様性を大事にしてほしい。（小金井市、70歳代) 

・ 多様性を持った、さまざまな人を受け入れてくれる街であってほしいと思う。（西東京市、40

歳代) 

・ いろいろな人が集まる場所なので、多様性のあるまちづくりが必要。（杉並区、80歳代以上) 

○新旧のバランスが取れたまちづくり 

・ 老舗のお店が多いことが強み。（小金井市、40歳代) 

・ 以前は吉祥寺に住んでいたが、吉祥寺は若い人達をターゲットにした店舗が多くなり、老舗が

少なくなった。流行に大きく左右される街になり、住みたい街ではなくなった。（西東京市、60

歳代) 

・ 伝統のある店舗を大切にして欲しい。（小金井市、70歳代) 【９】 

・ あまりにも店が増え過ぎて、最近は行っても楽しくない。（練馬区、70歳代) 

・ 昔は凄く落ち着いて静かな町並みだったが、今は人が多く騒がし過ぎる。もう少し原点に戻る

事も必要かもしれない。（杉並区、70歳代) 

・ 昔は、近鉄、伊勢丹、東急とデパートがあり、とても楽しかった。東急デパートも、今は百貨

店というより、雑貨の集まる店のようで足が遠ざかる。高齢者も洋服などいろいろ置いてくれ

ると嬉しい。（小金井市、60歳代) 

・ 昔のような落ち着いた町に戻してほしい。（杉並区、80歳代以上) 

・ 昔のようなのんびりと自然が楽しめる場所ではなくなっている。若者が増えて活気があるよう

に見えるが、その反面ゆったりとした趣がなくなった。吉祥寺の高級感がなくなってきている

ように感じる。（西東京市、70歳代) 

・ 昔ながらの店を残しながら発展していってほしい。子どもがより楽しめる街づくりをしていっ

てほしい。（西東京市、30歳代) 

・ 新旧のいい所があるので、バランスのとれた開発をして欲しい（三鷹市、30歳代) 【１】 

・ 新しさを追求するのではなく昔の吉祥寺らしさを残してほしい。（三鷹市、50歳代) 

・ 新しい発見があるとよい。（西東京市、30歳代) 

・ 新しいものも取り入れつつ、老舗や古いものもしっかり残して共存して活性化してほしい。（三

鷹市、50歳代) 

・ 新しいものだけでなく古いものを守り続けて欲しい。（練馬区、40歳代) 

・ 昭和のいい雑多な雰囲気は壊さないでほしい。（小金井市、50歳代) 

・ 社会変化があっても現状の人気のある街の特徴を維持して欲しい。（練馬区、50歳代) 

・ 古いものと新しいものが混ざり合っている感じがよいので、現状を残しながら活気のあるまち

づくりをしてほしい。（西東京市、50歳代) 
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・ 古きも大切にして、武蔵野市らしい街であってほしい。（杉並区、40歳代) 

・ 下町の雰囲気がよい。（練馬区、40歳代) 

・ 以前、武蔵野市に住んでいたが、現在の吉祥寺駅は統一感のない雑多な感じがする。個性がな

くなっていっているような気がする。（練馬区、40歳代) 

○多様な年齢層に向けたまちづくり  

・ 若者だけでなく幅広い年齢層に愛される町にしてほしい。（小金井市、60歳代) 【４】 

・ デパートや銀行がなくなり雑居ビル的な店が多くなってからは、ただごみごみしていて、洗練

された感じがなくなった気がする。ターゲット層を決めた振興策が必要と考える。（小金井市、

70歳代) 

・ すきっぷ通りの施設を若者向けにしてほしい。（小金井市、10歳代) 

・ 子ども達にとって魅力がある産業が欲しい。（三鷹市、50歳代) 【５】 

・ 子どもが天候関係なく遊べる施設またはスペースを作ると、子連れの人が遊びに行きやすいと

思う。（西東京市、40歳代) 【１】 

・ 子どもが小さいので武蔵野プレイス、ののプレによく行く。近隣より規模が大きい図書館、ダ

イナミックに遊べるプレイパークが魅力。とはいえ、他に寄る場所はあまりない。来たついで

に寄っていきたいようなお店ができたら嬉しい。（小金井市、40歳代) 

・ 出産・子育て支援を強化してほしい。（杉並区、30歳代) 

・ ベビーカーが押しやすく、段差がなく、エレベーターがたくさんあって、子連れといえば武蔵

野市になると良いと思う。（杉並区、30歳代) 

・ ファミリー連れが多いので、子育て世代に優しい産業を期待する。（三鷹市、30歳代) 

・ 高齢者よりも若者が行きたい、入りやすい店や環境作りが必要だと思う。（杉並区、20歳代) 

・ 年配の方々が集まる街づくり。（小金井市、50歳代) 

・ カジノを誘致したホテル等を創り、コロナで海外に行けないので、ショーや食事など高齢者で

も楽しめる施設があれば楽しいと思う。（三鷹市、60歳代) 

・ 高齢者には優しいまちだと感じている。高齢者をターゲットにしても良いのではないか。（西東

京市、50歳代) 

・ 高齢者向けの商業施設の充実。（杉並区、60歳代) 【６】 

・ 高齢者にやさしいまちづくり。（三鷹市、70歳代) 【１】 

・ 高齢者でも買い物がし易い街になって欲しい。休憩出来るベンチを増やしたり、通路を広めに

するなど。（小金井市、50歳代) 

【文化イベント・文化施設の充実】  

・ 文化イベントを多くしてほしい。（小金井市、60歳代) 【１】 

・ 文化的で個性がある街だと思う。それを活かした街づくりが差別化に繋がる。（杉並区、40歳

代) 【１】 

・ 文化商業施設を網羅したweb があると有り難い。行きたい施設を選択すると、それらで開催さ

れているイベントやキャンペーンが一覧できる等。（杉並区、40歳代) 

・ 小劇場はあると思うが、どこにあるのかわかりません。場所がわかり易い案内があれば、足を

運びやすい。（杉並区、60歳代) 

・ 文化施設の充実。（三鷹市、60歳代) 【２】 

・ 様々な世代が楽しめる図書館の充実があると良い。（小金井市、50歳代) 【１】 

・ 複合施設があれば、尚良い。（小金井市、30歳代) 



162 

 

・ 武蔵野市民文化会館は駅から遠く不便。吉祥寺駅周辺に文化施設があればいいと思う。（三鷹

市、50歳代) 【４】 

・ 美術館をはじめとするアートに触れる空間が少なく、あったとしても渋い(有名な作品・作者

じゃない、若者が行ってみたいと思うような魅力がない)展示ばかりなので、アートに触れるこ

とができる環境が欲しい。（三鷹市、20歳代) 

・ 繁華街から少し離れると自然や文化施設がたくさんあることを活かしてはどうか。（三鷹市、40

歳代) 

・ 誰でも利用できる総合施設。（練馬区、60歳代) 

・ 大劇場でのイベントをクラシックだけでなく、多様化して欲しい。（三鷹市、80歳代以上) 

・ 大型ホールの建設。（西東京市、60歳代) 

・ 大きな図書館や商業施設にお世話になっているので、文化的な側面で発展していくことを願

う。（小金井市、30歳代) 

・ 前進座のようなシアターの復活。（杉並区、60歳代) 

・ 洗練されたまちで公園もあるので、文化面をアピールしたら良いと思う。（杉並区、40歳代) 

・ 折角場所が広いので、下北沢のような音楽や演劇のできる施設(コラボ企画など)を小さくても

いいので作ってほしい。（西東京市、30歳代) 

・ 色々な場所でダンスの発表ができるスペースがあると良いと思う。（公園など）（杉並区、70歳

代) 

・ 若者だけでなく中年年配の方も楽しめる文化的、文学的な講演会や展覧会などがあればよい。

（三鷹市、50歳代) 

・ 市の施設の他区市民への簡易な開放。（三鷹市、40歳代) 【１】 

・ 市にある文化施設とのつながりのある企画を期待する。（杉並区、60歳代) 

・ 公共施設の充実。（小金井市、60歳代) 【１】 

・ 公共のテニスコートの充実。プロの試合を召喚して観客を動員することなど。（杉並区、60歳

代) 

・ 吉祥寺駅周辺に人が集中し、雑然とした雰囲気が強い。ジブリの森、アニメなど何らかの形で

連携し、少しでも文化度を高める努力が欲しい。（三鷹市、70歳代) 

・ 吉祥寺駅しか目立たない。三鷹駅北口を武蔵野市として文化的な建物があればよい。（小金井

市、60歳代) 

・ 吉祥寺の銭湯復活を切に願う。近隣市民・年齢関係なく、特に新型コロナウイルス感染症が流

行してから「銭湯」の重要性やありがたさを感じている。武蔵野市は海外知名度も高いイメー

ジがあるので、観光や文化の発信にもなると思う。（練馬区、50歳代) 

・ 学生の街という文化的な雰囲気と庶民性を併せ持つ良さを失わないでほしい。（三鷹市、70歳

代) 

・ 歴史的建造物に興味がある。（杉並区、20歳代) 

・ 何でもありのような街ではなく、文化的でのんびりした雰囲気を壊さない産業誘致をしてほし

い。（西東京市、40歳代) 

・ 演劇や映像の核となる施設などあるとよい。（練馬区、70歳代) 

・ 1,000～2,000 人規模のライブ、コンサート、イベントが開ける会場が駅近くに出来て欲しい。

（小金井市、40歳代) 【２】 

・ 井の頭公園等の自然・文化施設の更なる整備。（練馬区、60歳代) 【２】 
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・ 井の頭公園を維持してほしい。（杉並区、60歳代) 【２】 

・ 井の頭公園の魅力とコラボできたらよいと思う。（杉並区、50歳代) 

・ 井の頭公園にドッグランを作って欲しい。（三鷹市、40歳代) 

・ スポーツ施設の充実。（小金井市、60歳代) 【１】 

・ 公園に隣接するホテル、美術館などの建設。（小金井市、60歳代) 

・ アニメをもっと推していけば良いと思う。（杉並区、30歳代) 【４】 

・ ジブリスタジオ、井の頭公園をフューチャーする。（練馬区、30歳代) 【１】 

・ ジブリが羨ましい（練馬区、40歳代) 

【街並み・環境の整備】  

○道路整備、都市開発 等  

・ 先日起きた道路陥没が気になる。その後の調査や取り組みについて発信してほしい。（西東京

市、40歳代) 

・ 小田急バス乗り場の整備。（三鷹市、40歳代) 

・ 特色のあるお店が狭い道路に面している事が多く、車が通る時に危険を感じる。（小金井市、40

歳代) 

・ 人の流れがスムーズな街だと歩きやすいと思う。（杉並区、50歳代) 

・ 商業地区と住宅地区を明確に分ける。（西東京市、60歳代) 

・ 自宅からバスで吉祥寺によく出かけるが、街の規模を考えると、駅を大きくし、駅前のバス

ターミナルを広くして分かりやすくしたらよいと思う。（練馬区、60歳代) 

・ 市内の各鉄道駅へ向かう他市からのバスの路線（吉祥寺行きや武蔵境行き等）がもう少しある

と良い。（三鷹市、60歳代) 

・ 子供や高齢者が買い物しやすいように歩道や道路の拡張して欲しい。（西東京市、40歳代) 

【１】 

・ 景観に影響しない程度に、建物の高さを制限して欲しい。（杉並区、40歳代) 

・ 吉祥寺南側の道路整備。（三鷹市、40歳代) 【７】 

・ 吉祥寺駅周辺の歩道の道幅拡張。（三鷹市、20歳代) 

・ 吉祥寺駅前再開発。（小金井市、40歳代) 【６】 

・ 吉祥寺駅東口方面の吉祥寺本町１丁目や南町２丁目の一部を総合的な開発整備で個性ある飲食

店の誘致で活性化をしてほしい。（三鷹市、80歳代以上) 

・ 吉祥寺駅周辺のみの開発及び再開発のイメージがあるため、市として全体的に発展できるよう

な政策に期待する。（練馬区、40歳代) 

・ 吉祥寺駅周辺に限った話だが、今よりも人が増えると歩きづらくなる。歩道がさほど広くない

割に、歩道を歩く人も走る自転車も多いため歩きにくいと感じている。（杉並区、20歳代) 

・ 吉祥寺駅周辺、特に横丁系を保存した上での、歩きやすさの整備。（杉並区、60歳代) 

・ 吉祥寺駅の混雑を緩和してほしい。自転車運転者には、歩道は歩行者優先と言う事を学校、警

察がもっとPRすべきだと思う。（小金井市、50歳代) 

・ 吉祥寺は子連れで楽しめお店や施設がある一方で、サンロードや駅南口を出たあたりなどは階

段の店が多かったり、道や店内が狭かったりしてベビーカーの子連れは行きづらい。バリアフ

リーに対応した街になったらもっと行きやすい街になる。（小金井市、30歳代) 

・ 吉祥寺は住みたい街ランキングで常に上位であるが、私としてはとても歩きにくい街という印

象があり、あまり行かない。歩道の幅が狭く、人や自転車自動車は多い。確かにオシャレなカ
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フェ、雑貨店、レストラン等あるが、とにかく歩きにくい。（杉並区、60歳代) 

・ 吉祥寺は道が狭いので、子供連れ向けに広くなると歩きやすいと思う。井の頭公園やジブリ美

術館など子供にとって魅力ある場所も多いので、整備して欲しい。（西東京市、30歳代) 

・ 引き続きコンパクトシティを目指すべき。（三鷹市、60歳代) 【１】 

・ 井之頭公園をもう少し歩きやすい道にして欲しい。（杉並区、70歳代) 

・ ロータリーの整備。歩道周りの緑が多いと潤いを感じる。（西東京市、70歳代) 

・ ハモニカ横丁の整備。（杉並区、60歳代) 

・ 歩きやすい道を整備して欲しい。（三鷹市、60歳代) 

・ 歩きやすいアーケードの充実。（小金井市、60歳代) 【１】 

・ 魅力的な店が離れたエリアに点在しているので、一か所にまとめるのも良いのではないか。（下

北の駅前再開発も良い事例になると思う）（杉並区、20歳代) 

・ 武蔵野市役所と商業施設の中心である吉祥寺が離れており、二極化している。駅周辺再開発時

に統合が必要では。（杉並区、70歳代) 

・ 道路標識を増やして欲しい。（三鷹市、80歳代以上) 

・ 道路整備。（三鷹市、30歳代) 【４】 

・ 区画整理が必要だと思う。（練馬区、40歳代) 

・ 沿線および南口が発展しているが、それ以外の発展がほしい。（三鷹市、40歳代) 

・ 駅北口をもっと発展させてほしい。（西東京市、60歳代) 

・ 駅前の再開発によって、若者だけではなく、広い年齢層が楽しめる街になると良いと思う。（杉

並区、70歳代) 

・ 駅周辺を歩きやすくしてほしい。（小金井市、60歳代) 【２】 

・ 駅周辺が住める街になるとよい。（杉並区、60歳代) 【１】 

・ 駅ナカの動線をもっとスッキリしてほしい。（小金井市、60歳代) 

・ 南口周辺のバス停の利便性の改善とバスの吉祥寺駅へのルートの改善。現状は狭い道をバスが

通り危険。（三鷹市、70歳代) 

・ 北口の駅前広場の活用。今はスペースとベンチはあるが誰も利用していない。人々が集って飲

食ができるスペースになると良い。（三鷹市、70歳代) 

・ 自転車利用者が多いので道路脇の自転車用通路の幅を広くしてほしい。（三鷹市、30歳代) 

・ 吉祥寺をさらに活性化させる。井の頭公園周りの開発。（小金井市、60歳代) 

・ 駐車場の充実。（西東京市、60歳代) 【22】 

・ 駐輪場の整備。（三鷹市、10歳代) 【14】 

○交通 

・ 道路渋滞の緩和。（西東京市、70歳代) 【７】 

・ 交通機関が混み合わなければ､行きやすいと思う。（西東京市、50歳代) 

・ 交通の便を多様にする。（練馬区、50歳代) 

・ 交通アクセス(バス)を増やす。（西東京市、30歳代) 

・ ひばりヶ丘駅〜吉祥寺駅のバスがあると嬉しい。（西東京市、40歳代) 

・ 武蔵小金井駅からのバスを出してほしい。（小金井市、40歳代) 

・ 武蔵境駅から大型公園などまでへのアクセスをよくしてほしい。（三鷹市、20歳代) 

・ 街の南北間のアクセスを良くしてほしい。（杉並区、30歳代) 【４】 

・ 他所からのアクセスがしにくいので改善してほしい。（三鷹市、50歳代) 
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・ アクセスの向上。（杉並区、20歳代) 【２】 

・ 武蔵野市だけが持つ施設が有り、バス等安い移動が可能なら良いと思う。（西東京市、70歳代) 

・ 自家用車でのアクセスがしやすいとよい。（西東京市、40歳代) 

・ 混雑緩和。（小金井市、30歳代) 【１】 

・ もっと交通網を改善して欲しい。（西東京市、30歳代) 

・ 井の頭通りなど、いつも混んでいるイメージがある。電車以外の交通機関が使いづらい。（小金

井市、40歳代) 

・ 移動手段として私鉄の乗り入れが増えると良い。（練馬区、50歳代) 

・ 電車の特別快速の停車駅にする。（練馬区、50歳代) 【１】 

・ 移動時間の明記。（杉並区、40歳代) 

○安心、安全  

・ 車や自転車が多く歩道が狭い場所も多いので、歩行者天国のように安全に歩けるようにしては

どうかと考える。（西東京市、30歳代) 

・ 誰もが安心できる街づくりを期待する。（練馬区、20歳代) 【１】 

・ 人が多い分、治安に不安を感じる。（三鷹市、40歳代) 

・ 安心して買い物や食事が出来るまちになって欲しい。（三鷹市、80歳代以上) 

・ 夜間の呼び込みの抑制をしてほしい。（西東京市、50歳代) 

・ 映画館や図書館が多くなって、防犯カメラがたくさん配置されているとよい。（杉並区、40歳

代) 

・ 防犯に力を入れてほしい。治安が悪い。（三鷹市、50歳代) 【１】 

・ 安全な街にしてほしい。古い建物が多く、災害時心配。（三鷹市、60歳代) 

・ 公園、遊歩道等はいつでも安心してやすらげるよう維持してほしい。（西東京市、60歳代) 

○景観整備、マナー向上  

・ きれいな町並み。（三鷹市、50歳代) 【１】 

・ 清潔な街づくり。（三鷹市、40歳代) 【５】 

・ 喫煙所が少ない。（杉並区、30歳代) 【１】 

・ 個人運送業(Uber eats)の交通違反の取締り、タクシー運転手の交通モラルの改善を望む。（三

鷹市、40歳代) 

・ 自転車のマナー向上。（三鷹市、40歳代) 

・ 休日の人員整理。裏通りのゴミ棄て等モラルの徹底をしないとこれ以上の外部流入は害しか無

いかと思う。（練馬区、30歳代) 

○その他  

・ 買い物の途中で休憩できるスペース、ベンチだけでもあると嬉しい。（杉並区、50歳代) 

【４】 

・ バス停に、屋根かベンチがあったらいいと思う。（練馬区、60歳代) 

・ 駅前などは混雑してゴミゴミしている印象。有料無料問わず、開放的なスペースが増えるとい

いと思う。（三鷹市、30歳代) 

【生活の充実】  

・ おしゃれなファッション関連の店、飲食店は充実していて、お友達と会ったり、デートなどで

は楽しめる街だと思うが、生活をするにはスーパー等が充実していない。（三鷹市、50歳代) 
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・ 食料品や日用品商品が充実していて安く手に入る店舗があったら嬉しい。（西東京市、50歳代) 

【１】 

・ スーパーが駅近にもう1店舗くらいあるととても嬉しい。（三鷹市、30歳代) 【１】 

・ 食品のディスカウントスーパーが増えたら嬉しい。（小金井市、40歳代) 

・ 成城石井や紀伊国屋など高級スーパーがあって武蔵野マダムのイメージが強い。サミットなど

安いスーパーが増えるといいなと思う。（練馬区、30歳代) 

・ 武蔵野市には松屋やモンテローザ、すかいらーくなどの飲食大手が多数ある。コロナ対策を大

幅に撤廃しても構わないので、飲食業を盛り上げるべき。（三鷹市、30歳代) 

・ 北口側だが駅前大型スーパーが無くなってしまってから通勤帰りの買い出しが不便になった。

（三鷹市、30歳代) 

・ コロナが終わればお洒落な飲食店巡りをしたい。外食産業が盛んになればありがたい。（三鷹

市、30歳代) 

・ 飲食店の増加。（西東京市、20歳代) 【４】 

・ ゴルフ場を作ってほしい。（練馬区、50歳代) 

・ シネコンができたらうれしい。（小金井市、40歳代) 【６】 

・ スポーツ用品店、特にゴルフ用品店があれば嬉しい。（小金井市、60歳代) 

・ 一人でも入れるお店が欲しい。（三鷹市、40歳代) 

・ 近隣市区内住民用クーポンで買い物や飲食ができたらもっと行きたくなる。（小金井市、30歳

代) 

・ 大型の野球場を作って欲しい。ボールパークのような。（杉並区、10歳代) 

・ 大学病院を誘致してほしい。（西東京市、40歳代) 

・ 物価を下げる。（練馬区、20歳代) 【６】 

・ 街全体の賃料を下げないとチェーン店だけになる。（三鷹市、30歳代) 【２】 

・ いい町だと思っているが、住むには住宅価格が高すぎる。（小金井市、70歳代) 

・ 大学の開かれたキャンパスで格安の講義を聴講したい。（西東京市、70歳代) 

【地域のにぎわいの創出】  

・ 三鷹市と同じ落ち着いたイメージがある一方で、手軽に行けるが美味しいレストラン、そのつ

いでにショッピングが出来るエリアがあるような、適度な賑わいが欲しい。（三鷹市、60歳代) 

・ 吉祥寺を除いて住宅街のイメージが強く、その他の地区の商業施設が少ない気がする。（杉並

区、70歳代) 

・ ハモニカ横丁の更なる有効活用。（小金井市、60歳代) 

・ 武蔵境駅周辺も力を入れて欲しい。（三鷹市、40歳代) 

・ 武蔵境駅周辺に店が増えてほしい。（三鷹市、40歳代) 

・ 武蔵境駅周辺でガード下の商店街は魅力を感じるが、駅周辺の商店街にインパクトが無いのが

残念。昔からの商店と新しい店がマッチする個性的な街並みを期待する。（西東京市、60歳代) 

・ 商店街の活性化。（三鷹市、40歳代) 【１】 

・ 空き店舗対策をしてほしい。（三鷹市、60歳代) 

・ 吉祥寺近辺の活性化。（杉並区、10歳代) 

○イベント 

・ 体験型のイベントがあるとよい。（西東京市、60歳代) 

・ 多世代が交流できるイベントをして欲しい。（三鷹市、40歳代) 【４】 
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・ 若者も興味を示すようなお店やイベントなど話題作りをしていくことが大事。（西東京市、30

歳代) 【１】 

・ 子育てに優しい町という印象なので、こども向けのイベントなどがあると更に賑わいそうな気

がする。（杉並区、20歳代) 【１】 

・ 楽しいイベント等があれば良いと思う。（練馬区、50歳代) 【13】 

・ 音楽会。（杉並区、80歳代以上) 【１】 

・ 阿佐ヶ谷や小金井、八王子などのような阿波おどりや大きなお祭りなどあれば、もっと親しみ

が湧くと思う。（小金井市、40歳代) 

○魅力と多様性のある個店づくり 

・ 昔はもう少し個性のある個人店が多かったと思うので、そのあたりが増えると嬉しい。（小金井

市、20歳代) 【１】 

・ 有力小売店の誘致。（三鷹市、70歳代) 

・ 魅力のある飲食店を増やしてほしい。（練馬区、70歳代) 【７】 

・ 大人が楽しめる飲食店が充実して欲しい。（杉並区、30歳代) 

・ 新宿駅付近にあるような飲食店が吉祥寺駅付近にもあると賑やかになると思う。（小金井市、30

歳代) 

・ 食べログの百名店に選ばれるような美味しい飲食店が増えると嬉しい。その他にホテルが増え

ると利用者が増えると思う。（小金井市、20歳代) 

・ 帽子、バッグなどの服飾小物がオーダーできる店があると嬉しい。（三鷹市、40歳代) 

・ 武蔵野地区には珍しい店舗を増やして欲しい。（小金井市、50歳代) 

・ 武蔵野の自然環境を保全し、その周辺に個性的なお店が点在している街が良い。どこにでも有

るアパレルや家電量販店の入っている商業施設はつまらない。（三鷹市、60歳代) 

・ 南口にお店が少ない。（小金井市、60歳代) 

・ 低価格で品質のいいものをたくさん扱ってほしいし、見て楽しいお店を増やしてほしい。（西東

京市、40歳代) 

・ 地元商店街がもっと充実して個性的なお店が増えることに期待する。（小金井市、70歳代) 

・ 地域によって店舗等々の差が大きい。特に武蔵境駅周辺が寂しい。（三鷹市、70歳代) 

・ 大型量販店だけではなく、小売店や昔ながらの商店街を大切にしてほしい。（小金井市、50歳

代) 【１】 

・ 大型施設より小さい店舗がいろいろあるのが魅力だと思う。（小金井市、30歳代) 

・ 大型商業施設や店舗の立地は、どこにでもあるような街になるきっかけになる。生活感を程よ

く感じさせる街が、かえって個性を伸ばすと思う。（西東京市、60歳代) 

・ 小売店の保護。（三鷹市、60歳代) 【２】 

・ 小さなマーケットの充実。（三鷹市、60歳代) 

・ 昼飲みに利用できる女性向けの飲食店を増やして欲しい。（三鷹市、50歳代) 

・ 手軽に楽しめるおしゃれなカフェが増えるとよい。（西東京市、50歳代) 

・ 若者向きの町だが、もう少し中高層向きの店があったらいいと思われる。（三鷹市、70歳代) 

・ 自然以外にも、魅力のある店などがほしい。（練馬区、60歳代) 

・ 斬新な小売店。（三鷹市、40歳代) 

・ 三鷹駅北側周辺ももっと個人店などが増えて盛り上がったら良いと思う。（小金井市、30歳代) 

【１】 
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・ 雑貨店ばかりある。（三鷹市、60歳代) 

・ 雑貨などの可愛いお店ができるとよい。（練馬区、60歳代) 

・ 行きたくなるようなお店の集合体を作って欲しい。（杉並区、20歳代) 

・ チェーン店の誘致より個人経営の小売や飲食に優しい街になってほしい。（杉並区、20歳代) 

・ 大型チェーンにかき回されて空洞化するのはもう止めて欲しい。（西東京市、40歳代) 

・ 古い建物を改装して個性的な店を作ったり、子どもの自由な遊び場をつくる。（小金井市、50

歳代) 

・ 個性ある店が増えて欲しい。（杉並区、80歳代以上) 【７】 

・ もう少し、個性的な商品、服飾、インテリア、食etc.が並ぶ洗練された通りが欲しい。（三鷹

市、70歳代) 

・ 個人商店が出店しやすいような支援。（小金井市、50歳代) 【３】 

・ 吉祥寺的なお店を残しつつ、面白い通りが増えると良い。（西東京市、50歳代) 

・ 吉祥寺駅周辺と井の頭公園付近しか魅力のあるお店が見当たらない。（西東京市、70歳代) 

・ 吉祥寺の商店街と井の頭公園がシンボルなので、汚い飲食店や小売店はできれば撤退してほし

いと思う。（三鷹市、30歳代) 

・ 昔の吉祥寺は個人商店が多く、良くも悪くも個性的でカオスな街が面白かった。今はチェーン

店が増えて退屈。反面、確かに便利にはなった。（三鷹市、50歳代) 

・ 吉祥寺には店がたくさん有るが、それぞれが離れていて少し面倒。日常の買い物をするのなら

イオンモールやららぽーとのような施設が有れば良いと思う。（三鷹市、60歳代) 

・ 吉祥寺にチェーン店が増えすぎて変わってしまった。（小金井市、20歳代) 【１】 

・ 荻窪方向の高架下にもっと特色のある飲食店を開業するための援助。（練馬区、80歳代以上) 

・ 駅周辺の魅力的なお店を増やして欲しい。（小金井市、40歳代) 

・ 以前は頻繁に行っていたが、年をとると少し疲れる街になった。（西東京市、70歳代) 

・ ゆっくりできる甘味処が欲しい。（小金井市、30歳代) 

・ ファストチェーンより個性的な産業、地域ブランドを支援してほしい。（小金井市、40歳代) 

・ チェーン店ではない店の増加。（三鷹市、70歳代) 【３】 

・ チェーン店が多くなりすぎると街としての魅力は落ちていくので、個人店を誘致する政策を推

進してほしい。現状でも家賃、テナント料が青天井になり、魅力のある個人店は別の自治体に

移っている。数年後には住民のいない街になってしまう。（小金井市、30歳代) 

・ チェーン店が増えすぎていて魅力がなくなっている。個人商店が出店しやすくしないと特色を

失ってしまう。特に飲食店は西荻窪に逃げられている。（三鷹市、30歳代) 

・ サンロードの店の入れ替えが激しく、昔ほどの個性を感じられず、魅力がなくなってしまっ

た。デパートに関してはかつての高級感がなりをひそめ、安っぽさが目立ってしまっている。

（杉並区、40歳代) 

・ サンロードの店の移り変わりが激しいので、はやり廃りのない店が入る方がよいと思う。（杉並

区、70歳代) 

・ コース作りも面白そうだが、他にも個性豊かなお店(飲食も小売も)が増えたらさらに魅力的。

（三鷹市、30歳代) 

・ お洒落なお店を増やす。（練馬区、30歳代) 【２】 

・ いい店舗、飲食店が集まり営業できるよう頑張ってほしい。（杉並区、40歳代) 
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【大型商業施設や企業の誘致】 

・ 大規模商業施設ができれば人が集まり、既存の街や商店にも流動する。（練馬区、40歳代) 

【１】 

・ 吉祥寺以外の地域への大型商業施設誘致。（三鷹市、40歳代) 

・ 大型商業施設の誘致をもっと多くして欲しい。（杉並区、70歳代) 【38】 

・ オフィスと商業施設の複合ビルをつくる。（三鷹市、40歳代) 

・ 好立地、ブランド力は高いがデパートが撤退した過去があり、集客力を高めるための核となる

施設誘致を検討してはどうか。デパート、ホテル、公共施設、学校などを含む複合施設を駅前

再開発街区に作り、立川や新宿よりも魅力的な街づくりを目指すべきだ。（三鷹市、60歳代) 

・ 基幹産業がないので、企業を誘致するべき。（三鷹市、60歳代) 

・ サテライトオフィスの誘致等。（杉並区、50歳代) 

・ IT などの集積型産業にシフトした方が良い。（西東京市、30歳代) 

【観光】 

・ 道の駅のような施設をつくる。（練馬区、50歳代) 

・ 他の自治体からの訪問先は吉祥寺一極集中になっていると思うので、他の街にも魅力的な観光

拠点があるとよい。（杉並区、30歳代) 

・ 観光関連事業の連携を支援する組織の強化。（杉並区、30歳代) 

・ 観光スポットを作る。（練馬区、20歳代) 

・ ホテルを多くしてほしい。（小金井市、60歳代) 

・ お店はたくさんあるので、観光的な魅力がさらに増えると良いと思う。（西東京市、50歳代) 

【農業】  

・ 武蔵野市というと吉祥寺ばかりがクローズアップされがちだが、江戸時代以来の開拓農村とし

ての歴史や、今も市内に残る農地などを活かして、文化だけではなく「都市農業」の町でもあ

ることをアピールしたらよいと思う。（練馬区、30歳代) 

・ 農業体験、キャンプなどを実施して欲しい。（練馬区、30歳代) 

・ 農業をさらに生かした産業振興拠点を設け、地産地消を促進させていただきたい。地域外から

訪れた方々にも武蔵野市で収穫できた新鮮な野菜などを手にしていただければと考えている。

（小金井市、50歳代) 

・ 農業に力を入れて特産品を作って欲しい。（杉並区、50歳代) 

・ 武蔵野市ならではの特産品を思いつかない。（小金井市、60歳代) 

・ 中心地を少し離れると畑も多く、新鮮な野菜等を吉祥寺の中心地で販売宣伝してくれるとうれ

しい。（三鷹市、60歳代) 

・ 地場野菜直売所があってほしい。（西東京市、40歳代) 【１】 

・ もっと農産物のアピールをする。（練馬区、60歳代) 

【事業者支援】 

・ 中小零細企業の育成。（練馬区、60歳代) 

・ 新型コロナウイルス感染症が流行し、経営が厳しい状況でも頑張っている店が多いと思う。非

正規雇用を含め、店で働く人たちの収入を守り、経営も継続できる支援をお願いしたい。（三鷹

市、60歳代) 

・ 小さくてもポリシーのある会社を補助し、特別な価値のある、武蔵野市にしかないものを大事

にする。（三鷹市、60歳代) 
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【連携】 

・ 武蔵野市以外の生産者や飲食店とのコラボを企画して欲しい。（西東京市、60歳代) 

・ 他区市との連携（西東京市、40歳代) 

・ 市内のエリア同士の連携があまりない気がする。（杉並区、40歳代) 

・ 市西部、武蔵境駅付近の開発が東部に比べて遅れているので発展の余地が大きい。隣接する三

鷹市、小金井市と連携して進めると効果的と思われる。（小金井市、60歳代) 

・ 今以上に三鷹市寄りに新規で店舗ができるように、三鷹市と協力して公的な店舗建物を設けて

ほしい。（三鷹市、60歳代) 

・ 近隣の都市とのタイアップ。武蔵野市で買い物→三鷹市や小金井市や西東京市で買い物のスタ

ンプラリー実施など。（三鷹市、30歳代) 

・ 吉祥寺駅を中心に見所をもっとアピールして、近隣の市区町と連携すると良い。（練馬区、50

歳代) 

【情報発信】 

・ 武蔵野市は何も思いつかないため、キャッチコピーなど、人が自然とおぼえるようなCMがある

とよい。（三鷹市、30歳代) 

・ 武蔵野市に興味を持つ情報を発信してほしい。（練馬区、40歳代) 

・ 武蔵野市と聞いて、「あー、あれがある所ね！」とすぐに浮かばないので、「〇〇があるのは武

蔵野市！」と強く覚えてもらえるアピール活動が必要だと思う。（西東京市、30歳代) 

・ 武蔵野市というと吉祥寺しか思い浮かばないので、吉祥寺駅周辺だけでなくその他の地域の情

報発信もしてほしい。（杉並区、60歳代) 【２】 

・ 武蔵境駅周辺で買い物をすることが多いが、お店の情報があまり無いので、情報発信をしても

らえると嬉しい。（三鷹市、60歳代) 

・ 特徴別のマップがあるとよい。（西東京市、70歳代) 

・ 特色ある小売店、飲食店が多いので、SNSで発信すると幅広い年代の方々に興味を持っていた

だけるのではないかと思う。（小金井市、50歳代) 

・ 特産品等のアピール。（西東京市、80歳代以上) 

・ 店のある場所が解りやすい地図があると良い。（西東京市、60歳代) 

・ 色々情報発信してほしい。（小金井市、50歳代) 

・ 小規模のお店の紹介してほしい。（三鷹市、50歳代) 

・ 市内の文化歴史的建造物もっと知りたい。（杉並区、70歳代) 

・ 市を紹介するパンフレットを充実してほしい。（小金井市、60歳代) 

・ 久しぶりに行くと街並みが変わっていて戸惑う。街のことがよくわかるフリーペーパーや、わ

かりやすい地図がもっとあるとよい。吉祥寺でいつも迷っている。（杉並区、30歳代) 

・ 駅周辺はウインドウショッピングしやすいが、個人店は何があるか分かりづらい。Twitter 等

で紹介して欲しい。（西東京市、30歳代) 

・ ホームページやSNSなどで目的に合わせたお店を紹介してほしい。（小金井市、30歳代) 

・ 武蔵野市のどこに何があるのか、何が有名なのかよくわかっていない。市や特産物のPRをして

はどうか。（練馬区、30歳代) 【３】 

・ アド街とかで特集あると良い（杉並区、40歳代) 

【現状維持】 

・ 今のままで良い（西東京市、60歳代) 【24】 
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・ 余り利用しないので わからないが、吉祥寺は充分賑わって要るように見える。以前は若者が押

し寄せているのを見たが、最近は少し平均年齢が高くなったような気がしている。（練馬区、70

歳代) 

・ 武蔵野市は吉祥寺駅、三鷹駅、武蔵境駅を範囲とすると思うが、それぞれ良い味を出していて

好きなので、無理に開発等せずにこのままでも良いのではと思う。（三鷹市、40歳代) 

・ 今のままで十分に魅力的な街。強いて言えば、周囲の交通渋滞がひどくて、車で行きにくい。

（練馬区、60歳代) 

・ 今でも十分、賑わっていると思う。法人に関しては、大きい土地の確保は困難なのかなと感じ

ている。（三鷹市、50歳代) 

・ 今でも充分素敵な街だが、武蔵境も吉祥寺みたいな街になったらよい。（練馬区、20歳代) 

・ 賑わっている場所と静かな場所、それぞれの良さがあるので、そこは残してほしい。（西東京

市、30歳代) 

・ 吉祥寺の雰囲気が好きなので、現状を維持していただきたい。（小金井市、40歳代) 

・ あまり変わって欲しくない。（杉並区、60歳代) 【２】 

【その他】 

・ 住人の増加につながる施策を展開して欲しい。（西東京市、50歳代) 

・ 教育産業を育てる。（杉並区、70歳代) 

・ 市外から 買い物などで行く人にとっては、行って楽しい便利な街 。武蔵野市に住んでいる人

にとっては住みやすい便利な街。その両立を目指してほしい。（三鷹市、40歳代) 

・ 産業のみに的を絞るのであるのならば法人税などの免除、市をあげての企業誘致、関連省庁の

窓口設置、物流ラインの再整備、企業への土地建物を優遇が有効ではないか。（杉並区、50歳

代) 

・ 昼間人口への対策と夜間人口対策の意識を明確にする。（練馬区、60歳代) 

・ 産業振興に企業が参加する。（小金井市、40歳代) 

・ にぎわうのは良いことだが、吉祥寺駅周辺は人が多すぎてあまり好きではない。（小金井市、30

歳代) 【１】 

・ 隣街に住んでいるが同じ住民だと思い込んでしまうほど。何かあれば協力しあって街づくりし

たい。（西東京市、80歳代以上) 

※誤字や個人が特定できる箇所については一部修正及び省略した。また、原文の趣旨をそこなわない形で一部加筆修正を行っ

ている。 

※【 】内は、同一意見数。 
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